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平成 28 年度 文部科学省 私立大学研究ブランディング事業 

事業名「巨大都市・複合災害に対する建築・情報学融合による 

エリア防災活動支援技術の開発と社会実装」 

 

本事業の概要、および、平成 28 年度成果報告書について 

 

はじめに 

本報告書は、工学院大学総合研究所・都市減災研究センター（Research Center for Urban 

Disaster Mitigation；略称 UDM）により、平成 28 年度 11 月より 5年計画で開始した文部科学省

私立大学研究ブランディング事業「巨大都市・複合災害に対する建築・情報学融合によるエリア防

災活動支援技術の開発と社会実装」の平成 28 年度の成果報告書である。以下に本事業の概要を紹

介する。 

 

研究の背景 

膨大で人口が集中する超高層建築や広大な地下街等を有する東京・新宿に代表される巨大都市の

中心市街地とその周辺の住宅地（以下、大都市中心エリア）では、首都直下地震などの震災だけで

なく、近年の異常気象に起因した集中豪雨による水害など都市型複合災害（オールハザード）への

対策が焦眉の課題となっていることである。大都市中心エリアは、膨大な人口により災害時のスペ

ースが絶対的に不足しており、被災し難く、仮に被災しても速やかに復旧可能な「逃げる必要のな

い建築・まち」の実現が強く望まれている。 

 

工学院大学におけるこれまでの取り組み 

工学院大学は、これまで巨大都市の災害低減のための研究・教育・社会貢献活動を主要なブラン

ディング事業と位置づけ、様々な取り組みにより多くの実績をあげている。例えば、2001 年に地

震防災・環境研究センター、2009 年には都市減災研究センター（UDM）を開設し、都市の建築・

地域・エリアの防災・減災に関する先端的な研究開発を実施している。さらに 2009 年には TKK

助け合い連携センターを開設し、防災・減災・ボランティ活動をテーマとした活発な社会貢献教育

も展開している。一方、2011 年には全国初となる建築学部を新設し、安全安心な建築・まちを実

現するための実践的な研究・教育を推進しており、さらには 2016 年には情報学部が開設し最先端

の ICT 技術の研究・教育を実践している。 

本学の災害低減研究の実践の場として、世界最大の乗降客数を誇る新宿駅周辺地域やその周辺の

住宅地では、地元行政（新宿区）と住民・事業者との密接な連携により、講習会や地域防災訓練な

どの多様な防災・減災活動を行っている。その成果は地元企業の BCP や施設の消防・防災計画等

に反映されるだけでなく、新宿区の地区防災計画など震災対策の推進や、都市再生安全確保計画制

度の創設と新宿駅周辺地域での実施事例（首相官邸、2014）、「南海トラフ沿いの巨大地震による長

周期地震動に関する報告（内閣府、2015）」など、広く自治体・国の施策にも反映されている。こ

れらの業績により、本学、および、連携している新宿駅周辺防災対策協議会は「ジャパンレジリエ

ンスアワード（強靭化大賞）2015」にて最優秀レジリエンス賞を受賞するなど高い評価を頂いてい

る。 
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本事業の目的 

図１に示すように主として建築学分野で得られた震災対策の成果と、情報学部の保有する最先端

の ICT 技術（AR/VR、モニタリング/画像処理、非常通信/高速情報処理など）との融合により、震

災・水害等による都市型複合災害に強く、速やかな機能回復による「逃げる必要のない建築・まち」

の実現を支援するエリア防災活動支援技術の研究開発事業と、その成果をもとにした地域連携によ

る社会実装事業を行うことである。まず、研究開発事業は、マルチハザード認識・エリア防災計画

策定・オールハザード対応訓練のツール群で構成する「①オールハザード対応キット」、都市型拠

点建築を対象に機能継続・早期復旧を可能とする「②大地震対策建築モデル」、および、エリア拠 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 本事業のイメージ図 

 

 
研究の背景：工学院大学による巨大都市の防災・減災の様々な取組みと ICT 技術の蓄積 

建築学部 

安全安心な建築・まちづくり 

防災計画・訓練 

情報学部  

VR/AR、画像認識、非常通信 

高速情報処理 

連携研究プロジェクト 

(UDM、防災 SIP など)

防災・減災活動
新宿区・八王子市 

市民・事業者向けの講習会・
セミナー・防災訓練指導など 

人材育成（学生・社会人
教育）、社会貢献活動 

建築・情報学の融合型防災モデル 巨大都市(新宿等)での実装化 

 

研究開発事業：巨大都市・複合災害に対する建築・情報学融合によるエリア防災活動支援技術の開発と社会実装

マルチハザード認識ツール、エリア防災計画策定ツール
オールハザード対応訓練ツール 

テーマ１(オールハザード対応キット) AR ハザード認識・VR 防災訓練

群集モニタリング、画像処理

都市型複合災害評価 

地区防災計画 

災害時行動指針 

災害対応支援車両 

長距離無線 LAN、情報共有
DTN・ICN 非常通信網 

都市型拠点施設（超高層建築・
体育館等）の高耐震性能確保 エリア防災活動 

支援技術の開発 
テーマ２(大地震対策建築モデル) 

テーマ３(自立移動式 
  ゼロエネルギーユニット) 

最大級地震にも安全な建築 
逃げる必要のない室内環境 

自立移動式ゼロ・エネルギー 
災害対応支援ユニット 

 
 

①オールハザード対応キット            ②大地震対策建築モデル      ③自立移動式ゼロエネルギーユニット 
    研究開発事業「エリア防災活動支援技術の開発」における３つの研究テーマ 

成果公開・サービス提供 教育・人材育成・ブランディング 

社会実装 

社会実装事業：安全安心な都市実現への貢献とブランディング 

ステークホルダー 自治体・住民・企業 学協会・メディア 
在学生・教職員・受験生 

研究教育 社会実装 成果公開 

防災イベント・訓練など 関連学協会・シンポジウム 

卒業生・留学生など 普及キャンペーン 論文・メディア 

巨大都市・複合災害

建築・情報学融合
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点施設において災害対応支援を行う「③自立移動式ゼロエネルギーユニット」、による３つの研究

開発で構成する。一方、並行して実施する社会実装化事業では、地元の自治体（新宿区等）と住民・

事業者との連携により、３つの開発技術を様々なイベント（講習会・防災訓練・防災ベントなど）

で実際に適用し、その有効性を検証したうえで、全ての成果を広報するキャンペーン（チラシ・サ

イネージ・メディア広報など）等によるブランディング事業を実施する。 

 

本事業の計画の概要 

本学が保有する最先端の建築学と情報学の最新技術を融合させ、図１に示す３つの研究テーマで

ある、①オールハザード対応キット、②大地震対策建築モデル、および、③自立移動式災害対応支

援ユニット、で構成するエリア防災活動支援技術の研究開発事業と、地元行政（新宿区）と住民・

事業者と連携した成果の普及キャンペーン等の実施よる社会実装事業を行う。 

研究開発事業による期待される研究成果と、その測定・検証法は以下の通りである。 

研究テーマ１「大都市中心エリアを対象としたオールハザード対応キットの開発」 

大都市中心エリアを構成する住民・事業者（自助の担い手）とエリア（共助の担い手）を対象と

して、都市型複合災害を対象とした防災計画の策定から訓練実施のための標準化ツールであるオー

ルハザード対応キットを開発する。具体的には、①AR（拡張空間）技術を活用した街中で震災・

水害等による都市型複合災害を体験できるマルチハザード認識ツール、②各種モニタリング（監視

映像による群集動態モニタリングなど）技術を活用した事前の災害対応計画・行動ルールの策定の

手引書となるエリア防災計画策定ツール（研究テーマ２と連携）、及び、③3 次元空間モデリングと

VR（仮想現実）技術を活用した都市型複合災害の訓練セットであるオールハザード対応訓練ツー

ル（研究テーマ３と連携）、を開発する。各年度に連携自治体・住民・事業者を対象とした防災イ

ベント・地域防災訓練等で開発ツール類を使用し、アンケート・ヒアリング調査による有効性を検

証のうえ、実施・適用例とともに公開する。 

研究テーマ２「機能継続・早期復旧を可能とする大地震対策建築モデルの開発」 

大都市中心エリアにおける既存の防災拠点施設（超高層建築などの重要施設や地域活動拠点とな

る避難所・体育館など）を対象として、大地震時の機能継続・早期復旧を目的とする構造・非構造

部材の効果的な補強法と総合的な耐震性能評価法を開発する。具体的には、①耐震・制震補強によ

る高耐震性能の構造躯体の補修モデル（数百年に１度のレベル２地震動でも在館を可能とし、数千

年に１度のレベル３地震動でも倒壊しない構造躯体）、②大変位・大加速度振動台を活用した安全

な室内空間と機能継続を可能とする非構造部材の補修モデル（天井・内外装材・設備機器を対象）、

さらに①②の成果を活用した、③災害後の機能継続・早期復旧の視点からの総合的な耐震性評価法

（resilience based design 手法）と既存建築の使用継続性能チェックリスト、をそれぞれ提案する。

開発モデルの検証は、①構造躯体は 3 次元地震応答シミュレーションと既存実験等との比較検討、

②非構造部材は大変位・大加速度振動台による実大実験、③研究テーマ１との連携による実建物（超

高層及び体育館）への適用と防災訓練等を活用したアンケート・ヒアリング調査等で、それぞれ行

う。 

研究テーマ３「エリア防災拠点をつなぐ自立移動式災害対応支援ユニットの開発」 

地域防災拠点（エリアの現地本部や避難所等）において、災害時に情報通信面、必要最小限のエ
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ネルギー供給面、救急救護面のサポートを行う、自立移動式ゼロエネルギーユニット（D-ZEV: 

Disaster-robust Zero Energy Vehicle）を開発する。このユニットは、①自然エネルギーを活用し

た発電・蓄電設備、長距離無線 LAN・DTN／ICN 技術を活用した非常用通信設備、および、応急

救護・災害医療活動を支援する空調システムを掲載した自動車（D-ZEV 本体）、および、②小回り

が利き、エリア情報を収集する通信ユニットを掲載する二輪自動車の D-ZEV mini、で構成される。

開発ユニットは、研究テーマ１との連携による各年度の防災イベント・地域防災訓練等で使用し、

アンケート・ヒアリング調査を実施し、その有効性を検証のうえ、最終年度の実証実験を経て、実

施・適用例とともに公開する。 

一方、社会実装事業では、得られた成果と適用例を全て公開し、自治体（新宿区など）・住民・

事業者（新宿区や新宿駅周辺防災対策協議会、新宿駅周辺地域都市再生緊急整備協議会、自主防災

組織である避難所運営管理協議会など）・外国人居住者・来街者等との連携による講習会・セミナ

ー・防災訓練など各種防災イベントを開催し、成果の普及キャンペーンを実施する。社会実装化へ

の効果の検証は、各種イベントでのアンケート・ヒアリング調査に加え、新宿区と連携した区政モ

ニター（年４回、1 千人規模で実施）や区民意識調査（年一度、2～3 千人規模で実施）、さらに市

民向け公開講座・地域防災訓練等によるヒアリング・アンケート調査等によって行う。 

 

事業実施体制 

 図２に本事業の実施体制を示す。本事業は研究開発事業と社会実装事業で構成し、事業の統括は

佐藤光史・学長と鷹野一朗・副学長をリーダーとする総合研究所運営委員会が行い、基本方針は理

事会・教授総会・代議員会による承認を経て実施される。研究開発事業は総合研究所・都市減災研

究センター（Research Center for Urban Disaster Mitigation; UDM）により、参加する 16 名の

学内教員と多数の学外の研究協力者・研究機関との連携により３つの研究テーマで実施する。一方、

社会実装事業は、総合企画部・広報課と UDM センター長・研究テーマリーダー、および外部コン

サルタントとの連携により、得られた成果の広報・普及キャンペーン等を推進する。外部連携機関

として新宿区および地元事業者・住民による自主防災組織（新宿駅周辺防災対策協議会など）と密

接に連携し、毎年、成果報告書の発行と成果報告会を実施し、自己点検・評価委員会と外部評価委

員会の審査を経て、事業の点検と修正を行う。 

 

おわりに 

本事業は昨年 11 月に開始したばかりであるが、先行している関連研究の成果を踏まえ、学内外

の多くの研究者・実務者等と密接に連携して様々な成果をあげている。本報告書や報告会等を通じ、

多くの方々より忌憚ない意見を頂きながら有用な成果をあげ、本学及び新宿区の防災・減災対策の

推進とブランディングに寄与して行きたいと考えている。 

 

 

2017 年 3 月  

工学院大学学長   佐藤光史 

都市減災研究センター長  久田嘉章 
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大都市中心エリアを対象としたオールハザード対応キットの開発 
 

大都市中心エリア、都市型複合災害、ICT、           村上正浩＊ 境野健太郎＊＊ 

災害の可視化、エリア防災計画     藤賀雅人＊＊＊ 

                    

１．はじめに  

2020年東京オリンピック・パラリンピックを控え、

大都市・東京では、首都直下地震などの震災だけでな

く、近年の異常気象に起因した集中豪雨による水害な

ど都市型複合災害への対策が焦眉の課題である。 

本テーマでは、一日の乗降客数が 350 万人超の新宿

駅を核とする新宿駅周辺地域および郊外部の住宅地

の大都市中心エリアにおいて、発生が懸念される震災

と水害に起因する都市型複合災害の仮想体験からエ

リア防災計画策定、訓練実施を支援するツール群(オ

ールハザード対応キット)を開発する。 

２．研究概要  

新宿駅周辺地域には、事業者や新宿区医師会、防災

関係機関、新宿区等で構成される新宿駅周辺防災対策

協議会がある。当地域では、本協議会の構成員を主な

対象として「災害対応の知識・経験を得るためのセミ

ナー」(年 5 回程度、図 1 左）、「実践的な技能を習得

するための講習会」(年 4 回程度、図 1 中央)、「身に

つけた知識・技能を活かす地震防災訓練」(年 1 回、

図 1 右)を体系化した教育訓練プログラムを継続して

実践し、自助と共助によるエリア震災対応の仕組みづ

くりを進めている（図 2）。2016 年にはその仕組みを

実効性あるものにするため、発災後からの来街者や協

議会構成員の震災対応行動をタイムライン化した地 

   

図 1 教育訓練プログラムの実施例 

 

図 2 新宿駅周辺地域のエリア震災対応の仕組み 

域行動計画を策定した。また、2015 年の水防法改正に

伴い、当地域の地下街・地下道管理者およびそれに接

続するビル管理者が参加する東京都地下街等浸水対

策協議会において浸水対策計画の策定も進められて

いる。 

 一方、新宿駅周辺地域の郊外部の住宅地には、町会

の自主防災組織や幾つの自主防災組織で構成する避

難所運営管理協議会がある。こうした組織においても、

防災点検マップづくりや発災対応型防災訓練、避難所

運営訓練、さらに復興期を見据えた復興模擬訓練を通

じて、自助・共助の担い手の育成と住民主体の震災対

応の仕組みづくりを進めている。 

 本テーマでは、これら既存組織・活動と連携し、ア

ンケート・ヒアリング調査および訓練への適用により

開発ツール群の有効性を検証したうえで、他地域に展

開可能な標準化ツールとして社会実装を目指す。 

表 1 が本テーマの研究実施体制である。建築学部と

情報学部の各教員がそれぞれの専門性をいかし、以下

のツール群の開発を担当する。初年度は各ツールの開

発環境を整備し、2 年度から 3 年度にかけてプロトタ

イプの試作とヒアリング調査等による有用性の検証

を行う。4 年度には訓練等への適用を通じてプロトタ

イプのブラッシュアップを図り、最終年度にはキット

を完成させ成果を公開する。 

①マルチハザード認識ツール：VR(仮想現実)や AR(拡

張現実)の情報技術の活用によって仮想・現実空間で

都市型複合災害を模擬体験できるツールを開発する。 

②エリア防災計画策定ツール：高層ビルの被災度判定

システムや地下街への浸水感知といったモニタリン

グ技術、さらにドローンによる群衆映像から、災害の

予防および災害発生時の対応に必要な情報を抽出す 

表 1 研究実施体制 

担当者 所属 主な役割 
村上正浩 
(リーダー) 

建築学部・教授 
中心市街地の危機対
応モデル 

福田一帆 
(サブリーダー)

情報学部・准教授 
VR 活用の危機対応モ
デル 

境野健太郎 建築学部・准教授 
地 下 街 の リ ス ク 評
価・避難計画 

小西克巳 情報学部・准教授 
動画像処理・群衆行
動分析 

藤賀雅人 建築学部・助教 
住宅地の危機対応モ
デル 

石田航星 建築学部・助教 3 次元モデリング 
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るための動画像処理技術と群衆行動分析手法等を援

用し、事前の災害対応行動計画・行動ルール策定のモ

デルとなるツールを開発する。 

③オールハザード対応訓練ツール：3 次元モデリング

技術と VR 技術の併用により都市型複合災害を可視化

した仮想空間を構築し、災害の規模・時間帯など各種

条件に対応した災害状況における人の行動・心理実験

や訓練を行うことができるツールを開発する。 

３．ドローンによる情報収集および情報提供実験  

 本研究テーマにおいて、筆者らはエリア防災計画策

定ツールの開発を主に担当する。本年度は、ツール開

発のための環境整備に重点をおきつつ、新宿駅周辺地

域のエリア震災対応（図 2 参照）においてドローンの

活用可能性を検証する実験を行った。 

本実験にあたり、図 3 の設備(ドローン、モニター

類、Web カメラは除く)を購入したうえで、西口現地本

部（工学院大学）・新宿区災害対策本部（新宿区役所）・

避難場所（新宿中央公園）間に FWA（Fixed Wireless 

Access）無線による通信網を構築し、各拠点にドロー

ンからの映像を受信するためのコーディング機器と

各拠点の状況把握のための Web カメラを設置した。 

実験の結果、避難場所上空で飛行するドローンで撮

影した映像を、西口現地本部・新宿区災害対策本部間

でリアルタイムに共有することができた（図 4）。な

お、撮影にはハイビジョンカメラに加えて、夜間の情

報収集を想定してサーモグラフィーカメラも使用し

たが、各拠点間の FWA 無線のスループットは 95Mbps

程度で、そのうちドローンからの映像のトラフィック

は 21Mbps 程度、Web カメラ映像のトラフィックは

10Mbps 程度であった。また各拠点間での映像伝送の

遅延時間は最大でも 11msec 程度でパケットロスも殆

どなく、十分な映像伝送と各拠点での高画質の映像受

信が可能であることが確認できた。 

並行して、ドローンにスピーカーを登載し、上空か

ら地上への音声情報の提供可能性も検証した。周辺の

騒音状況にもよるが、飛行場所から半径 170m 程度で

あれば 100m 上空からの音声も十分に聞き取れること

がわかった。 

４．おわりに 

 本年度の実験では、高層ビル街での俯瞰的な情報収

集と災害対応活動へのドローンの活用可能性を確認

した。実験結果を受け、ドローンを除く購入設備は本

年度末までに工学院大学・新宿区役所・新宿中央公園

に常設する予定である。次年度はプロトタイプの試作

に向け、動画像処理技術と群衆行動分析手法を導入し

たドローンからの映像解析、さらに研究対象を地下街

等にも拡大し複合災害のリスク検討などに着手する。 

 

図 3 実験で用いた設備の全体構成 

  

   

図 4 実験の様子（左上：新宿中央公園上空で飛行す

るドローン、右上：工学院大学屋上の FWA 無線アンテ

ナ、左下：西口現地本部でのドローンからの映像受信、

右下：西口現地本部で受信したサーモグラフィー映像） 
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ＶＲ，動画像解析，視線計測を利用した都市災害時の対応モデル，訓練ツールの開発 
 

キーワード：ＶＲ，動画像解析，視線計測，行動，心理          福田一帆＊ 小西克己＊＊ 

                    

１．はじめに  

巨大都市の災害においては，地下から高層階への

階層構造，大群衆の行動，避難スペースの不足など

の要因から，人の行動が被害状況に大きく影響をお

よぼすことが想定される．特に，巨大都市における

災害については，多種多様な人々が集まるため災害

時の人々の行動の予測が難しい．そのため，災害へ

の有効な危機対応モデルを構築，適用するためには，

人々の行動や心理を理解した上で危機対応モデルを

作成すること，また被災状況や災害時の人々の行動

を速やかに把握することが不可欠である． 

そこで，都市災害体験ツールとして，ＶＲ空間に

都市災害を再現して各種条件に対応した災害状況に

おける行動・心理実験を実施する．また，動画像処

理技術により映像からの被災状況把握手法を開発す

る．更に，都市災害を可視化した３Ｄバーチャルリ

アリティ防災啓発・訓練用コンテンツを作成し，建

物被害の確認や避難誘導等のトレーニング・訓練の

効果の検証をおこなう．ＶＲを利用した防災啓発・

訓練用コンテンツとしては，「浸水・火災疑似体験ア

プリ(1)」「バーチャル災害体験コンテンツ(2)」など，

この数年に様々なものが開発されているが，都市災

害に適したコンテンツが必要である． 

 

２．研究計画と成果  

2.1 ＶＲによる都市災害状況可視化コンテンツ作成 

新宿西口エリアの３Ｄデータを作成して，ＶＲシ

ミュレーションソフトウェア（Forum8 UC-win/Road）

に取り込み，歩行者などの交通流を発生させる．３

Ｄデータの作成には３Ｄスキャナ計測データおよび

写真解析３Ｄモデル生成ソフトウェア（Agisoft 

PhotoScan）を利用する．また，曜日・時間帯別の新

宿滞在者の人数，天候・時間帯の変化など想定され

る様々な条件下での災害状況の可視化をおこなう． 

本年度は作業環境の導入および，データの試作を

おこなった．図１〜２に試作したＶＲデータからキ

ャプチャしたシーンを示す． 図１は，サンプルとし

て提供されている交差点データに，ＶＲソフトの機

能を利用して歩行者流を発生させて，その上空を飛

行するドローンからの視点を模擬した映像を作成し

た結果である．図２は工学院大学地下１階エントラ

ンスを撮影した複数写真から，写真解析ソフトウェ

アを使用して３Ｄモデルを生成してＶＲソフトウェ

アに取り込み，歩行者流を発生させた結果である． 

今後は，（１）災害発生時の被災者の行動分析実

験，（２）防災啓発・訓練用コンテンツの作成，（３）

ドローンや固定カメラを利用した災害状況把握方法

開発のための模擬映像作成，（４）避難スペースへの

効率的な誘導方法の検討，などに利用するＶＲデー

タの作成を進める． 

 

図１．ＶＲ試作結果１（ドローン空撮模擬映像） 

 

図２．ＶＲ試作結果２（工学院大学地下１階入口） 

 

2.2 専門家の視線計測結果を利用した建物被害状況

判断モデルの構築と訓練コンテンツの作成 

都市災害では避難スペースの不足が問題となり，

避難所として利用可能な建物と，立ち入り禁止にす

 ＊：工学院大学情報学部情報デザイン学科， ＊＊：工学院大学情報学部コンピュータ科学科 
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べき利用不能な建物を迅速に識別することが必要で

ある．現状，建物の被害状況の初期確認は事業者の

責務とされているが，一般的に事業者は建物の被害

状況把握のために必要な知識や経験を有さない者が

大半であり，専門家が被災時に迅速に現地にて建物

の状況を確認することも難しい．そこで，この問題

を解決するために，ビルの事業者に対する建物被害

状況把握の教育訓練ツールを作成する． 

建物被害状況判断モデルの構築と訓練コンテンツ

の作成にあたり，モバイル型アイマークレコーダ−

（EMR-9, ナックイメージテクノロジー）を使用して

専門家による建物被害状況確認時の視線の動きの時

系列データを取得して分析をおこなう． 

今年度は視線計測装置の導入および，計測試験を

おこなった．図３に新宿駅西口から都庁方面へ続く

地下通路の工学院大学入口前において歩行時の視線

計測をおこなった計測例を示す．次年度は，災害時

を想定した建物被害状況判断の訓練をおこない，専

門家と一般の視線計測データを取得して特徴を比較，

分析する．  

 

図３．視線計測予備測定（図中の○印が視線位置） 

 

2.3 動画像解析による災害状況把握アルゴリズム 

の開発 

大都市における災害では，災害後の人々の密集や

異常行動などに起因する２次災害が生じる可能性が

ある．このような２次災害による被害を防ぐため，

人々の行動を素早く把握し，危険箇所を迅速に特定

する必要がある．そこで，定点カメラやドローン等

により撮影された動画像を解析することで，これら

の危険箇所を特定するアルゴリズムの開発を行う． 

今年度は，ビルの屋上等に設置された定点カメラ

を想定し，群衆の中で異常行動する人物を検出する

アルゴリズムの開発に取り組んだ．動画像中の歩行

者を検出し，その動き（速度ベクトル）を算出する

ことで，その後の動きを予測し，予測した動きと極

めてことなる動きをした人物を異常行動人物として

特定する手法である．同アルゴリズムにより，図６

のように適切に歩行者を検出することができている．

また，突然走り出したり，向きを変える歩行者の検

出も可能となっており，突然動きを変えた人物の特

的が高い精度で可能であることを実験により確認し

ている．これらの成果は国際会議で発表した(3)． 

今後は，突然動きを変えた人物が本当に「異常」

であるかを判断するアルゴリズムの開発，および，

群衆の密集地帯を特定するアルゴリズム，さらに，

群衆の動きから危険地域を特定するアルゴリズムの

開発を行う予定である． 

 

図４．検出された歩行者 

 

３．おわりに  

今年度は，各テーマ研究環境の整備およびデータ

の試作，予備的な実験を実施した．次年度は，各テ

ーマの研究および，ＶＲデータの試作を進める．３

年次に試作モデルを完成させて，フィードバックを

得た後，５年次に改良した最終版を完成，公開する

計画とする． 
 

参考文献 

1) 板宮朋基, 神保貴彰, 四村好紀, 幸村衡, 北河佑基,

ヘッドマウントディスプレイを用いた洪水疑似体験

システムの開発と市民啓発への応用，日本バーチャル

リアリティ学会サイバースペースと仮想都市研究会

CSVC2016-5,25-28 頁(2016) 

2) 永山武志，バーチャル災害体験コンテンツ，NTT 技術

ジャーナル，2006.9 

3) Akira Horinouchi, Katsumi Konishi, An Emergency 

Detection Algorithm for A Security Camera using 

Optical Flow, Proc. of RISP International 

Workshopon Nonlinear Circuits, Communications and 

Signal Processing, 2017 
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建築分野におけるＡＲ・ＶＲ技術の基礎的研究 
 

VR, AR, ターゲット, 情報端末, BIM           石田航星＊   

         

                    

１．はじめに  

 建築分野においても ICT 技術は重要な技術である

が、欧米の情報産業が中心となって新技術を開発す

ることが多く、我が国の建築分野では、ICT 技術に

ついては専ら外来の技術を援用することが多い。ま

た、ICT 技術の進歩は急速であり、建築分野内での

自前主義的な開発方法では、ICT 技術を取り巻く環

境変化に対応できない可能性が高い。そこで、2016

年度の研究においては、昨今、普及が著しい BIM に

至 る ま で の 技 術 開 発 の 歴 史 を 整 理 す る こ と

で、”BIM”の位置付けを確認し、次の技術開発テー

マとして有望な AR/VR 技術の可能性に関して検討を

行った。その上で、建築分野における AR/VR 技術の

利用方法を検討し、開発環境の構築を行った。 

 

２．BIM に類する技術の整理  

 BIM が我が国に本格的に導入されたのは 2009 年頃

だと言われており、この事実は以下の図 1 に示す

2009 年以降のＢＩＭに関する研究数の推移からも

確認できる。BIM は、CALS や情報化施工のように ICT

技術により建築分野の生産性向上を目指す技術であ

るが、過去に例がない速度で技術開発が行われてい

ると言える。 

 

 

図 1 Cinii での BIM に関する研究数の推移 1) 

 ただ、BIM という技術自体はまったく新しい発想

ではなく、その基礎的な構想は 1970 年代の CAD シス

テムの自社開発の時代まで遡ることが出来る。また、

３次元設計と構造・環境・生産設計の一体化は 1980

代の CAE でも想定されており、建物情報を設計から

施工・施設管理まで分野横断的に利用することは

1990 年代のコンカレントエンジニアリングにおい

ても提唱された概念である。一方で、ネットワーク

の通信速度とコンピュータの処理速度の飛躍的な向

上もあって、前述の技術的構想を実用レベルで利用

可能な形でまとめた技術が BIM であると考えられる。 

 

図 2 建築生産における ICT 技術導入の流れ 2) 

 

３．3 次元モデルの利用方法としての VR/AR 技術  

仮想空間上に構築した建物の３Ｄモデルを利用

する研究や技術開発は少なくとも 20 年以上の歴史

があるが、その実用化に際して３Ｄモデルを作製す

るコストの高さが大きな障害となっていた。一方で、

BIM の本格的な普及は、多くの新築工事において３

次元モデルが作成されることを意味しており、少な

 ＊ ：工学院大学建築学部建築学科  
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くとも新築の建物においては３Ｄモデルが存在する

ことを意味し、実用化の障害がなくなることを意味

している。また、既存建築物でも、ソフトウェアの

高度化により３Ｄモデル作成自体が容易に行えるよ

うになっており、高層ビルのＢＩＭモデルの製作も

簡易なものであれば１週間ほどで可能である（図 3）。 

 

図 3 作成したＢＩＭモデルの例 2) 

 

そこで、本研究においては建物の３Ｄモデルを積

極的に利用する方法として、AR/VR 技術に着目し、

基礎的な研究を実施した。VR 技術は仮想空間内への

没入感に優れ、操作者に臨場感を与えることが可能

であるため、安全教育などへの利用が期待できる。

AR 技術は、タブレット端末やスマートフォンなどの

持ち運びやすい機器での３Ｄモデルの閲覧を容易す

るため、ファシリティ・マネジメントなどへの利用

が期待できる。 

AR 技術と VR 技術は根本的には異なる技術である

が、これら技術を統合的に開発できる環境としてユ

ニティテクノロジーズ社が提供する Unity がある。

Unity はゲーム開発環境として公開されているが、

ArchiCAD などの BIM ソフトで作成した３Ｄモデルを

3ds ファイルに変換することで読み込み可能である

ため、これを利用した。また、AR アプリの開発のた

めにはターゲットマーカーを認識する AR カメラが

必要となるが、本研究・開発においては Vuforia を

利用する。 

2016 年度においては、BIM 上で作成した３Ｄモデ

ルを利用して AR/VR 開発を実施するために必要な条

件を調査し、図 4 に示すようにこれら技術の開発の

環境を整備した。その上で、2017 年度以降は多くの

研究室で横断的に開発が実施されることが想定され

るため、VR/AR 技術を含む３Ｄソフトウェアの開発

方法に関するマニュアルの整備を重点的に実施した

（図 5）。 

 

図 4 AR/VR 技術の開発環境 

 

 

図 5 AR アプリ開発のマニュアルの一部 

 

４．おわりに  

次年度においては、安全教育を目的とした VR ソ

フトウェアの開発を行う。また、学生を被験者とし

て、その教育効果の確認を実施する。 
 
 

参考文献 

1) 石田航星、人口減少社会と建築生産における ICT 技術、

建築コスト研究、pp.7-16、2016.10 

2) 石田航星、３次元モデルと大学施設の維持・管理の連

携手法に関する研究、第 32 回建築生産シンポジウム論

文集、pp.127-132 
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テーマ２：機能継続・早期復旧を可能とする大地震対策建築モデルの開発 
 

超高層 制振ダンパー 長周期地震動 体育館 機能維持 山下哲郎* 田村雅紀*  久田嘉章** 西川豊宏*** 

         

                    

１．はじめに  

 ここでは社会的背景や UDM の成果を踏まえ、テー

マ２の目的と課題を概観する。また 2016 年度研究成

果の概要を報告する。  

 

1.1 研究の社会的背景  

テーマ２「機能継続・早期復旧を可能とする大地震

対策建築モデルの開発」は、都心部で膨大な人数が勤

務するオフィスとして用いられる鉄骨造高層建築と、

地震後に地域の避難所や防災拠点として使用される

ことの多い体育館を主な研究対象とする。  

近年、東日本大震災や熊本地震を受け、建物の設計

に用いられる地震動のレベルと設計目標を見直す動

きがある。例えば東京都の提案（表 1）1)では、従来の

建築基準法で想定されていた L1（稀な地震動）、L2（極

稀な地震動）に加え、L2 の 1.5 倍の L3 レベルが追加

されている。また許容される被害レベルとして L2 に

対し軽微な補修程度で再使用可能、L3 に対し倒壊し

ないこととしており、従来の L2 に対し崩壊しないこ

とを目標としていた建築基準法 2)より要求性能が上

がっている。  

 上記の要求を満たすには、第一に構造骨組の顕著な

損傷を避けることが必要である。次に東日本大震災で

大きな被害を招いた、天井や設備などの非構造材の脱

落も避けなければならない。これらを実現するには、

敷地に想定される地震動に対する建物の応答を求め、

算定された加速度や変形より構造体や非構造材の大

地震後の損傷を評価し、必要に応じて補強したり、免

震や制振により応答を低減することが必要になる。ま

た、建物使用者が地震後の状況を観察し、建物内への

滞留や使用の可能性を判断する方法も必要であろう。 

 現在の建築基準法や耐震診断基準 3,4)は、全国一律

に定められた地震入力に対し、保有耐力と変形性能の

積で評価される耐震性能が上回ることを静的解析で

確認するもので、Ｌ２レベルの地震動に対し構造体の

損傷を許容するが、その損傷レベルは分かりやすい形

では示されていない。地震後の継続使用性は保証して

おらずその判断基準を与えるものでもない。現代の大

都市で L2 地震後に要求される具体的な機能は以下の

ようなものである。  

1) 高層オフィスビルにおいては、数日間建物に滞留

可能なこと。  

2) 体育館においては、避難所等予め想定される機能

に支障が生じないこと。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.2 ＵＤＭにおける研究  

 上記のような背景をもとに、UDM(2010-2015)にお

いては以下のような研究活動を実施してきた。  

１）高層ビルに関する研究  

既存高層ビルについては、鉄骨造地上 127m、29 階

建の工学院大学新宿校舎を使用して大地震対策モデ

ルの検討を行ってきた。  

当ビルは大半の高層オフィスビルと同様鉄骨造で

あり、加速度計が装着されている。図 1 に構造骨組の

概要、表 2 に固有周期と減衰を示す。竣工が 1989 年  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＊ ：工学院大学建築学部建築学科 教授， ＊＊：工学院大学建築学部まちづくり学科 教授  

＊＊＊：工学院大学建築学部まちづくり学科 准教授  

告示波（稀）

告示波（極稀）

耐震レベル 入力地震動 構造物の特徴
想定する
地震発生 部材の状態 層の最大塑性率 部材の状態

上部構造 基礎

既往波
(25cm/s）

無被害
【機能維持】

数十年に
一度発生

短期許容
応力度内

1/200以内 ―

最大層間変形角

短期許容
応力度内

中地震
（L1）

既往波
(50cm/s）

サイト波
(個別・包絡）

（長周期地震動を考慮）

軽微な補修
により

事業継続可能
【指定機能維持】

数百年に
一度発生

部材の
塑性率が
4.0以下

1/100以内 2.0以下
脆性的
破壊を

生じない

大地震
（L2）

告示波（極稀）の
1.5倍程度

（長周期地震動を考慮）

倒壊・崩壊
させない

【余裕度の検証】

数千年に
一度発生

建物の用途・特徴に応じて個々に設定
（極大地震動が建物に入力した場合の

性状を把握した上で判断）

極大地震
（L3）

表 1 東京都臨海部に建設される超高層建築物等の

設計目標 2）  

図 1 加速度計配置と構造概要  
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であり、以降発生した兵庫県南部地震、東北地方太平

洋沖地震等で得られた知見や耐震性向上策は反映さ

れていない。耐震設計に関する当時と現在の条件を比

較すると  

１）当時、免震、制振技術は初期の開発段階であり、

制振ダンパーは装着されていない。  

２）設計時に使用したコンピューターの性能は現在よ

り格段に低く、設計には構造骨組を各階毎に質点とバ

ネに置換する簡略化した質点系モデルを用いた地震

応答解析が用いられている。  

３）入力地震動はいわゆる標準３波と呼ばれる観測波

で、現在設計に用いられる告示波は用いられておらず、

最大入力レベルは L2 である。  

４）兵庫県南部地震で多数生じた梁端溶接部の破断を

受けて開発された溶接部ディテールの改良案や、高靭

性を保証する鋼材(SN 材)は使用されていない。  

５）天井、設備等の非構造材に関する耐震設計は基本

的に行われていない。  

 このように大臣認定を受けて建設されている超高

層でも、現在に要求される耐震性を満足するかどうか

は不明であるため、UDM においては  

１）地上部の全構造部材を再現した３次元モデルを構

築した 5 など）。  

２）東北地方太平洋沖地震における強震記録の分析に

よる振動特性の同定と、同定した振動特性に合わせて

３次元解析モデルのチューニングを実施した 6)。  

３）想定される地震動に対する応答評価と、制振ダン

パーによる応答低減方法の検討 7 など ) を実施した。  

４）東北地方太平洋沖地震で落下したシステム天井の

振動台実験を実施し、落下メカニズムや加速度を特定

した 8)。尚、振動台では別のタイプのシステム天井の

実験 9)や、設備と天井の干渉実験 10)なども実施し、非

構造材落下のメカニズムを実証的に研究してきた。  

２）体育館に関する研究  

 学校施設の大半が耐震診断、改修を完了しているた

め、大都市部で新耐震以前の耐震性の低い学校体育館

が残されている可能性は低いと考えられる。しかしな

がら東日本大震災においては、構造体には顕著な被害

がなくても大きな応答加速度により天井や吊物が落

下したり、外装材や窓に脱落等が生じて避難所として

使用不可能になる例が多く見られた。また熊本地震で

は耐震補強された体育館でもブレースが切れるなど

の被害が生じている。  

また、市民体育館の規模では鉄筋コンクリート構造

の上に鉄骨造の屋根が載る形式のいわゆる置屋根構

造が多いが、両地震において、新耐震以降の建設でも

鉄筋コンクリート上で屋根を支持する支承部（図 2）

の被害が多発しており 11)、特に熊本地震では支承部

だけでなく、支承部周囲の屋根トラスにまで顕著な損

傷が生じた例が報告されている 12)。また置屋根構造

の応答特性自体も十分に解明されていない。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 以上より、ＵＤＭでは以下の研究を実施してきた。 

１）鉄骨造学校体育館では桁行方向ブレース構造の弾

塑性応答評価と限界耐力計算の適用性 13)に関する研

究。  

２）実験による置屋根構造支承部の力学的特性の解明。

14,15,16 など ) 

上記の成果の一部は学会指針 17)や耐震診断法 18)な

どに反映されている。  

 

1.3 テーマ２の研究目的と体制  

 テーマ２においては、ＵＤＭの研究を継続、発展さ

せた下記の研究を実施し、建築のモデルとして公開す

ることで社会一般への展開を図る。  

１）高層ビルの大地震対策建築モデルに関する研究  

 高層ビルにおいては、前述した要求性能を達成する

ため、新宿校舎をモデルケースとして、被害の予測方

法と低減策に関する研究を実施する。  

具体的には以下の通りである。  

①３次元モデルの精密化  

現在の解析モデルでは考慮されていない、大変形領

域における柱の塑性化などを取り入れ、特に L3 地震

動に対するより精度の高い解析を可能にする。これに

は高速の PC が必要であるため 2016 年度予算を充当

次数 立体モデル 311観測 減衰定数 次数 立体モデル 311観測 減衰定数
1 3.080 3.080 0.019 1 2.994 2.960 0.012
2 0.979 0.950 0.012 2 1.035 0.990 0.012
3 0.502 0.470 0.030 3 0.551 0.502 0.030

表 1 固有周期と減衰定数 

NS   EW 

図 2 一般的な市民体育館の断面構成  
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して購入した。  

②低サイクル疲労による部材破断の評価  

鉄骨造の高層オフィスビルでは、長時間にわたる海

溝型地震による長周期地震動の揺れで、梁端部の接合

部に低サイクル疲労による破断が生じ、構造が不安定

化することが懸念されている 19)。  

文献 20）は、梁端部の破断が多発した兵庫県南部

地震の被害を受け、直下型地震による破断を想定して

その評価方法を提案しており、2015 年度にはその方

法を適用して新宿校舎の梁で試算を実施した 21)。し

かしながら直下型地震と長周期地震動による揺れは

性質が大きく異なり、直下型地震に関する経験則に基

づく同文献の方法は適用できない。  

文献 22）はこの問題に対して、柱梁接合部の定振

幅疲労試験を Manson-Coffin 則に基づき整理して疲労

曲線を示し、Miner 則で累積損傷指標を算出する一般

的な方法を提案している。新宿校舎への直接的な適用

には工夫が必要であり、有限要素解析や実験などを併

用する必要が考えられるが、前述した 3 次元モデルに

よる解析ですべての梁部材の応力や変形の応答履歴

が取得可能であるため、まず同文献の手法で破断リス

クを評価する。  

また新宿校舎の特徴として H 型鋼のブレースが主

耐震要素として多数使用されているが、繰返し変形に

より顕著な座屈が生じることを有限要素解析で確認

している（図 3）23)。しかしながらブレースの低サイ

クル疲労については研究がごくわずかであり 24)、ま

た結果は接合部のディテールに大きく依存すると考

えられるため、こちらも有限要素解析や実験を実施し、

破断リスクの評価を実施する必要がある。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）体育館の大地震対策建築モデルに関する研究  

①置屋根と支承部に関する課題  

 支承部に関する実験を継続するとともに、今までの

実験で得た知見をもとに支承部の数値解析用復元力

モデルを構築し、＜鉄筋コンクリート下部構造＋支承

部＋鉄骨屋根＞から構成される体育館の３次元全体

モデルによる非線形応答解析を実施し、支承部への損

傷集中メカニズムを明らかにする。また安易な支承部

補強は支承部周辺の屋根鉄骨の損傷を招きかねない

が、支承部周辺の屋根部材に要求される必要耐力など

も解析により明らかにする。  

②学校体育館に関する課題  

 梁間方向のＨ形鋼ラーメンの地震後のたわみを計

測することにより地震で受けた損傷（塑性変形）を定

量的に評価する方法の研究 25)を進める。桁行方向の

ブレースについても、地震後の状態から損傷を定量的

に評価する方法の研究を実施したい。また必要に応じ

て 2017 年度に導入予定の高速ジャッキシステムを用

いて振動実験を実施し、検証を行う。  

３）非構造材に関する研究  

 東日本大震災で被害の多かった在来天井について

は、告示 2)や学会指針 26)が発行され、一応の安全対策

が可能になった。しかしながら、都心のオフィスビル

の多くには在来天井ではなくシステム天井が使用さ

れている。また実際のビルの天井懐には空調、照明な

どの設備や配管が複雑に設置され(図 4)、地震時には

両者が干渉して複雑な応答となる。旧 UDM で導入し

た振動台を用いて、システム天井の実験 8,9 など)や設備

と天井の干渉実験 10 など)等を実施してきたが、一般的

で簡易な天井、設備の診断方法や落下防止対策を提案

するには至っていない。また現在の振動台により加振

できる加速度は最大で１Ｇ程度であるが、例えば告示

2)で想定する加速度は最大で 2.2G であり、安全性を検

証する実験としては加振能力が不足している。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 ブレースの有限要素解析  

図 4 天井内部の例  
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当事業で 2017 年度導入予定の高速ジャッキを動力

とする振動台にて、天井、設備、間仕切壁などそれぞ

れ単体要素だけでなく、これらを組み合わせた実験を

行い、診断法、落下防止対策などに繋げたい。  

また非構造材、特に外装材は劣化が激しいため劣化

診断方法が必要である。また非構造材が比較的短い周

期で更新されることが多いことを考慮すると、リサイ

クル材料等の有効活用も考えられる。このような問題

に対しては材料学的アプローチを試みる。  

４）実施体制  

 テーマ２研究の実施体制を図 5 に示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．2016 年度の成果  

 

2.1 既存高層ビルの大地震対策モデルの研究  

１）概要  

2016 年度は、表 1 を鑑み、様々な L1-L3 レベル地

震動を既往の３次元モデルに入力してその応答レベ

ルを確認するとともに、文献 27)の手法を援用して効

率的な配置としたオイルダンパー補強案の応答解析

を実施し、その効果を検証した。また、梁端溶接部の

破断に対しては、溶接部の応力を低減するため下フラ

ンジ端部をドッグボーン状に加工する RBS 工法の適

用可能性について、有限要素解析を用いた検討を実施

した。ここでは解析について概要を述べる。  

２）想定地震動  

図 6,7 に入力地震動の速度応答スペクトルと加速度

波形を示す。標準型地震動として、El-centro 波、ホワ

イトノイズ位相を使用した告示波の 2 種類、長周期・

長時間地震動として東日本大震災、紀伊半島沖地震時

に新宿校舎 1F で観測された位相スペクトルを用いて

作成した東日本大震災使用告示（311 告示）、紀伊半島

沖地震位相使用告示（紀伊告示）、活断層パルス型地

震動として、1995 年兵庫県南部地震時に JR 鷹取駅で

観測された波形（鷹取）、2016 年熊本地震時に西原村

で観測された波形（西原）を使用する。なお、告示波

の強さは L1,L2,L3（L2 の 1.5 倍）の３段階とする。ま

た速度応答スペクトルより、鷹取と西原の強さは L3

レベルであることが分かる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）新宿校舎の応答と制振補強ケーススタディ  

図 8 に無補強の新宿校舎立体モデル（D00）の最大

応答層間変形角を示す。解析は時刻歴弾塑性解析で、

モデルの振動特性は東北地方太平洋沖地震の観測結

果とほぼ一致させている 6,7)。表 1 では L2 では最大層

間変形角を 1/100 以内に抑えることが設計目標とされ

ているが、部分的に上回る階がある。また、L3 でも告

示波は 1/100 を若干越える程度であるが、上層階で鷹

取、下層階特に EW 方向で西原の応答は大きく超過す

る。海溝型地震による長周期地震動による高層ビルの

テーマ２：機能継続・早期復旧を可能とする大地震

対策建築モデルの開発 

高層ビルの地震時対策モ

デルの研究  

山下哲郎（工学院大学）：

構造体の応答、損傷評価、

補強方法の検討  

久田嘉章（工学院大学）：  

入力地震動の検討  

笠井和彦（東京工業大学）：

制振補強案の検討  

体育館の地震時対策モ

デルの研究 

山下哲郎（工学院大学）：

構造体の応答、損傷評

価、補強方法の検討  

久田嘉章（工学院大学）：

入力地震動の検討  

外装材等材料の劣化評価 

田村雅紀（工学院大学）：劣化評価方法、実験、劣化防

止方法、材料の改良等の検討  

天井設備等非構造材の地震時挙動と安全性評価 

山下哲郎（工学院大学）：振動台実験全般、非構造

体の応答、損傷評価、補強方法の検討  

西川豊宏（工学院大学）：設備の実験、安全性評価

元結正次郎（東京工業大学）：天井の安全性評価  

水谷国男（東京工芸大学）：設備の安全性評価  

図 5 研究実施体制  

図 6 速度応答スペクトル 

(h=0.05) 
図 7 地動加速度波形  
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揺れが注目されているが、最大変形に関する限り、長

周期成分を多く含んだパルス性地震動の方が影響は

大きい。  

次にブレース型オイルダンパーで補強する案を図

9 に示す。ダンパー配置は文献 27)を参考に以下のプ

ロセスで定めた。  

1) Ai 分布を外力分布とする弾性解析を実施する。  

2) 層間変形角の大きな階、ならびに剛性ゼロのブレ

ースを設置した場合に軸方向の伸縮が大きい箇

所を特定し、ダンパーを計 40 台設置(D40)。  

3) ダンパー総数を固定し、レベル２の El-centro 波を

入力し、層間変形の小さな階から大きな階にダン

パーを試行錯誤的に移動させ、最大層間変形角

1/100 となるダンパー配置を定める。この補強案

を D40 とする。  

4) 同様に試行錯誤により、ダンパー60 台を使用して

最大層間変形角を 1/130 以下とした D60 補強案、

84 台を使用して 1/150 以下とした D84 補強案を

作成する。  

図 10 に L1、L2 地震動による最大応答加速度を示

す。NS 構面では D40 以上では大きな変化は見られな

い。L1 では D40 で最大 150gal 程度となる。  

図 11 に L2、L3 地震動による最大層間変形角を示

す。加速度と同様に、NS 構面では D40 以上で大きな

変化は見られない。EW 構面では L2 において D40 で

も層間変形角 1/100 以下を満足する。L3 入力に対し

てはパルス型地震動を除き D84 で 1/100 以下となる

が、下層での変形が目立つ。パルス型では 1/100 を大

きく上回る。西原のような活断層直下型の地震が発生

する  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

確率は低いが、一旦発生すると構造の損傷は深刻で、

再使用は不可能になる可能性が高い。  

 

2.2 体育館の大地震対策モデルの研究  

１）概要  

2016 年度の主な研究として、置屋根構造のピン支

承部の摩擦及び破壊実験を実施した。  

一般的に屋根の支承部は鉄骨造ビルと同様、ベースプ

レートを下部躯体に埋め込んだアンカーボルトで固

L2   L3 

図 8 無補強モデルの応答層間変形角 

D40  D60  D84 

図 9 ダンパー補強モデル 

図 10 L1,L2 地震動に対する応答加速度

NS 

EW 

図 11 L2,L3 地震動に対する応答層間変形角
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定する。柱脚鉄骨置屋根とコンクリート下部構造の間

には高さの差が生じるので、支承部に作用する水平力

は必ず偏芯を伴う。従って支承部周辺は水平力による

せん断力と、水平力と偏芯によるモーメントを負担し

なければならない。2016 年度の実験は、屋根構造側が

剛で偏芯モーメントが負担でき、アンカーボルト側が

ピンとみなせる（図 12）。このような支承部のモデル

試験体を製作し、屋根自重を模した一定の鉛直荷重と、

地震荷重を模した繰返し水平荷重を載荷する実験を

実施し、その非線形復元力特性を近似する定式化を実

施した。実験は以下２種類を実施する。  

①モルタルとベースプレート間の実際の摩擦係数を

知るための摩擦実験  

②アンカーボルト大変形時の復元力特性を知るため

の破壊実験  

破壊実験では、鉛直荷重 200kN を加える場合と加

えない場合の２種類の実験を実施する。  

２）実験装置と試験体  

 図 13 に実験装置の全容を示す。上方のスライダー

を設置したジャッキで一定の鉛直荷重を与えつつ、水

平加力ジャッキでベースプレートに繰返し強制変位

を与える。ベースプレートは下部構造を模したコンク

リートボックスに埋め込まれた４本の M20 のアンカ

ーボルト（表 3）で固定される。ベースプレートとコ

ンクリートの間には実際と同様にベースモルタルが

充填されるが、今回の実験ではその高さを、標準的な

50mm と地震被害が顕著な厚いモルタルを再現した

100mm の２種類とした。また破壊実験では φ25 の穴

の開いたベースプレートを使用し、摩擦実験ではアン

カーボルトがベースプレートに接触しないように大

きなルーズホールの開いたものを使用した  (図 14) 。 

ベースプレートそのものの変形を避けるため板厚は

40mm とした。ベースプレートを載せる前のモルタル

表面の状態を図 15 に示す。モルタル打設時には表面

を可能な限り平滑にした。  

３）実験結果  

 摩擦実験では、モルタル高さ 50mm,100mm の各試

験体に一定の鉛直荷重 25kN、50kN を加えつつ繰返

し水平荷重を加える計 4 回の試験を実施した。荷重

変形曲線を図 16 に示す。いずれの試験体の摩擦係数

も概ね 0.5（全試験体平均値は 0.47）となり、建築学

会接合部設計指針 28)の安全限界用摩擦係数(0.5)とほ

ぼ一致した。  

鉛直荷重を加えない破壊実験の荷重変形曲線を図

17 に示す。横軸はベースプレートの水平変位 δBH とモ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 地震力の偏芯によるモーメント分布

アンカーボルト

側 が ピ ン と な

り、せん断のみ

に抵抗  

図 13 実験装置全容 

規格 JIS G 1220
種類の記号 ABR400

ネジの呼び×ボルト長さ×ネジ長さ M20×620×80×80
降伏点N/mm^2 328

引張強さN/mm^2 455
降伏比％ 72
伸び％ 31

表３ アンカーボルトの機械的性質 

破壊実験用    摩擦実験用 

図 14 ベースプレート 
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ルタル層の初期高さ h より算定するモルタル層のせ

ん断変形角 γ である。  

ߛ ൌ tanି1ሺߜ஻ு ℎ⁄ ሻ																												ሺ1ሻ 
 学会指針 27)では、モルタルとの摩擦がなく支承部

の水平抵抗要素がアンカーボルトのみとなる場合、式

(2a,b)のせん断耐力式で支承の降伏耐力 Qy、最大耐力

Qu を評価する。  

Q୷ ൌ n ∙ qୠ୷	,						qୠ୷ ൌ Aୠ ௬ߪ ඥ3⁄ 											ሺ2aሻ 
Q୳ ൌ n ∙ qୠ୳	,						qୠ୳ ൌ Aୠ ௨ߪ ඥ3⁄ 											ሺ2bሻ 

 Qy と Qu を図中に水平線でプロットし、荷重変形

曲線と交差する点の変形を見る。Qy と最初に交差す

るのは γ≒0.7（モルタル厚 50mm）、γ≒0.4（モルタ

ル厚 100mm）である。降伏耐力は通常損傷限界とし

て用いられるが、いずれもアンカーボルトの顕著な

塑性変形とモルタルの亀裂が生じた後(図 18)であ

り、損傷限界にはほど遠い状態である。また最大耐

力に到達するのはモルタル厚 50mm 試験体の正側の

みであった。このように鉛直荷重が小さい場合、学

会指針の設計式では試験体の水平耐力を大幅に危険

側に評価する。  

鉛直荷重を 200kN とした破壊実験における荷重変

形曲線を図 19 に示す。モルタル厚さ 50mm 試験体で

はモルタルは粉砕されるが（図 20）鉛直荷重は最後ま

で減少せず、荷重支持能力は維持された。この時アン

カーボルトの抵抗にベースプレートとモルタル間の

摩擦が加わるため、アンカーボルトのみの場合と比べ

ると耐力が格段に上昇した。しかしながらモルタル厚

さ 100mm の試験体では、γ=0.2 を越える付近からモル

タル層の崩壊が顕著になり（図 21）、鉛直荷重を支持

できなくなったため摩擦力が急激に低下し、水平耐力

も上昇しなかった。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15 モルタルの表面 

図 16 摩擦実験における荷重変形曲線 

図 17 破壊実験における荷重変形曲線（鉛直荷重なし）

図 18 降伏せん断耐力 Qy 到達時の状態（鉛直荷重なし）
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４）復元力特性のモデル化  

 前述したようにアンカーボルトのせん断降伏を仮

定すると危険側に耐力を算定することになるため、よ

り実情に即したモデルとして、軸降伏型モデルを提案

している 29)。水平荷重とアンカーボルト軸力の水平

成分が釣り合うと仮定すると（図 22）、降伏耐力 Py,最

大耐力 Pu は γ の関数として  

P୷ ൌ n ∙ ୠܰ୷	sinߛ,						Ｎ௕௬
ൌ Aୠߪ୷											ሺ3aሻ 

P୳ ൌ n ∙ ୠܰ୳	sinߛ,						Ｎ௕௨
ൌ Aୠߪ୳											ሺ3bሻ 

 式 (3a,b)を鉛直荷重なしの実験結果と比較する（図

23）。γ の大きな領域では Py がよく実験結果を近似し

ている。小変形領域においては実験結果の方が大幅に

高く、軸降伏とは別のメカニズムを考える必要がある

がこれは今後の課題である。  

鉛直荷重 Pv がある場合、摩擦係数を μ=0.5 として、

上記のアンカーボルト耐力に摩擦力 F=μPv を足し合  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

わせる。Pv=200kN として実験結果との比較を図 24 に

示す。モルタル厚さ 50mm の試験体ではよく実験結果

を近似できているが、モルタル厚さ 100mm の試験体

では、モルタルの粉砕による鉛直荷重支持能力の喪失

で大変形域の耐力は実験値が低い。モルタルの摩擦力

図 19 破壊実験における荷重変形曲線（鉛直荷重あり）

図 20 厚さ 50mm 最大耐力時の状態（鉛直荷重あり） 

図 21 厚さ 100mm モルタルの崩壊（鉛直荷重あり）

図 23 式(3a,b)と実験結果の比較 

図 24 摩擦を加えた算定式と実験結果の比較 

モルタル厚 50mm 

モルタル厚 100mm 

モルタル厚 50mm 

モルタル厚 100mm 
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を無視して耐力を評価すれば一応安全側である。  

 

３．おわりに  

 ここでは、  

１）UDM の成果を踏まえ、当事業テーマ２の背景と

研究目標、課題を概観した。  

２）2016 年度の研究成果を紹介した。  

 2017 年度は以下の研究を予定している。  

１）高層ビルの研究においては応答解析の精度を向上

するとともに、梁端部の低サイクル疲労破断の検討を

実施する。  

２）体育館の研究においては、スライド機構を有する

置屋根支承部の実験と、置屋根構造の応答特性を知る

ための３次元モデルによる解析を実施する。また地震

後の状態より損傷を推定する方法を検討する。  

３）非構造材の研究においては、大加速度振動台の導

入と整備を行う。  
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レジリエンスな社会構築のための 

地震動評価と建築の被害低減策 
 

地震の長期評価、南海トラフ地震、長周期地震動、設計用地震動      久田嘉章＊ 

                    

１．はじめに  

災害に強く，被災後の速やかな復旧を可能とする

レジリエンスな社会構築には，図 1(a)に示すような

災害に対する４つのフェーズの危機管理サイクルが

必要であり，特に図 1(b)に示すように被害を低減す

る従来型のハード中心の対策だけでなく，被害が出

ることを前提とする対応力向上によるソフト的な対

策を融合した策の推進が求められている 1)．最も有

効な対応力向上策として，どんな種類・規模の災害

にも柔軟な対応できるオールハザードアプローチに

よる対応計画とマネジメントの必要性が指摘されて

いる 2),3)．建築・土木分野でも，従来の火災・震災・

水害など災害別の被害想定によるハード対策を中心

として被害の低減を進める対策だけでなく，複合災

害を含む想定外の災害は必ず起こることを前提とし

たオールハザードアプローチによる柔軟な対応力向

上策が必要であり，その社会的な要望に応えられる

人材の育成が求められている．特に東日本大震災を

契機に，我が国では想定外を無くすことを目的とし

て，最大級の災害を想定した対策 4)が推進されてい

るが，中小規模の災害と最大級の災害とではその対

応は大きく異なり，過大な被害想定により費用対効

果を度外視した過剰な投資が行われたり，可能性の

高い中小災害に有効な対策を諦めてしまうような事

態は避けなければならない 5)． 

本報は上記の背景を鑑み，まず南海トラフ巨大地

震を例として正確な地震や被害の予測は困難であり，

中小から最大級災害まで柔軟な対応が必要とされる

現状を確認する．次に，著者が関係した建築分野を

中心とした取り組み事例を紹介し，レジリエンスな

社会構築のための被害の低減策に関する現状と課題

を整理する． 

（本報告は、「レジリエンスな社会構築のための 

被害低減策と対応力向上策の現状と事例報告（久田

嘉章、土木学会論文集 F6（安全問題）、Vol. 72 (2016) 

No. 2 p. I_1-I_14）」の前半部を再構成している）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．地震の長期評価と被害想定の現状  

災害対策の第一歩は被害想定によるハザード・リ

スク評価であるが，2011 年東日本大震災を契機とし

て，地震の規模や場所・発生確率の評価（長期評価）

と被害の正確な予測は困難であることが明らかにな

っている．ここでは南海トラフ地震を例として，長

期評価や被害想定の困難さと，多様性ある地震や被

害想定の評価が必要となっている現状を紹介したい

（首都直下地震の事例は文献 5)を参照されたい）． 

 

(1) 南海トラフ巨大地震による長期評価の現状 

2011 年東北地方太平洋沖地震以前は，図 2 と図 3

（左）の南海トラフ沿いの巨大地震（東海・東南海・

南海の単独型および連動型地震）の例に示すように，

海溝型巨大地震の発生場所と規模，発生時期にはあ

る程度の規則性（固有地震モデル）があり，比較的

予測しやすいと考えられていた 8)．しかしながら，

全くの想定外であった超巨大地震（M9 地震）の発生

を踏まえ，固有地震モデルの概念は大きく揺らぎ，

 ＊ ：工学院大学建築学部まちづくり学科  

 

レジリエントな対策

災害対応力の向上

被害の

低減策

(b) レジリエンスな災害対策の概念図（文献 1）に加筆）

図1 危機管理サイクルとレジリエンスな災害対策の概念図 

(a) 災害に対する危機管理サイクル 

減災（Mitigation）

準備（Preparedness） 対応（Response）

復旧（Recovery）

災害 
（Disaster） 
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地震の長期評価に多様性（不確かさ）を考慮せざる

負えなくなった．その結果，図 3（右）に示すよう

に，南海トラフ地震の評価には科学的根拠が明確で

ない最大級の M9 地震を加え，「M8～9 クラスの地震

の今後 30 年発生確率は 60～70％」と評価されてい

る 9)．一言でいえば，長期評価の困難さが明らかと

なり，科学（Science）というよりも，防災を目的と

する専門家判断（Expert Judgment）による評価結果

を公表せざるを得ない状況となっている． 

地震予測が困難であることは図 4 からも容易に理

解できる 10)．すなわち，図は日本列島の海域を含む

活断層帯であるが，極めて複雑な構造であり，南海

トラフに関しても図 2 や図 3 のような単純なプレー

ト境界は存在しない．駿河・相模トラフでは，フィ

リピン海上の伊豆半島がユーラシアプレートと衝突

し，本来は海域に存在したプレート境界が内陸に入

り込み，非常に複雑な断層面や応力状態となってい

る．加えて南海トラフ上には数多くの分岐断層等が

分布し，各断層面の形状や応力の初期条件は不明で

ある．従って，次の地震がどこにどの程度の規模で

生じるかを物理的に予測することは不可能である．

実際，南海トラフにおける過去の地震の解釈も学術

的に諸説あり，図 2 のように単純ではない．例えば

1496 年明応地震は図-2 では駿河トラフの東海・東南

海地震と解釈されているが，近年では図-4 の駿河ト

ラフの南に位置する銭州断層帯の地震であり，さら

には，ここにマイクロプレートがあり新しいプレー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ト境界になりつつある，次の東海地震はこの断層帯

で生じる，などの様々な学説 11), 12) がある．従って，

図 2 や図 3 の単純化された南海トラフ地震のモデル

は，厳密な科学的検証の結果というよりも，やはり

防災目的の専門家判断である．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 311 地震の結果を受けて「良く分からないことが分かった」南海トラフ巨大地震 

（左：311 地震前の固有地震説による長期評価 8），右：311 地震後の多様性を考慮した長期評価 9)） 

図 2 歴史上の南海トラフの巨大地震の発生履歴 6),7) 

（内閣府報告2015）

内閣府
（2015）

国交省（2015）

100～150年
に1度のM8
級地震
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(2) 南海トラフ巨大地震による被害想定の現状 

国や都道府県など公的機関からは発表される想定

地震動や震度分布や被害想定も，科学と言うよりも

防災対策上の判断であり，防災対策を進めるうえで

注意を要する．例えば，内閣府による南海トラフ巨

大地震の想定震度分布として，図 5（上）は想定東

海地震 13)，図 5（下）は，最大級の南海トラフ地震

の想定震度 4)であり，静岡県のほぼ全域で，M8 地震

の前者では震度６弱以上，M9 地震の後者では震度

６強以上と評価されている．一方，図 6 は 1864 年安

政東海地震（実際には東海・東南海地震の連動地震

であり，M8.4 の超巨大地震をされている）における

静岡県天竜川流域の寺院建築の倒潰率から求めた震

度分布である 14)．図 6 は図 5 の四角枠内に相当する

天竜川流域であるが，図 5 では全域で震度 6 強以上

であるのに対して，図 6 では殆どの地域で震度 5 以

下で，ごく一部の地域で震度 6 以上に過ぎない．  

地震動はランダムな現象であり，震源・伝播・サ

イト特性，さらには建物の耐震性や地震動との共振

の有無などから，震度や被害分布は本質的に大きな

ばらつきを生じる 5)．従って，図 5 の想定結果のよ

うに広大な地域で一様な震度分布となることは科学

的にはあり得ない．しかしながら低震度の地域の公

開には防災対策の推進上問題があるため，多数の推

定結果（地震動計算において，パラメータや乱数を

変化させる等）を重ねて，できるだけ一様な分布，

かつ安全側（大きめ）となる結果が公開されている．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新しいプレート境

界？ 

（銭州断層帯）

伊豆半島の 
引っかかり

図 4 日本列島周辺の複雑な活断層帯分布（文献に加筆 10)）

図 6 1854 年安政東海・東南海地震（M8.4）による

静岡県天竜川流域の震度分布 14) 

図 5 想定東海地震（M8.0）の推定震度分布 13)と，

想定南海トラフ巨大地震（M9.1）の推定震度
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３．最大級地震と設計用地震動の現状と策定例  

地震・地震動の正確な予測は困難であり，耐震設計

の分野でも様々な地震動レベルに応じた対策が必要

となっている．特に，最近では活断層帯の地震や超巨

大地震など，可能性は極めて低いが，大きな振幅レベ

ルの最大級地震動への対応が求められている．ここで

は，主として建築分野において，南海トラフ巨大地震

を事例とした設計用地震動の策定例，レベル別の設計

用・検証用地震動の国内外の事例，および，耐震対策

の現状を紹介したい．  

 

(1) 建築分野における設計用・検証用地震動  

現在，日本の超高層建築や免震建築などの耐震設計

の設計用地震動では，発生確率と地震動レベルの点か

ら，稀に発生する地震動（数十年に１度程度のレベル

1 地震動，または L1 地震動）と，極めて稀に発生す

る地震動（数百年に１度程度のレベル 2 地震動，また

は L2 地震動）が設定されている（平成 12 年建設省

告示 1461 号）．一方，法規制の枠を超えて，活断層

帯の地震である 1995 年兵庫県南部地震などを契機と

して，数千年に１度程度という極めて低頻度の活断層

や超巨大地震による最大級の地震動を，検証用地震動

（レベル 3 地震動，または L3 地震動）として利用す

る場合がある．この地震動は耐震設計を行うための設

計用地震動（L1・L2 地震動）とは区別し，一般に，

設計用地震動で耐震設計した建物の耐震性余裕度や

最悪の事態を防止するための検討用の地震動として

用いられる． 

 

(2) 南海トラフ巨大地震と設計用地震動の策定例 

南海トラフ巨大地震の長周期地震動対策への社

会的要請を受け，2005 年に内閣府は報告 6)（以下，

内閣府報告）を，国土交通省は対策案 7) （以下，国

交省対策）を公表し，2016 年より「超高層建築物等

における南海トラフ沿いの巨大地震による長周期地

震動への対策」として実施に移している．特に対策

は報告をもとに，図 7 に示す大阪湾岸地域（OS1）や

中部圏湾岸地域（CH1）等の地域では現行の建築基準

法・告示の耐震設計基準（極稀地震動，L2 地震動）

の振幅レベルを２倍にまで増加させている．国交省

対策は，建築基準法の告示ではないとされているが，

国による指導として実質的には強制力を伴うと考え

られている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築基準法はその第一条にあるように，公共の福

祉に資する最低限の基準を定める法律であり，国交

省の指導もこれを基準として行われる．従って，民

間の建築物を対象として設計用の基準レベルを２倍

にするという国の指導に関しては，以下 a)～c)に示

す様々な検討課題があり，よりオープンな議論が必

要と考えられる 15),16)． 

a) 国交省対策は，内閣府報告をもとに策定してい

るが，そもそも両者の基本スタンスは大きく違うは

ずである．内閣府報告は想定外であった東日本大震

災の教訓から，最大級に近い地震による地震動の上

限値に近い推定値を提示し，防災対策の推進を目的

としている．一方，国交省対策は最低基準の建築基

準法に基づく極稀地震動（L2 地震動）として，大地

震時の地震動の下限値の提示が求められている．言

わば前者は専門家判断による危険性（リスク）を強

調するのに対し，後者はリスクとリターンの両面か

ら，公共の福祉と民間活動の健全な発展とのバラン

スよる最低基準を提示すべきと考えられる． 

b) 国交省対策は「南海トラフ沿いで約 100～150

年の間隔で発生するＭ8～9 クラスの巨大地震によ

る地震動が対象」とされているが，設計用の L2 地震

動としている地震が，1707 年宝永地震（M8.6）と 1854

年安政東海地震（東海・東南海連動地震，M8.4）で

ある．図-2 に示されているように両地震は約 1500

年間の歴史上で明確には１度しか確認されていない

巨大地震であり，「約 100～150 年の間隔」という標

準的な大地震の L2 地震というより，千年に１度程度

の巨大地震である L3 地震という解釈も可能である

15)． 

c) 免震建築を対象とした試算では，従来の２倍の

入力を設計用地震動として従来の設計クライテリア

を満足させようとすると，非常に多くのダンパー等

大阪圏 

CH1
CH2

OS1 
OS2

OS3

中部圏 
CH

3

図 7 国交省対策案 2)における大阪圏（左）と 

  中部圏（右）のおけるゾーニング 7) 
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が必要となり，L1 地震動での応答加速度が増大し，

可能性の高い地震に対する耐震性能が悪化してしま

う．可能性の極めて低い超巨大地震に対して民間建

築に膨大な投資を求め，可能性の高い中小地震で性

能を劣化させる合理的な理由が見いだせない 16)． 

上記の課題を背景に，南海トラフ巨大地震による

約 100～150 年に 1 度という L2 レベルの長周期地震

動を２つの方法で試算を紹介する 15)． 

まず始めの方法は，内閣府報告の結果 6)を利用す

る方法である．すなわち，内閣府報告には図 2 の 5

つの歴史地震を対象に，図 8 に示すような疑似速度

応答スペクトル（減衰 5％の pSV）が周期ごとに示さ

れている．1707 年宝永地震の大阪・中部圏湾岸地域

の応答値は現行の告示 L2 地震動レベル（80 kine）

を超えているが，1946 年昭和南海地震では，その半

分以下の値である．これらの値を図 2 の全ての南海

トラフ沿いの歴史地震に適用し，その平均的な pSV

を求めた．表 1 と図 10 に，報告の計算結果を用いた

OS1・CH1 における周期 2～6 秒の pSV の結果を示す．

試算では地震規模が不確定な地震（図-2 の点線の領

域）はできるだけ大きな地震と仮定したが，単独の

南海地震の回数が多いため，pSV の平均値は両地点

でも 60～130 kine 程度の値である 15)． 

一方，もう一つの手法は，国交省対策 7）として国

交省の基準整備で提示された方法 17) （以下，基盤

整備の方法）である．文献 17)と同様に，図 9 に示す

南海トラフの 5 つの M8 級地震と，それを全て合成し

た宝永型地震（Mw8.7）による速度応答スペクトルを

求めた．ここで注意すべきことは，基準整備の方法

は経験式であり，設計基準に用いるには長期的な安

定性に欠けることである．すなわち，この経験式は

現在までわずか約 20年間の限定的な K-NETの観測デ

ータを基礎にしており，小地震が中心，巨大地震の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

震源近傍データの欠落，旧 K-Net による短い継続時

間，深層地盤の増幅率の妥当性が未検証などの様々

な制約がある 1 つの実験式である．従って，今後，

新しい観測データや知見により容易に変更される可

能性があることに注意が必要である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

周期４秒

周期４秒

1946年昭和南海地震
（M8.0）

1707年宝永地震（M8.6）

図8 内閣府による南海トラフ巨大地震による３大都市圏の

疑似速度応答スペクトルの例（減衰５％，周期４秒の例）

図 9 南海トラフ巨大地震の震源モデル例（５つの

震源断層モデルを重ねると M8.7 の宝永地震

2秒 3秒 4秒 5秒 6秒

宝永 2 宝永、天武 240 210 210 210 210
安政東海 3 安政東海、明応、永長 150 150 120 60 80
安政南海 3 安政南海、正平、仁和 80 80 100 120 120
昭和東南海 1 昭和東南海 150 150 120 80 80
昭和南海 2 昭和南海、康和 60 60 60 80 80

合計 11 平均 131 125 120 109 115
標準偏差 63 54 47 53 48

OS1-此花（pSv：cm/s）
地震 対象地震

回
数 2秒 3秒 4秒 5秒 6秒

宝永 2 宝永、天武 180 150 120 120 100
安政東海 3 安政東海、明応、永長 150 150 120 120 80
安政南海 3 安政南海、正平、仁和 40 40 40 30 30
昭和東南海 1 昭和東南海 180 150 120 120 80
昭和南海 2 昭和南海、康和 40 40 40 30 30

合計 11 平均 108 100 84 79 61
標準偏差 63 55 40 45 29

CH1-津島（pSv：cm/s）
地震

回
数

対象地震

表 1 内閣府報告 6) による南海トラフ沿いの巨大地震による疑似速度応答スペクトル（左：OS1，右：CH1）15) 

注：対象とする歴史地震は図 2 より選定．その際，日向灘沖地震と慶長地震は除外（後者は津波地震）またＭの

値に幅がある場合や震源域が明確でない場合は，できるだけ大きい方を採用 
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図 10 は，此花（OS1）と津島（CH1）を対象に，２

つの方法で試算した pSV と，告示 L2 と国交省対策の

OS1 と CH1 の pSV である 15)．図の周期 2～6 秒のドッ

トは内閣府報告の結果と，その平均値と標準偏差（表

1），様々な曲線の値は基準整備の方法を図 9 の地震

に適用した結果である．図より，南海トラフの M8～

9 地震でも両サイトでの応答値は大きく変動してい

る．例えば，両地域とも宝永型地震は国交省の OS1

や CH1 の値を上回っており，此花では南海域東側地

震，津島では東海域西側地震の値が大きい．一方，

此花では東海域東・西側地震，津島では南海域東・

西側地震の値は小さく，告示 L2 以下である．全地震

を考慮した平均的な地震動レベルは，告示 L2 をやや

上回る程度である．従って，宝永地震等の地震動レ

ベルは国交省対策である OS1 や CH1 に近いが，発生

確率が低いため，L2 地震というよりも L3 地震と解

釈可能である．やはり，宝永型地震のような超巨大

地震を設計用地震動（L2 地震動）として扱いが本当

に妥当かどうか，オープンな議論による社会的なコ

ンセンサス形成のプロセスが必要だと思う．  

(3) 最大級地震動・設計用地震動の事例と対策 

次に，建築物の耐震設計において L3 地震動（最大

級地震動，極大地震動）を考慮した具体例をいくつ

か紹介する． 

a) 東京湾岸の高層建築等を対象とした事例 18) 

表 2は東京湾岸の超高層建築等を対象とした L1～

L3 地震動と設計用クライテリアである 18)．L1・L2

地震動による設計クライテリアは従来の超高層建築

等とほぼ同じであるが，想定したサイト波や公表さ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

れている地震動の検討から２種の極大地震動（L3 地

震動）とその耐震対策上のクライテリアが示されて

いる．すなわち，レベル 3-S は首都直下地震や活断

層帯の地震のような震源近傍の強震動を想定した地

震動，レベル 3-L は南海トラフや相模トラフの海溝

型超巨大地震の長周期・長時間地震動を想定したレ

ベル 3-L であり，前者では告示波の L2 の 1.5 倍の振

幅を，後者では同 L2 地震の周期 4 秒以上を 1.5 倍の

振幅と十分に長い継続時間を設定し，崩壊・倒壊し

ないことを確認するとしている．この成果は，現在

の東京都の湾岸施設の耐震設計指針 19)に活用され

ている． 

b) 米国の最大級地震動と設計用地震動 20),21) 

最大級地震動を考慮した耐震設計法の海外の事例

として，図 11 は米国の 2003 NEHRP Recom-mended 

Provisions による耐震性能表 20)である．米国ではカ

リフォルニア州以外は，非常に低頻度の地震が主で

あるため，基準とする最大級地震（MCE; Maxium 

Considered Earhquakes）は約 2500 年に一度の地震

（50 年超過確率が 2%）の地震動としている．一方，

構造物の耐震設計用の地震動は，MCE による地震動

を工学的判断で 2/3 に低減させている．この値は世

界標準とされる約 450 年に一度程度(50 年超過確率

が 10%程度に相当）の地震動にほぼ相当する．図 11

にあるように建物の用途・重要度（SUGⅠ～Ⅲ）に応

じ，推薦されている設計クライテリアは異なり，通

常の建物（SUGⅠ）でも MCE に対して倒壊の防止が求

められている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 10 内閣府報告 6)と国交省対策 7)による南海トラフ巨大地震による疑似速度応答スペクトル（左：OS1，右：CH1）15) 
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一方，最新の基準地震動 21)では，ハザード評価で

ある MCE（地震）から建物の被害率関数を用いたリ

スク評価（倒壊率）である MCER（Risk-Targeted MCE）

が用いられている．基準値は倒壊の 50 年超過確率が

1%（約 5000 年に一度の発生確率）に設定されている．

ハザードからリスク評価に変更したため，他の災

害・事故・病気等のリスク評価値と直接の比較検討

が可能となっている． 

c) 最大級地震動を考慮した免震建築の対策例 

設計用地震動（L1・L2 地震動）を凌駕する検証用

地震動（L3 地震動）が示された場合，工学的判断

（Engineering Judgement）による対策が必要になる．

例として，図 12 に設計用地震動（L1 と L2）と検証

用地震動（L3）に対する耐震・免震の損傷度の概念

図を示す．耐震建築の場合，L1 地震動から徐々に損

傷度が増大するが，免震建築では L2 地震動でもほぼ

無被害になる設計が行われる．一方，サイトが海溝

型超巨大地震による長周期・長時間地震動を受ける

可能性がある場合，あるいは活断層の近傍であり震

源近傍の強震動（指向性パルス，フリングステップ）

や地盤傾斜などの可能性がある場合などでは，免震

装置から脱落，擁壁への衝突，あるいは最悪の場合，

階高の高い建物では転倒などの可能性がある．従っ

て，L3 地震動を策定し，万が一の場合の対策として，

免震ゴムの破断や擁壁への衝突，高層免震などでは

転倒に至る可能性などを検討する必要がある． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構造体 層間変形角

既往波　(25㎝/s) EL Centro，Taft，八戸波

告示波(稀)　(Level　1) 実地震位相２波，ランダム位相

既往波　(50㎝/s) EL Centro，Taft，八戸波

告示波(極稀)　(Level　2) 実地震位相２波，ランダム位相1波

サイト波　(個別)
南海トラフ地震，大正関東地震，
東京湾北部地震の計3地震

サイト波
(個別波をほぼ包絡)

断層モデルに基づく地震動の位相
を反映して作成

告示波(極まれ)の
1.5倍(Level 3-s)

数千年に
一度発生

サイト波の＋αレベルや，他機関
から公開された地震動予測スペクト
ル等に基づき設定

告示スペクトル(極まれ)
の4秒以上を

かさ上げ(Level　3-L)
－

最新の知見を反映し，十分に長い
継続時間を設定する

設計クライテリア
構造物の性能入力地震動

想定する
地震動の
発生頻度

備　考

中地震
(レベル１)

大地震
(レベル2)

無被害
【機能維持】

軽微な補修により
事業継続可能

【指定機能維持】

数十年に
一度発生

数百年に
一度発生

崩壊・倒壊しないことを確認
【余裕度の検証】

極大地震
(レベル3)

部材塑性率
<　4.0

短期許容
応力度以内

1/200以内

1/100以内

表 2 東京湾岸の超高層建築等を対象としたレベル１～３地震動と設計用クライテリア 18) 

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

5.8 6.3 6.8 7.3

年
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入力地震動レベル
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損
傷
度

入力地震動レベル

数十年に一度

設計用地震動 検証用地震動

レベル２ レベル３
数百年に一度 数千年に１度

レベル１

免震（フェールセーフ等
の対策無し）

免震（フェールセーフ等
の対策有り）

耐震

（海溝型超巨大地震

活断層帯地震）

図 12 設計・検証用地震動レベル 22)（地震動・策

定手法は，建設サイト・建物によって異なる）

図 11 米国の 2003 NEHRP Recommended Provisions

による耐震性能マトリックス 20) 

大規模建物(SUG

防災拠点(SUG

通常の建物(SUG
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このよう過酷事象に対して，フェールセーフ（Fail 

Safe：障害が発生した場合，常に安全側になるよう

に働く機能）や，フォールトトレランス（Fault 

Tolerance；障害に対して多重の安全対策で耐性を高

める機能）などのハード対策や，被災度を即時判定

するモニタリングとクライシスマネジメントなどに

よるソフト対策が必要になる．例えば免震であれば，

フェールセーフとして大振幅の発生を抑制するダン

パーやソフトランディング機構，フォールトトレラ

ンスとして免震層の機能喪失時の耐震構造での倒壊

抑制や転倒防止用ケーブルの追加などのハード対策

などで，L3 地震時の安全性能は飛躍的に向上するは

ずである 22)． 

L3 地震動を考慮した免震建築（25 階建て集合住

宅）の事例として文献 23)がある．この建物では福岡

市の警固断層の直上に位置するため，L3 地震動とし

て，震源近傍の強震動（指向性パルス，フリングス

テップ）を考慮したシミュレーション波と告示 L2

の 2 倍の地震動を設定し，70 cm という余裕あるク

リアランスで対応している．また断層運動による地

盤の傾斜により，建物に転倒モーメントが生じ，免

振装置に引き抜き力の可能性があるため，強い直動

転がり支承を採用し，さらに免震支承が支持力を喪

失した場合に備え，建物を支持するフェールセーフ

基礎を導入する対策を実施している． 

 

４．おわりに  

本報は，初めに正確な地震の長期評価や被害想定

の困難さを説明し，地震や被害レベルに応じた柔軟

な対策の必要性を紹介した．次に，レジリエンスな

社会構築に向けた被害低減策として中小から最大級

までのレベル別の地震動と建築分野での対策案を紹

介し，一方，災害対応力向上策として，危機対応レ

ベルの設定，および，新宿駅周辺地域における地域

連携による取組みを，それぞれ紹介した．現在の主

な内容は火災・震災対応が中心であり，今後は災害

別の防災計画からオールハザードアプローチによる

ハード・ソフト融合による柔軟な対応への展開が必

要となっている． 
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機能継続・早期復旧を可能とする大地震対策建築モデルの開発 

～設備施設の耐震性能向上～ 
 

建築設備 ライフライン 配管の耐力 設備補強            西川 豊宏＊ 

                    

１．はじめに  

 東日本大震災時において、首都圏の超高層建築を

中心に観測された長周期地震動は、建築構造躯体よ

りもむしろライフラインを掌る建築設備の配管にて

多種多様な被害が顕在化した。本年度の活動成果と

しては、そのような被害を教訓とし、先ず超高層建

築の隅々まで配管されているスプリンクラー（以降、

「SP」と称する）を対象に、耐震性能を数値計算に

より評価し、SP 配管を吊り支持する吊りボルトにつ

いても、これまでに収集した振動台実験結果に基づ

きその耐震性能を評価した。さらに、脆弱箇所に耐

震対策を施した際の効果を検証した。  

 

２．SP 配管の耐震性能 

２.１ 数値計算概要 

 評価建物の SP配管の耐震性能を既報(第 5報)で再

現した SP 立て配管及び SP 横走り配管のモデルに対

して動的外力を入力し、配管応力解析ソフト注 1)を用

いた数値計算により評価する。図 1 に評価に用いた

入力波形の一例を示す。評価建物では、首都直下地

震を想定した構造躯体の弾塑性応答解析により、各

階の応答加速度 1)2)が評価されており、EW(東西)方

向に比べ NS(南北)方向に大きな加速度が算出され

る。そこで、数値計算に用いた入力波は首都直下地

震時に評価建物で想定される各階の応答加速度波形

とし、入力方向は NS 方向とした。なお、SP 立て配

管については床スラブ貫通部、区画貫通部、U 字バ

ンド固定部に、SP 横走り配管については区画貫通部、 

吊りボルトの躯体への固定部に各階の応答加速度波

形を入力した。 

２．２ SP 立て配管の発生応力度 

 図 2 に SP 立て配管の応力分布図を示す。時刻歴応

答解析の時間内における各部材の最大応力度を示し

た。応力分布図より、SP 立て配管の床スラブ貫通部

及び SP 横走り配管への分岐部において応力集中が

予測された。最大応力度は、階高が最大である 22

階の SP 横走り配管への分岐部に 11 N/mm2 が生じた

が、溶接継ぎ手部の許容応力度注 2)112 N/mm2 に比べ

極めて小さく、SP 立て配管は十分な耐震性能を有し

ているといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．３ SP 横走り配管の発生応力度 

 図 3 に SP 横走り配管の応力分布図を示す。首都直

下地震時に評価建物において、29 階床で最大応答加

速度が生じることから 28 階を対象とした。時刻歴応

答解析の結果、SP 横走り配管の応力度は、配水主管

及び配水管に比べ枝管に大きく生じ、とりわけ枝管

の曲がり部及び分岐部において応力集中が予測され

た。配水主管、配水管の応力度は、それぞれ 4 N/mm2、

32 N/mm2 が生じたが、いずれも溶接継手部の許容応 

 ＊ ：工学院大学建築学部まちづくり学科 

 

図 1 首都直下地震時の応答加速度波形(29 階) 
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力度注 2)112 N/mm2 よりも小さい。最大応力度は、枝

管の曲がり部に 126 N/mm2 が生じ、ねじ継手部の許

容応力度注 2)75 N/mm2 より大きな応力度が生じた。し

かし、SP 横走り配管全体でねじ継手部の引張強さ注

2)174 N/mm2 よりも大きな応力度は生じなかった。 

 

３．SP 配管を吊り支持する吊りボルトの耐震性能 

３．１ 吊りボルトの耐震性能に関する振動台実験 

 鉛直方向の揺れに対する吊りボルトの耐震性能の

把握を目的とし、振動台実験を行った。既報(第 4

報)と同条件の試験体に対し、ランダム波(以下 神

戸波)を用い水平 2 方向及び鉛直方向(以下 3 軸方

向)へ加振した。図 4 に加振方向を変更した際の吊り

ボルト破断までの累積回転角※1)を示す。図中には、

振動台実験を同条件で 3 つの試験体に対し行いその

平均値を示した。振動台実験の結果、神戸波を用い

水平 1 方向(以下 1 軸方向)、水平 2 方向(以下 2

軸方向)に加振を行った試験体の吊りボルト破断ま

での累積回転角は概ね同等である。これに対し、3

軸方向に加振を行った試験体の吊りボルト破断まで

の累積回転角は、1 軸方向、2 軸方向に加振を行った 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

試験体に比べ平均で 6 割程度に小さくなった。この

ことから吊りボルトは、水平方向のみならず鉛直方

向の揺れにより損傷することを示した。 

３．２ 時刻歴応答解析概要 

 既報(第 4 報)では吊りボルトは瞬時的な力でなく

継続的な揺れにより損傷が蓄積し破断に至ることを

示した。このことから、既存建物の吊りボルトは過

去に発生した地震により耐震性能が低下しているこ

とが懸念される。そこで、本報では評価建物の SP

配管を吊り支持する吊りボルトを対象に、これまで

の実験結果に基づきその耐震性能を回転角により評

価した。その際、評価建物にて過去に観測された地

震動注 3) 3)(以下 観測地震動)による吊りボルトの

回転角を時刻歴応答解析により算出することで、吊

りボルトの耐震性能の低下を考慮した。なお、前章

の評価にて評価建物の SP配管は配管径 40Aの枝管が

脆弱箇所としてあげられることから、充水された配

管径 40A の SGP 配管(以下 40A 配管)を吊り支持す 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 28 階 SP 横走り配管の応力分布図 
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る吊りボルトを対象とし、首都直下地震に対する耐

震性能を評価する。入力波形は SP 配管同様図 1 に示

した首都直下地震時の 29 階床スラブ応答加速度波

形とし、NS 方向及び EW 方向に入力した。 

 図 5 に時刻歴応答解析に用いたモデルを示す。剛

性に関しては、式(1)を用い算出し、振動台実験にて

継続的な加振による低下を確認したため減少率を与

えた。また、減衰については吊りボルトの減衰係数

を瞬間剛性比例型として与え、積分方法は Newmark

のβ法(β=1/4)を用い、刻み時間は 0.01 秒とした。 

３．３ 観測地震動による吊りボルトの累積回転角 

 図 6 に 40A 配管を吊り支持する吊りボルトの耐震

性能、図 7 に観測地震動による 40A 配管を吊り支持

する吊りボルトの累積回転角を示す。文献 4)を参考

に吊りボルトの単位断面積当たりに加わる配管の鉛

直荷重を算出したところ、40A 配管は 2.1 N/mm2 であ

り、振動台実験結果注 5)に基づき吊りボルト破断まで

の累積回転角は 198rad と予測できる。時刻歴応答解

析により算出した観測地震動による吊りボルトの累

積回転角を総計すると 23rad となり、吊りボルト破

断までの累積回転角の 12％に相当する。さらに、首

都直下地震時には 2.4rad の累積回転角が算出され、

観測地震動を考慮し総計は 25rad となり吊りボルト

破断までの累積回転角の 13％にまで大きくなる。 

 

４．耐震対策の検討 

４．１ 耐震対策の概要 

 評価建物において現状の SP 配管は、枝管の曲がり

部に最大応力度が生じた。そのため、脆弱箇所であ

る枝管に耐震対策としてブレースを設置した際の耐

震性能を検証した。既報(第 5 報)と同条件のブレー 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ス注 7) 4)を、枝管を吊り支持する既存の吊りボルト計

8 箇所に再現し、NS 方向の変位を抑制した。 

４．２ 耐震対策後の発生応力度 

 図 8に耐震対策としてブレースを設置した際の SP

横走り配管の応力分布図を示す。耐震対策としてブ

レースを設置することで、現状の評価において最大

応力度が生じた枝管曲がり部にて生じる応力度は 8 

N/mm2 と小さくなった。また、SP 横走り配管全体で

許容応力度より大きな応力度の発生は生じなかった。 

 

図 8 耐震対策後横走り配管の応力分布図 
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５．耐震対策前後の損傷確率 

 図 9に評価建物における耐震対策前後の SP配管及

び吊りボルトの損傷確率を示す。損傷確率は、既報

(第 1 報)※5)同様に文献 5)を参考に算出した。その際、

SP 配管及びそれを支持する吊りボルトの耐力値の

対数標準偏差注 8)は、それぞれ 0.3、0.35 とし、作用

地震動の対数標準偏差注 8)は 0.4 とした。その結果、

評価建物における現状の SP 立て配管、SP 横走り配

管、吊りボルトそれぞれの最大損傷確率は、10－8％、

26％、0.01％となり、SP 立て配管、吊りボルトに比

べ SP 横走り配管が最大になった。なお、最大損傷確

率は最大応力度が生じた SP 横走り配管の枝管の曲

がり部にて算出され地震リスクが大きいことを示し

た。対して、耐震対策としてブレースを施すことに

より、SP 横走り配管の損傷確率は変位量とともに小

さくなり、その効果を示した。また、SP 横走り配管

の変位量が小さくなったことから、配管を吊り支持

する吊りボルトに対しても対策の効果を期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．まとめ 

 評価建物の SP 配管及びそれを吊り支持する吊り

ボルトを対象に、首都直下地震に対する耐震性能と

損傷確率を評価し、地震リスクを分析した。以下に

得られた知見を示す。 

・振動台実験より配管を吊り支持する吊りボルトは、

水平方向のみならず鉛直の加振により損傷する。 

・首都直下地震に対する評価建物の SP 配管及びそれ

を支持する吊りボルトの損傷確率は、SP 横走り配

管の枝管曲がり部で 26％と最大となった。 

・耐震対策として枝管にブレースを設置することで、

評価建物の SP 横走り配管の枝管曲がり部の損傷

確率は小さくなり、耐震対策の効果を示した。 

 今後は、消火設備のみならず、常用設備も含め、

地震リスクに関する分析を行う予定である。 
 

注 記 
注 1)配管応力解析は、AutoPIPE(㈱ベントレー･システム

ズ)を用いた。 
注 2)配管における許容応力度及び引張強さは、文献 4)に

おいて ASME 規格に準拠しているため、ASME 規格に
基づき、安全率は 3.5、継手効率は配管の直管部 1.0、
溶接継手部 0.9、ねじ継手部 0.6 の値を用いた。 

注 3)評価建物 29 階で 1998 年 4 月から 2015 年 6 月の期間
に観測された床スラブ応答加速度波形全 219 波を対
象とした。 

注 4)吊りボルトの直径は、設置した試験体を自由振動さ
せ得られた固有振動数より算出した 7.1mm とした。 

注 5)吊り長さ 300mm を同条件として、吊りボルトの径、
錘の重さを変更し、東北地方太平洋沖地震の際に評
価建物 29階にて観測した最大応答加速度 3)と同等の
加速度 300gal の正弦波を用い加振した際の振動台
実験結果を用い、鉛直方向に加振した際の吊りボル
ト破断までの累積回転角は水平方向のみに比べ、小
さくなったため 0.6 を乗じた。 

注 6)気象庁の算出方法 6)を参考に、観測地震動各々の計
測震度を算出した。 

注 7)文献 4)p.160 表 3･19 の No.D-11 を参考にブレースを
再現した。 

注 8)耐力値の対数標準偏差は、SP 配管については文献 5)

を参考に仮定し、吊りボルトについては振動台実験
に基づき算定した。また、作用地震動の対数標準偏
差は文献 5)を参考に仮定した。 
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超高層ビルの構造・非構造部材における要素材料の長期耐用性に関する研究 

～築 27 年経過した PC 板シーリング材の劣化度と損傷リスク評価～ 

小野航太郎*，田村雅紀**，阿部道彦**，岡健太郎*** 

1．はじめに 

近年、高層建築物の改修工事が増加しているのにもかか

わらず、 高層建築物の経年劣化の調査報告が少ない。シ

ーリング材は各種仕上材の中でも比較的耐用年数が短く、

また常に露出状態で使用され、風・雨・日射等による気象

の影響を受けやすいため劣化しやすい。本研究では 27 年

間使用されているが、未だ劣化調査を行っていない工学院

大学新宿校舎のシーリング材を対象にする。設立から 28

年目にして新宿校舎の外壁にあるすべてのシーリング材

を新しく補修することが予定されているが、27 年間一度も

予防保全がされていない超高層建築のシーリング材は劣

化度や保全の面でも貴重なサンプルになるため、研究の対

象にしていく。カーテンウォール廻りからシーリング材を

採取し、種類は 2 成分系変成シリコーンであることがヒア

リング調査から判明している(窓枠には汚れ防止のために

2 成分系シリコーンを使用している)。シーリング材を東西

南北の高層・中層・低層 に分けてシーリング材の経年劣

化による力学的性能・耐久性といった物性能力の低下の度

合いを把握する目的で物性試験の調査を行う。高さ・方

位・劣化状況の違いを考慮しながら 100 年の期間を想定し

てシーリング材の補修予算の積算を行い、予防保全が必要

かどうか調査を行う。本研究の流れを図 1 で示す。 

 

研究 1・調査 1.シーリング材の現状についての調査 
シーリング材の種類・シーリング材の生産推移 

↓ 

研究 1・調査 2. 新宿校舎の調査 
使用されているシーリング材の調査 

新宿校舎のシーリング材の材採取個所の決定 
↓ 

研究 2.物性試験 
硬さ試験・引張試験 

↓ 

研究３.新宿校舎の補修費の積算 

図 1 研究の流れ 

表 1 使用材料 

分
類 

使用材料 
場
所 

方
角 

高さ 
経過
年数 

その他 

構
造
材 

pc パネル 都
内
西
新
宿
地
区 

東
方
向 

上層 

27年 

5m×2m の基本 
モジュール 

中層 
低層 

仕
上
材 

タイル 
上層 

50mm 二丁 
(45mm×95mm) 

中層 
低層 

機
能
材 

2 成分系変
成シリコー
ン 

上層 直径 40cm 
20 本採取 
(No.1～20) 

中層 
低層 

表 2 実験要因と水準 

実験要因 水準

研究 1

調査 1
文献調査 防水工事関係の論文

ヒアリング 外装工事業者 a 社、施設課 s 様

調査 2

対象建築物 工学院大学新宿校舎
施工年度 1989 年

サンプル採
取箇所

新宿校舎の上層・中層・低層の 
東西南北縦・横目地 No.1～20

研究 2
引張試験 JIS K 6251 加流ゴム及び熱可塑性ゴム-引張特性

硬さ試験
JIS K 6253 加流ゴム及び 
熱可塑性ゴム-ゴムの硬さ

研究 3 予算積算 新宿校舎の 100 年間の補修予算の積算比較 

 

表 3 実験項目と評価方法 

項目 方法 

研究 1

調査 1 文献調査
超高層ビルの高さ関係を考慮したシ
ーリング材の経年劣化による調査

調査 2
建築物調

査 

対象建築物の調査,サンプル採取場
所の決定,目視調査による問題点の

発見 

研究 2
引張試験

JIS K 6251 の引張試験方法に準拠 
して引張応力、破断時の伸びを測定

硬さ試験
JIS K 6253 の硬さ試験方法を参考にし、デジタ
ルフォースゲージを用いてゴムの硬度を測定

研究 3
補修予算
積算比較

建築工事の積算を参考にシーリング材の単価
を求めて新宿校舎の補修予算の積算比較

 

表 4 シーリング材劣化度の分類 

調査項目 
劣化度 

Ⅲ Ⅱ Ⅰ

防
水
機
能
関
連

漏水または痕跡 あり ― なし

シーリング材の
被着面の剥離 

深さの 1/2 以
上または深さ

5 ㎜以上 

深さの 1/4～1/2
または深さ 2～

5 ㎜ 

深さの 1/4 未
満または深さ

2 ㎜未満

シーリング材の
破断 

厚みの 1/2 以
上または深さ

5 ㎜以上 

厚みの 1/4～1/2 
または深さ 2～

5 ㎜ 

厚みの 1/4 未
満または深さ

2 ㎜未満

被着体の破損 ひび割れ幅 
0.3 ㎜以上 

同左 
 0.1～0.3 ㎜

同左
0.1 ㎜未満

シーリング材の
変形 

凹凸が厚みの
1/2 以上 

または深さ 
5 ㎜以上 

凹凸が厚みの 
1/4～1/2 また
は深さ 2～5 ㎜

凹凸が厚みの
1/4 未満 

または深さ
2 ㎜未満

シーリング材の
軟化

指先に 
多量に付着 

指先にかなり付
着 

指先にわずか
に付着

意
匠
・外
観
関
連

しわ 凹凸の深さ 
1～2 ㎜ 

同左 
0.5～１㎜ 

わずかに波打
っている

変退色 変退色が極め
て著しい 

変退色がかなり
存在する 

変退色が少し
存在する

ひびわれ ひびわれ幅 1
～2 ㎜ 

同左 
0.5～１㎜ 

同左
0.5 ㎜未満

白亜化 指先に 
多量に付着 

指先に 
かなり付着 

指先に
わずかに付着

仕上材の浮き
変色

剥離や変色が
ある 

ひび,やや変色
している 

左の現象が軽
微である

物
性

50％引張
応力 

初期値比
5 倍以上 
1/5 以下 

3～5 倍 
1/3～1/5 

3 倍以下
1/3 以上

測定値

0.59N/㎜ 2 
以上 

0.03N/㎜ 2 
以下 

0.39～ 
0.59N/㎜ 2 

0.03～ 
0.06N/㎜ 2 

0.39N/㎜ 2
以下 

0.06N/㎜ 2
以上

伸び 
初期値比 1/5 以下 1/3～1/5 1/3 以上
測定値 200％以下 200～500％ 500％以上

評
価

劣化度評価 補修が必要 早い時期に補修
が必要 現状放置可能
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2.工学院大学新宿校舎のシーリング材のサンプル採取 

2.1 シーリング材のサンプル採取箇所 

新宿校舎のシーリング材を対象に東西南北の高層・中

層・低層の縦・横目地(低層の横目地は化粧目地のため縦目

地のみ) に分け(図 2a参照)合計 20本のサンプル(図 2b)を採

取する(表 5)。採取するサンプル 1 本の長さは 40cm であり、

測定する箇所の名称を暴露していた面を表面、建物の接着

面側を裏面、側面を右側面と左側面に分ける(図 2c)。 

2.2 シーリング材の採取方法 

外装工事業者 a 社に依頼をし、新宿校舎の高層・中層は

ゴンドラを使用しサンプルの採取を行い、低層は地上階の

ため足場を組まないで作業を行う。新宿校舎の外壁のシー

リング材をカッターナイフで切り取り、補修箇所の周囲に

マスキングテープを張り付けてから切り取った箇所に新

規のシーリング材である 1 成分系変成シリコーンを充填す

る。コテで平らに均した後にマスキングテープをはがして、

養生する作業を合計で 20 本分行う。 

2.3 採取したシーリング材の劣化度の評価方法の種類 

新宿校舎から採取したシーリング材の劣化度を評価する

ときに「建築防水の耐久性向上技術」(以下、技術指針とす

る)を参考にして、劣化度の指標(表 4 参照)をⅠ・Ⅱ・Ⅲに

分けて示す。新宿校舎から採取したシーリング材の劣化度

の評価方法は、防水機能と意匠・外観を元に評価を決める

外観検査と、50%引張応力と破断時の伸びから評価を決め

る物性試験の 2 つの結果を総合して評価を決める。Ⅰから

順に数値が上がるごとにシーリング材の経年劣化による

耐久性の危険度が上がっていき、劣化度Ⅰは現状放置可能、

劣化度Ⅱは早い時期に補修が必要(現状放置可能)劣化度Ⅲ

は補修が必要(表 4 参照)と技術指針によって定義されてい

る。 

2.4 採取したシーリング材の劣化度の評価 

新宿校舎から採取したシーリング材の劣化度の結果(表 6

参照)を方角ごとに見ると(図 3 参照)東方向は中層・横目地

以外は劣化度がⅢであるため、全体的に劣化している。西

方向は上層が劣化度Ⅱで中層・下層は劣化度Ⅲであるため、

下層にいくほど劣化している。南方向も西方向と同様に下

層にいくにつれて劣化度が高くなる傾向にある。南方向は

西方向と経年劣化の傾向が似ていることから、劣化の要因

が直射日光と関係していると推測される。北方向は上層・

中層が劣化度Ⅲであり、低い位置よりも高い位置の方が劣

化している。上記のことから建物高さと方位による経年劣

化は関係があることが判明した。 

表 5新宿校舎から採取したサンプルの番号と採取箇所 

試料 NO. 方角 採取場所 
採取した 

シーリング材の向き
1

東面 

RF PC 板間 縦目地
2 横目地
3 15F PC 板間 縦目地
4 横目地
5 1F PC 板間 縦目地
6

西面 

RF PC 板間 縦目地
7 横目地
8 15F PC 板間 縦目地
9 横目地
10 1F PC 板間 縦目地
11

南面 

RF PC 板間 縦目地
12 横目地
13 15F PC 板間 縦目地
14 横目地
15 1F PC 板間 縦目地
16

北面 

RF PC 板間 縦目地
17 横目地
18 15F PC 板間 縦目地
19 横目地
20 1F PC 板間 縦目地

新宿校舎断面図(等圧目地)

屋
外

屋
内

等圧空間シーリング材

 

a)シーリング材サンプル採取(左：採取位置、右：断面図) 

 

b)採取したシーリング材サンプル(20 本) 

 

c)採取したｼｰﾘﾝｸﾞ材ｻﾝﾌﾟﾙの寸法と名称 

図 2 新宿校舎のシーリング材サンプル採取概要 

 

図 3新宿校舎のシーリング材の外観劣化度評価模式図 
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3. 工学院大学新宿校舎から採取したｼｰﾘﾝｸﾞ材の物性試験 

3.1 採取したシーリング材の引張試験の実験方法と結果 

3.1.1 採取したシーリング材の引張試験の実験方法 

JIS K 6251 の加硫ゴムの引張試験方法に準拠して採取し

たシーリング材で試験を行う。50％引張応力(N/mm2)・最

大引張応力(N/mm2)・破断時の伸びを求めて 20 箇所測定す

る。新宿校舎から採取したシーリング材をダンベル 3 号形

に加工(図 4)をして表層から厚さ約 2mm ごとに 上・低層

の 2 層にスライスをし試験体を合計 40 本作成する。 

3.1.2 採取したシーリング材の 50％引張応力の結果 

採取したシーリング材のサンプルの 50％引張応力の測定

結果(図 5 参照)を高さ別に見ると低層が 1 番引張応力が高

く上層と中層では上層のほうが少し引張応力が高いこと

が分かる。劣化度の中でも 1 番正常な状態である劣化度Ⅰ

を満たす条件(表 6 参照)が採取したシーリング材のサンプ

ルは全て劣化度Ⅰであるため物性能力は低下していない。 

3.2 採取したシーリング材の硬度試験の実験方法と結果 

3.2.1 採取したシーリング材の硬度試験の実験方法 

シーリング材の引張応力の結果（図 5 参照）を参照して

デジタルフォースゲージで測定したシーリング材の全体

の数値を硬度に置き換える。採取したシーリング材 20 本

の中の 1 本につき表面と裏面は奥行き方向に 5 か所、それ

を直径方向に 5 か所、25 か所づつ測定。側面は奥行き方向

に 3 か所直径方向に 5 か所、計 15 か所を測定する。測定

番号は表・裏面は左から右に手前側から奥にかけて番号が

大きくなっており、側面は左から右にかけて被着面に近づ

くにつれ番号が大きくなっている(図 6 参照)。一つのサン

プルから 80 か所採取し、20 本測定したため、全 1600 か所

測定した。 

3.2.2 採取したシーリング材の硬度試験の実験結果 

南側の上層縦目地(試料 No.11)に着目して表面(図 7a 参照)

裏面(図 7b 参照)の数値を比較した。表面と裏面の表面の結

果に着目すると直径方向は中央に行くほど硬度の数値が

高くなりやすい傾向にあることが読み取れることから負

荷が中央に集中して硬化しやすくなっていることが推測

される。奥行き方向は中央よりも端に行くほうが硬度が高

い。これはシーリング材の端の方が建物と接着していたた

め負荷が大きくかかり硬度が大きくなったと推測される。 

 

図 4 シーリング材の引張試験の試験体・ダンベル 3号形 

表 6新宿校舎から採取したｼｰﾘﾝｸﾞ材の劣化度の結果一覧 

試料 NO. 表面状態 
劣化度

判定
外観 物性

1 ひび割れ,汚れ付着 Ⅱ Ⅰ Ⅱ
2 ひび割れ,汚れ付着 Ⅱ Ⅰ Ⅱ
3 ひび割れ,汚れ付着 Ⅱ Ⅰ Ⅱ
4 ひび割れ,汚れ付着,しわ,退色 Ⅲ Ⅰ Ⅲ
5 ひび割れ,汚れ付着,しわ,退色 Ⅲ Ⅰ Ⅲ
6 ひび割れ,汚れ付着,退色 Ⅲ Ⅰ Ⅲ
7 ひび割れ,汚れ付着,退色 Ⅲ Ⅰ Ⅲ
8 ひび割れ,汚れ付着,退色 Ⅲ Ⅰ Ⅲ
9 ひび割れ,汚れ付着,退色 Ⅲ Ⅰ Ⅲ
10 汚れ付着 Ⅱ Ⅰ Ⅱ
11 ひび割れ,汚れ付着,退色 Ⅲ Ⅰ Ⅲ
12 ひび割れ,汚れ付着,退色 Ⅲ Ⅰ Ⅲ
13 ひび割れ,汚れ付着 Ⅱ Ⅰ Ⅱ
14 ひび割れ,汚れ付着,退色 Ⅲ Ⅰ Ⅲ
15 ひび割れ,汚れ付着,しわ Ⅲ Ⅰ Ⅲ
16 ひび割れ,汚れ付着 Ⅱ Ⅰ Ⅱ
17 ひび割れ,汚れ付着,退色 Ⅱ Ⅰ Ⅱ
18 ひび割れ,汚れ付着,退色 Ⅲ Ⅰ Ⅲ
19 ひび割れ,汚れ付着,退色 Ⅲ Ⅰ Ⅲ
20 ひび割れ,汚れ付着 Ⅲ Ⅰ Ⅲ
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c)南方向                   d)北方向 
図 5 シーリング材の引張試験の 50％引張応力の結果 

 

a)試験体の測定箇所と寸法      b)硬度試験実験写真 

図 6 採取した試験体の硬度試験の測定箇所 

 

a)表面                   b)裏面 

図7南面上層縦のシーリング材の表面と裏面の結果の比較 

31 



文部科学省 私立大学研究ブランディング事業（平成 28 年度） 
工学院大学総合研究所 都市減災研究センター（UDM）成果報告書 テーマ 2 2-4 

4.新宿校舎のシーリング材の劣化リスクの計算と結果 

4.1 新宿校舎のシーリング材の劣化リスクの計算方法 

新宿校舎のシーリング材の補修工事費用と補修工事の

頻度により工事費リスクを算出する。リスク値は JIS A 

8051-2004 の規定に準拠し次の式 1)により算出する。 

R(損傷回復リスク値：円） 

＝P(損傷発生確率：％）×E(損傷影響度：円）-1) 

今回は発生確率を補修工事の頻度とし、本研究の対象建築

物が築 28 年で補修工事を行うため、29 年経過時点で劣化

度Ⅲの箇所が漏水すると仮定、33 年経過した時点ですべて

の箇所が漏水すると仮定したとき、100 年の期間内で 28 年

ごとに補修工事を行う c1、29 年ごとに劣化度Ⅲの漏水と

劣化の補修工事を行う c2、33 年ごとに全箇所の漏水と劣

化の補修工事を行う c3 とする。一方の影響度は補修工事

費と損害金額とする。シーリング材 1m 当たりの単価(表 8

参照)をもとにすると補修作業の単価は 1m 当たり 1770 円

のため、表 8 を参考に新宿校舎のシーリング材の補修費だ

けを考えると工事費用は (1700 万)となった。新宿校舎は

教室空間を有し外装タイルの点検・補修工事が加わり、さ

らに 28 年目の最初のシーリング工事のためタイルを含む

外装清掃工事が追加されることから追加で 1700 万円がか

かることがヒアリング調査から判明しているため 1 回の補

修工事で合計 3400 万円になる。損害金額は漏水した時の

影響を仮定し、被害が生じた部屋のエアコンの修理費用と

石膏ボードの修理費を想定して 1 部屋当たり 100 万円の損

失としてリスク値を求める。 

4.2 新宿校舎のシーリング材の劣化リスクの計算結果 

新宿校舎の工事費リスクの結果(図 8 参照)を見ると、c1

の補修工事金額だけの 1 億 2000 万円に対して、c2 は 6 億

3300 万円、c3 は 8 億 8200 万円と漏水のリスクが高まるこ

とに比例して工事の金額が大幅に増えることが読み取れ

る。c1 と c2 に着目して結果を比較すると漏水による損失

が約 5 億円と影響が大きいため、28 年で劣化度Ⅲの箇所が

多くなる前に 1 度メンテナンスが必要だと推測される。 

 

5.まとめ 

1)本研究の結果、新宿校舎から採取したシーリング材は物

性より外観の劣化の度合いが大きいことが判明した。 

2)今後は劣化度Ⅲとなる箇所を事前にメンテナンスを行い、

経年劣化を防ぐことで外観の劣化による漏水を未然に防

ぐ必要があり、定期的な補修工事を行う必要性があると予

想される。 

表 7 新宿校舎の工事費リスクの概要 

a)2 成分系変成シリコーンの 1m における労務費 

名称 規格 単位 数量 
単価
(円)

金額(円)

シーリング 2 成分系 ℓ 0.34 1610 547.4 

補足材

- 

- 一式 - 161
防水工 人 0.044 19500 858

その他 - 一式 - 203.63 

計 - 円 - - 1770.03

b)石こうボードの 1㎡における労務費 

c)窓際下の内部エアコンの台数 (台数@100 万円) 

東方向 西方向 南方向 北方向 合計 
上層 0 0 69 58 127
中層 0 0 46 47 93
低層 0 4 21 15 40
合計 0 4 136 120 260 

d)方位・高さごとのｴｱｺﾝ漏水時損害金額(台数×100 万=円) 

東 西 南 北 合計
上層 0 0 69000000 58000000 127000000

中層 0 0 46000000 47000000 93000000 

低層 0 4000000 21000000 15000000 40000000 

合計 0 4000000 136000000 120000000 260000000

 

 

a)使用期間100年想定の各工事ｹｰｽ b)各ｹｰｽの費用の合計 

図 8新宿校舎の漏水リスク算定結果 
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名称 規格 
単
位 

数量 
単価 
(円)

金額
(円)

石こうボード張り  
 

厚さ
9.5mm

 
 

m2 1.05 163.02 171.17

ボード釘 kg 0.03 305.00 7.63 

内装工 人 0.04 17500.00 700.00

その他 - 一式 - 114.24

合計 円 - - 993.04

32 



文部科学省 私立大学研究ブランディング事業（平成 28 年度） 
工学院大学総合研究所 都市減災研究センター（UDM）成果報告書 テーマ 2 2-5 

 

超高層ビルの構造・非構造部材における要素材料の長期耐用性に関する研究 
～外壁タイルの浮き状況調査と剥落時損害リスクの算定～ 

 
尾林 岳*，田村雅紀**，岡健太郎*** 

1. はじめに 

現在、日本国内の建物の多くで外装材として、タイルが

選ばれている。これはタイルが美観、耐候性に優れており、

分類として吸水率の低いⅠ類（磁器質系タイル）や、焼き

締めを十分に行ったⅡ類（せっ器質系タイル）などがある

からである。だが外装タイルは，一般的なセメント系タイ

ル貼付材を使用した場合，長期的なひずみや熱の影響で，

構造体とタイルとの変位が生じ，浮き・剥離・剥落の危険

性が生じる。本研究では，非破壊式の衝撃弾性波試験器を

用いて，弾性波の減衰量を比較して，浮き等が生じている

状況について調査をした上で，実際に付着試験器を用いて

タイルを剥がし，その相関を確認するとともに，その原因

を検討する。また、現在建物の外壁タイル補修工事などが

行われてはいるものの、補修工事後どの様な頻度で補修工

事を行っていくのか、どのくらいの補修工事費を投入すれ

ば、浮きタイルをなくすことが出来るかという情報が、テ

ナントとの都合などにより明確にされてこなかった。そこ

で、実際の補修工事が行われた工学院大学新宿校舎にて、

衝撃弾性波法による機械インピーダンス（HLD 値）を工事

前後で計測し、HLD値の向上したタイル数と工事費用から、

今後の補修工事の必要回数と工事費用の算出を行い、どの

くらいのリスクがあるのかを調査する。図１で本研究の流

れを示す。 

 

2. 浮きタイルの衝撃弾性波法による機械インピー

ダンス（HLD 値）の計測(研究 2) 

2.1 外壁浮きタイル確認の概要 

2.1.1 外壁浮きタイルの診断方法 

外壁診断は、視覚的に浮きやひび割れを確認する目視調査

と打診棒による打診法で行う。打診法では打診棒を用いた

タイルを叩いた時の、音の違い（高音の時は浮きがあり、

浮きのない物は低音である。）によって浮き部分の診断を

行う。確認肯定は、打診棒でタイル面全体の確認を行う。

その後浮いたタイルの機械インピーダンス(HLD値)を小型

反発度試験機で計測する。タイル１枚につき小型反発度試

験機による衝撃弾性波試験を３回行う。試験機が示す硬さ

HLD 値は、インパクトボディーの反発速度 Vを打撃速度 Vo

で割り、1000 倍した値である。得られた３つの値の平均

値が 800～1000 であれば補修不要条件、600～800 の間で

あれば補修十分条件、400～600 の間を補修必要条件(未補

修浮きタイル)とし５階、６回で同様に試験を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 研究の流れ 

表１ タイル工事の現状の調査(研究１) 

表２ 使用材料(研究４) 

表３ 実験概要及び要因と水準 

  実験要因 水準 

研究１ 

調査１ 文献調査 構造系文献 

調査２
実態調査 施工者、施工管理者 

要求区分 安全性、耐久性、   
経済性 

調査３ 研究調査 日本建築学会シンポ
ジウム 

衝撃弾性波法による
HLD 値の計測 

目視検査 ひび割れ、打診法

衝撃弾性波試験 反発度、充填具合、  
(HLD 値) 

対象建築物 

都内大学校舎
東京都新宿区西新宿 
学校施設 
1989 年 7月竣工 
S 造（一部 SRC 造、RC
造） 
地上 28 階地下 6階 

既存建築物の   
リスク算定 

算定方法 発生確率×影響度 

発生確率 １年(c1)、３年(c2),   
５年(c3) 

発生時期 築 20 年から補修率
100%になるまで 

影響度 補修工事費用、損害賠
償金額 

接着強度試験 

 

タイルの機械インピー
ダンス 測定３回の平均 

気温 25℃～35℃ 

接
着
性
能

接着剤種類 弾性接着剤 

接着剤の色 クリア、ホワイト、    
ブラック 

養生時間 1 日、3日、7日
接着剤の量 15ｇ、３０ｇ、４５ｇ
暴露試検体 Tc,Tb,Tw
空隙試検体 Kc,Kb,Kw

  接着面積 190×60(mm) 

調査先 内容 
陶磁器タイル張り
工事の現状と今後

の動向 2014   
（2014年11月5日）

東北地方太平洋沖地震外壁タイル調査報告書の結
果より、弾性接着剤による施工では被害はない。 
JIS A 5209 の改定などにより弾性接着剤の需要が高
まる。 

外装タイル補修工
事ヒアリング調査  
（2015年3月12日）

補修箇所の確認は打音法のため個人間による差が
生じる。                   
機械的に確認ができると補修のムラが無い施工が
可能。 

項目 寸法 備考 

普通コンクリート平板 300×300×60(mm) JIS A 5371-2010
適合

外装施ゆうタイル 45×45×7(mm) JIS A 5209 適合

弾性接着剤(クリア)  －  JAIA 4VOC 適合

弾性接着剤(ホワイト)  － JAIA 4VOC 適合

弾性接着剤(ブラック)  － JAIA 4VOC 適合

外装タイル補修工事の現状についての調査（研究１） 

浮きタイルの衝撃弾性波法による HLD 値の計測（研究２） 

既存建築物のリスク算定（研究３） 

屋外暴露による接着強度試験（研究４） 

 *大林組 **工学院大学建築学部建築学科・教授 ***大学院建築学専攻・修士 2 年 
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a)実構造物の外観写真     b)浮きタイルの確認箇所 c)５階バルコニーの壁面番号参照図         

図２ 浮きタイル確認調査部分の概要図 

    

図３ 中層棟５階浮きタイルマッピング図 

           

a)PC の確認箇所 b)外観写真 c)確認箇所の拡大 

801～ 601～800 補修箇所 前回補修
 

 

d)PC 部分の浮きタイルマッピング図 

図４ 外壁 PC タイル HLD 値の計測 

2.1.2 衝撃弾性波法による反発度試験 

今回の打診法による検査により以下のことがわかった。外

壁タイル現状記録図面の中層棟南面バルコニーで浮きが

出ているタイルの枚数と、実際に打診法で調べたものとで

は 40％ほど浮きが出ているタイルが少なかった。また、

浮きが出ていると断定する HLD 値の認識の相違や打診法

による確認方法の個人間の違いがある。 

2.2 既存建物の外壁補修工事 

2.2.1 MG アンカーピン工法による補修工事 

今回の都内大学校舎５階６階の浮きタイル補修工事の

工法は MG アンカーピン工法である。MG アンカーピン工法

とは、浮きタイル中央を特殊ドリルで穿孔し、エポキシ樹

脂でアンカーピンとコンクリートを接着させタイルを固

定する工法である。 

2.2.2 機械インピーダンス（HLD 値）の計測 

補修工事着工以前にHLD値が800以下のタイルは341枚あ

壁面番号 ①  ②  ④ ⑤ ⑥ 

 

 

補修前 

  

 

 

補修後 

  

  801～   601～800   401～600   補修箇所(1000)
HLD 値は、インパクトボディーの反発速度 Vを打撃速度 Vo

で割り、1000 倍した値である。値が高いと密である 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

図２に外壁浮きタイルの確認調査
を行った実構造物を示す。a)は実構
造物の外観であり、a)b)の青の部分
で調査を行った。図３は c)の壁面
ごとの確認調査による浮きタイル
のマッピング図である。 

。
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り、その内ＭＧアンカーピン工法で補修されたのが 57 枚

である。今回の補修工事で、中層棟 5 階 6階バルコニー全

体の 16.7％が補修されたこと、また今回と同条件下であ

った場合、あと 5回補修工事を行わなければ HLD 値 800 以

上のタイルが 100%にならない事が分かった。今回、中層

棟の補修工事の費用が2448万3150円であり補修枚数は全

体で 7933 枚であった。このことから浮きタイル 1枚を補

修するのに約 3,086 円掛かる事が分かる。5 階 6階の浮き

タイルが残り 284 枚あるので、浮きタイルを無くすために、

87 万 6424 円掛かる、全体に占める浮きタイルの割合は、

補修工事前が約 17.4％、補修工事後が約 14.5％と約 2.9％

減少した。また、ＨＬＤ値が、向上しなかったのは今回の

ＭＧアンカーピン工法が、エポキシ樹脂を充填させるので

はなくアンカーピンでの固定であるからと考えられる。今

後エポキシ樹脂充填工法を行い、エポキシ樹脂をどのくら

い注入したか、HLd 値が樹脂を注入した後に、どのくらい

向上したかを具体的な数字で求めていく。そこから充填率、

付着率の評価を出来る様にする。そして補修工事を行う際

に、今回と同様に MG アンカーピン工法で行う場合、樹脂

を充填させて補修をする場合のどちらが経済的なリスク

が少ないかを発生確率と影響度から導出し評価する。 

3. 既存建築物による経済リスクの算定（研究３） 

3.1 経済リスク算定の概要 

 研究２で得られた補修工事費用と、今回の補修率より都

内大学校舎の工事費リスクを算定する。リスク値はJIS A 

8051-2004に規定されており、算定方法は下記である。 

  Ｒリスク値＝R（発生確率データ）×E（影響度） 

今回は発生確率を補修工事の頻度とし、１年（c1）、3年

(c2)、5年(c3)ごとに行う。一方影響度は補修工事費と損

害賠償金額とする。補修工事費は2448万3150円(2500万円)

とし、損害賠償金額は工事頻度による劣化タイル剥落損害

賠償金額とし、竣工後一定期間(築20年)を過ぎたとき、5

年ごとにタイル剥落による損害賠償金額の１億円が掛か

ると仮定する。また浮きタイルの無くなる補修率100%にな

るまで浮きタイルによる剥落は続くものと考える。今回の

補修工事によって補修されたタイルの補修率より、今回の

補修工事5回で浮きタイルがなくなることが分かった。こ

の条件で対象となる壁面のタイルが、完全補修となるまで

に掛かる金額の違いを調査し、各工事の頻度によって変わ

るリスク値を算定、浮きタイルの算定方法は高層棟がゴン

ドラを使用しなければならないため、低層階の区画された

壁面の全タイル枚数に対する浮きタイルの割合を参照と

した。図5に各ケース(c1,c2,c3)の対象壁面が補修率

100%(工事終了)までの年数、補修率100%になるまでに掛か

る剥落による損害賠償金額を含めた費用の違いを示す。 

 

a)各ケースの工事終了年数 b)各ケースの費用合計  

図５ 新宿校舎のリスク算定結果 

 

   

a)各タイル枚数  b)条件別タイル割合 

図６ 外壁タイルによる機械インピーダンスの計測 

 

a)経年劣化の例   b)付着強度ごと条件 

図７ 経年劣化と付着強度との関連図 

 

  

a)パルハンマー   b) 小型反発度試験機 

   

e)試験体Tc    f)試験体Tw    g)試験体Tb 

写真３ 接着材料と試験体の概要 

 

付着強度 条件 

0.41～ 
(N/mm2) 

補修不要タイ
ル(Ta) 

0.21～0.4 
(N/mm2) 

維持限界タイ
ル(Tb) 

～0.2 
(N/mm2) 

維持危険タイ
ル(Tc) 
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a)試験体Tc   b)試験体Tw   c)試験体Tb 

  図８ 暴露試験体による機械インピーダンスの推移 

 

写真４ 空隙試検体   図９空隙試検体の HLD 値 

 

図 10 HLD 値と接着強度による接着強度推定式 

 

4.  屋外暴露による接着強度試験（研究４） 

4.1  屋外暴露試験体の機械インピーダンスの変化 

 作成した屋外暴露試験体の７日間での機械インピーダ

ンス（HLD値）を写真１で示した小型反発度試験機で測っ

ていく。その際タイル１枚につき３回の計測を行い、３つ

の値の平均を参照データとする。また実験使用材料を表２

に実験概要を表３に示す。７日間の機械インピーダンスの

計測では図７の試験結果を得ることができた。色による差

としてクリアは７日間安定して900～950の値を取ったの

に対して、ホワイトとブラックは値が安定しなかった。ま

た、どちらも日が経つに連れて値が小さくなっていくのも

確認でき、最終日にはクリア以外のすべてのタイルの値が

900を下回ったことが確認できた。これらから推測できる

のは、クリアには他の２者と違い顔料が含まれていない分、

接着材料が他の２者より多く含まれていたことが挙げら

れ、それが要因となっていると推測できる。量による差は

クリアに関してはほぼ一定といえるが、ホワイトとブラッ

クについては量が増えるとHLD値が下がっていくことが予

想される。 

4.3 タイル試験体における空隙試験の概要 

 試験タイルとコンクリートの間にスポンジ(20×20×

2mm)をはさみ浮きタイルを再現し、小型反発度試験機によ

って機械インピーダンス(HLD値)の変化を調べていき小型

反発度試験機の浮きタイルに対する有用性を確認する。そ

の際に使用した接着剤は、屋外暴露試験と同様のシリコー

ン系の接着剤で色はクリア、ホワイト、ブラックの３種類

である。結果を図９に示す。図８と比べるとスポンジを入

れて浮かせた各タイルのHLD値は下がっていることが分か

る。また、HLD値と引張り強度の計測により、下記の接着

剤の色ごとの強度推定式が求められた。 

透明(Tc) y=0.0023x-1.24 –(1) 

白(Tw) y=0.0034x-2.3 –(2) 

黒(Tb) y=0.0023x-1.28 –(3) 

なお、x=HLD値 y=引張り強度(N/mm2)とする。 

 

5. まとめ 

 本研究では補修工事の現状についての確認が出来た。費

用によって補修を十分に行うことが出来ず次回に持ち越

すことがあり、施主側には保有リスクとして乗っている。

また、浮きタイルの確認方法として今までの打音法による

確認よりも、小型反発度試験機による機械インピーダンス

の計測による確認に有用性があると予想が出来る。そして

弾性接着剤の中にも顔料などの影響による接着性能の違

いがある事を確認することが出来た。 

 

参考文献 
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既存建物の非構造・天井部材における補修モデルに関する研究 

～木摺り漆喰天井部材の補修工法～ 

*岡健太郎, **田村雅紀, ***後藤治 

 

1．はじめに 

近年、建築物の長期使用や長寿命化を考える際に、材料

レベルでの力学特性や耐久性などの狭義の品質に加えて、

損傷率、故障率、安全性を含めた広義の品質として捉え、

平常時・災害時の時間変化を含む使用環境を考慮した品質

の確保に向けた動きがある 1)2)。このような状況下で建築物

全体の品質を考えると、地震等の外力に対する耐震性を満

足するために多くの規基準が設けられている構造部材に対

して、その内外に付加される仕上材料は、居住性や美観性、

躯体の保護等の多様な性能が要求されるものの、耐震性を

含めた観点から、要求性能の確認が十分になされているわ

けではない。 

実際、東日本大震災では多くの建築物で外装材や天井材

等の非構造材の崩落事故が発生した 3)。また昨今は、平成

26 年に施行された建築基準法施行令 39 条をはじめ、天井材

等の非構造部材の落下における安全対応策の指針の制定な

ど、構造材及び非構造材を包括した建築物の耐震性能を再

考する状況になっている。それらを踏まえた対策として、

既存建築物における天井部材では、天井材の直天井化や軽

量化、新規の工法による施工がいくつか提案されている 4)。 

一方で、長期使用した歴史的建築物及び文化財化した建

築物においては、100 年を超えて長期使用されているものや

地域性に伴う固有の影響などにより、JASS 等の指針等で体

系化されていない工法で施工された非構造材が及ぼす耐震

性の低下に関わる影響があることに加えて、文化的・歴史

的観点や当時の技法の個別性から意匠や材料の変更を含め

た補修や改修が困難な部位があることも考えられる。 

以上を踏まえ、本研究では、文化財建築物で多用される

漆喰仕上げによる左官材料に着目する。これらは、天井だ

けでなく内外壁など広範囲に適用されている上、特色ある

技法で施工された建築物が今日でも全国に数多く使用され

ている状況を鑑みて、長期に渡る使用の結果、ひび割れ・

浮きが発生する段階まで劣化が進み、地震等の大きな外力

によって、美観性が顕著に損なわれたり、安全性・耐久性・

使用性の低下が生じる可能性がある。実際、長期使用され

た建築物で室内外の仕上材に損傷が発生すると、人的被害

や躯体への影響の有無に関わらず、以降の安全性や部材補

修の問題等で建築物ごと解体される事例があることから 2)、

災害時の安全性確保の観点に立脚した対応策を検討し、対

象となる漆喰を用いた左官天井の健全度を把握し、補修等

により性能改善を行う必要がある。 

更に、現在の技術動向を概観すると、湿式の漆喰天井に

限定すれば、JASS15 等の現行指針に概ね沿った形での再施

工 5)や、建築物の外壁補修技術を応用した漆喰天井の仕上

面側からの補強法 6)などが検討・実施されているが、既存

の左官天井部材下地の仕様が多岐に渡る傾向がある 7)。松

本らの報告 8)では、多くの文化財建築における木摺り漆喰

工法が適用された部材は、現行指針の JASS15 で提示されて

いる寸法を上回る傾向があり、JASS15 の 2007 年版には「左

官工事は適用可能な下地と仕上げの組み合わせが多岐にわ

たる」という文言があることから、同一の建築物であって

も部材の劣化程度に差異が生ずることが考えられている。

以上のことからも、対象部材の劣化状況や保存価値（文化・

歴史・技術・オーセンティシティ等）に適合した維持保全

の手法を具体的に提示する必要がある。 

そこで本研究では、既存左官部材の維持保全方法の一つ

として、可能な限り既存材料を存置しつつも意匠の変更を

伴わないことを念頭に置いた、下地側から実施する左官部

材補修工法の開発を行う。特に本稿では、岩手銀行旧本店

本館で使用されていた既存左官天井から採取した実部材を

用いて、木摺り漆喰天井部材の剥離・剥落を抑制すること

を目的とした補修工法に関する基礎的検討結果を報告する。 

 

2. 木摺り漆喰天井部材における補修工法の検討 

2.1 木摺り漆喰工法の捉え方 

表 1 に本論文で用いる木摺り漆喰工法に関する用語を示

す。現段階において木摺り漆喰工法の研究に関する報告は

多くはなく、部材等の名称は明確に統一されているわけで

はない。以上のことから、本論文内では建築工事標準仕様

書・左官工事「4.4 木ずり下地」（以下、JASS15）を参考に、

本稿で取り扱う用語を整理した上で使用する。 

本研究で扱う木摺り漆喰工法は、漆喰荷重の木摺り下地

への機械的抵抗力と剥落抵抗性に加えて、漆喰自体が担

保することが可能な抵抗力が相互に作用することで、部

材としての強度が発現されると考えられる。従って、木

摺り下地の目透かし部分に食い込んだ漆喰の引掛り及び、

小幅板と漆喰の接触面における付着強さによる剥落への

抵抗性を整理することが重要な要素となる。 
 

表 1 本論文で用いる木摺り漆喰天井部材に関する用語 

用語 分類 内容 

木摺り下地 

部材 

・ 

部位 

漆喰を塗り付ける下地部材 

小幅板 木摺り下地に用いる木材 

目透かし 下地に設けられる、漆喰が入り込む隙間 

引掛り 
形状を問わず、下地に塗り込められた漆喰が

支持力を発生する形状になっているもの 

食い込み 現象 目透かしへ漆喰が入り込むこと 

 *工学院大学大学院建築学専攻・修士 2 年 **工学院大学建築学部・教授  
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2.2 補修工法開発のアプローチ 

木摺り漆喰工法が適用された天井部材は、木摺り下地に

対して下塗り、斑直し、中塗り、上塗りというように、う

す塗りで層状に施工されることが多く、積層された漆喰の

荷重は、1 層目に塗られる下塗り層が主に負担していると考

えられる。また、同一の建築物で施工された部材であって

も、小幅板の寸法や目透かしの幅にばらつきが多いと言わ

れている 7)8)。さらに、既往の研究 9)-11) において、木摺り漆

喰工法を適用した壁や天井部材の地震被害等による損傷は、

漆喰層の剥落によるものが多いことが報告されている。特

に剥落を起こした部材では、木摺り下地の目透かしから漆

喰の引掛り部分が引き抜けて、下地の木部が露出する剥落

性状が多い傾向がある 9)-12)。漆喰層の荷重のほとんどは目

透かし部分の引掛りが負担しており、下地と漆喰の接触面

の付着強さは部材の支持力として寄与されにくいと考えら

れる。このことからも、小幅板と漆喰の接触面における付

着強さを当該補修工法によって改善することで、剥落に対

する抵抗性を向上させることが求められる。 

2.3 本補修工法で使用する樹脂 

本稿で示す工法で用いられた樹脂は、コンクリート構造

物の補修材や防錆剤として用いられる低粘度のアクリル樹

脂（以下、樹脂）を応用したものであり、粘性をはじめ、

浸透性や硬化時間など、施工状況に合わせた補修性能の調

整が比較的容易であり、建築物ごとに異なる劣化の程度や、

使用材料と施工方法に起因するばらつきが大きい左官部材

に対して適用性が高いと判断された。 

この樹脂は熱硬化性樹脂を主剤としており、12～16wt%

の硬化剤を混合することでアクリルモノマー及びメタクリ

ルモノマーからなる組成物(83～88wt%)の硬化体が形成さ

れる。また、流動調整用添加剤や硬化剤の種類、添加量を

変えることで、硬化速度・粘度等の性状を比較的自由度高

く制御することができる。なお、JIS A 6024 のエポキシ樹脂

注入工法で主に用いられる低粘度形のエポキシ樹脂は 100

～1000mPa・S の粘度を有するポリマーであるが、本工法で

用いるアクリル樹脂は常温における常温の粘度が 80～

100mPa・S の低粘度で、多孔質な材料に対して高い浸透性

を有しており、硬化時間は 30 分～7 日程度まで制御できる。

また、この樹脂は補修部位材料と混和して使用することも

可能であり、本工法の一部では既調合漆喰と樹脂を同量混

合したものを使用して、左官部材の物性に類似させている。 

2.4 本補修工法の概要 

表 2 に本研究における既存左官天井部材の補修手段の例

を示す。まず、木摺り漆喰天井部材に対しては、劣化状況

や部材・作業者への負担軽減を含めた 3 種類の方法を検討

した。3 工法の共通点としては、低粘度のアクリル樹脂を、

天井部材の脆弱な部分へ注入・浸透させ、一体化させるも

のである。これら①～③の工法は、同一の部材であっても

既存部材の健全度や施工状況に応じて混在させて施工する

ことが可能であり、既存部材の保存性を高めたまま補修を

行うことが可能である。 

表 2 本研究における補修手段の例 

下地 補修断面図 用途 

木
摺
り 

①穿孔注入 木摺りに約 φ10mm の穴を空け、樹脂を

注入する方法。木摺りと漆喰の界面に大

面積で樹脂を注入できる上、充填材によ

るアンカーの効果が期待できるので、補

修効果は最も高いと考えられる。加えて、

下地と支持部材を麻紐で締結すること

で、冗長性を付加させることが可能。 

麻ひも

木ずり

漆喰

②重ね塗り界面注入 複数の層に塗り重ねて施工する漆喰部

材の特性上、塗り重ね界面で剥離する可

能性もあるので、その部分へ約 φ5mm で

穿孔し、局所的に樹脂を注入して補修を

行う方法。木摺りと漆喰の付着が比較的

健全であった場合に用いる。 

③目透かし注入 目透かしに沿って樹脂を流し込む方法。

穿孔作業が必要なく、作業者の負担と天

井部材への加工度が軽減できる利点が

ある。一方で、下地や漆喰の空隙、引掛

り形状によって樹脂の浸透に差異が生じ

やすい方法でもあると考えられるため、今

後も検証が必要である。 

金
属
ラ
ス
（参
考
） 

ラス上面塗布 左官天井は下地に金属ラスを用いてい

るものも存在するので、本工法を発展さ

せた形でラス下地の補修法も検討して

いる。金属ラスは腐食した場合、下地ご

と剥落する可能性がある。そこで、ラス

の上面から樹脂を塗布すると同時に、

既存天井の上部にラスを新規に覆い被

せて天井部材の補強を図る方法を検討

中であり、今後も試験を重ねる。 

ラス重ね張り+上面塗布 

 

表 3 補修工法に関する実験の項目と内容 

実験 試験体 要因 試験内容 

1 
小型模擬
試験体 

漆喰の調合 
補修の有無、 

漆喰層の塗り厚

JIS A 6909 付着強さ試験を参照
し、小幅板と漆喰の接触面の付着
力を補修・無補修で比較 

2 既存部材
補修の有無、 

加振方向、加速度

3 次元振動台を用いて、加速度、加
振方向毎に既存部材への影響を
補修・無補修で比較 

 

表 4 補修工法に関する実験の使用材料及び部材 

実験 材料 記号 内容 

1 

水 W 上水道水 

消石灰 C JIS A 6902 左官用消石灰 

細骨材 S 
大井川産陸砂（粒度 2.0mm 以下、絶乾密度＝

2.68g/cm3、吸水率=1.32%、F.M.=2.83） 

すさ F アク抜き藁すさ（15mm 切） 密度＝0.5g/cm3 

つのまた糊 - 本実験では使用せず 

アクリル樹脂 - 主剤：硬化剤＝100：4（質量比）で混合 

充填材 - アクリル樹脂に同質量の既調合漆喰を混合 

2 

既存部材 1 M44 西側客溜まりから採取（明治 44 年施工） 

既存部材 2 S10 東側客溜まりから採取（昭和 10 年代施工） 

アクリル樹脂 - 主剤：硬化剤＝100：4（質量比）で混合 

充填材 - アクリル樹脂に同質量の既調合漆喰を混合 

麻紐 - 6 本撚り 引張強度：240N 以上 

 

従って、漆喰を塗り直す更新が回避でき、コスト削減が図

られる可能性が高い。また、木摺り漆喰を部分的に施工す

る高度な技術への要求が軽減され、下地側からの補修によ

って、漆喰天井の仕上げを損なうような影響を生じさせる

可能性が低い。 

なお表 2 の下部に、金属ラス下地の左官天井の補修案を

示す。これら 3 工法の発展形として、ラスの上面に樹脂を

塗布する方法をはじめ、既存部材の上から新規にラスを重 
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ねて下地材を補強する方法などに展開が可能である。 

2.5 穿孔注入による補修法について（工法①） 

表 2 に示すように、実工事における再現性および拡張性の

高い補修工法を目指しているが、現段階においては工法①

が、工法②及び③の要素を含み、適用範囲が広く、補修効

果の高い工法と考えられる。従って、本稿では工法①を中

心とした実験結果を報告する。 

 

3. 木摺り漆喰天井部材における補修工法の開発 

3.1 本補修工法における付着強さ試験の概要（実験 1） 

3.1.1 木摺り漆喰部材の小型模擬試験体について 

表 3 に補修工法に関する実験の項目と内容、表 4 に補修

工法に関する実験の使用材料及び部材、表 5 に小型模擬試

験体の概要を示す。補修工法の基礎的検討に際し、木摺り

漆喰天井部材を模した小型の試験体（以下、小型試験体）

を試験室で作製した。木摺り漆喰天井部材において、漆喰

の引掛りの脱落による損傷は、その部分の漆喰が最大強度

に達する前に剥落する場合が多く、すさ等の繊維状の含有

物が多い材料の特性が発現されないため、引掛りが破断す

ることによる破壊よりも脆性的な傾向を示す可能性がある。

そこで今回は目透かしを省略した下地を用いて、漆喰調合

を要因とした小幅板と漆喰の接触面における付着強さを評

価する。また、同様の小型試験体に対して表 2 の工法①の

方法で試験施工を行い、補修効果を確認する。 

小型試験体の作製及び保管は気温 20�・湿度 60％を目指し

た試験室にて行う。今回は漆喰のすさ含有率、砂含有率、

水消石灰比を実験要因として、養生期間 24 日の若材齢にて

強度試験を実施し、安全側に立脚した相対的な比較を行う。

小幅板は小型試験体 1 基あたり 4 枚（幅 40×厚さ 12×長さ

200mm）使用し、受け材（天井材の野縁に相当）2 本（幅

30×高さ 40×長さ約 200mm）へ隙間なく並べ、小幅板の幅方

向に釘を 1 ヶ所あたり 2 本ずつ用いて留付ける。最後に、

漆喰の塗り厚に合わせて、下地の外周へせき板を取り付け

る。なお、本実験では漆喰の塗り施工時に小型試験体の下

地を架台から垂下することで実際の天井板の施工環境を模

擬する。また、左官部材特有のコテ圧等の人為的な影響を

生じにくくするため、小型試験体の作製は同一の作業者が

実施し、塗り施工時と同様の向きのまま養生を行う。 

3.1.2 無補修の小型試験体における調合要因の比較 

小型試験体の養生終了後、架台から取りはずして仕上面を

上に向けて置き、JIS A 6909 を参考に 40×40mm のフィラー

アタッチメントの中央が、それぞれの小幅板の長手方向の

軸に位置するように漆喰の仕上面へ装着する。つまり、1

枚の小幅板の上部にアタッチメント1つを配置する。次に、

アタッチメントの外周に沿って漆喰層に切欠きを入れた後、

試験機を取り付けて上向きの荷重を加える。漆喰層が下地

から剥離したところで除荷し、最大荷重を記録する。なお、

養生中に漆喰が剥落する試験体が一部確認され、付着強さ

が極めて小さいことも予想されたため、切欠きの際には漆

喰層が揺れ動かないように木材で下方向に押さえつけて行

い、付着強さ試験の試験機は小荷重でも測定可能なデジタ

ルフォースゲージ（0.01N～50N）を用いる。 

3.1.3 補修を実施した小型試験体の付着強さ 

今回の補修効果の確認は、左官天井における剥離・剥落

抵抗性への安全側に立脚した補修効果の検証を行うため、

表 2 の工法①に準じた方法を採用する。養生終了後、架台

から小型試験体を取り外して仕上面を下に向け、小幅板の

中心部分へ 1 枚あたり 1 箇所の樹脂注入穴（φ10mm）を穿

孔する。穿孔深さは、小幅板の厚み+漆喰塗り厚×0.5 とす

る。注入後の養生期間は、JIS A 1612 を踏まえ、かつ今回使

用する樹脂で制御できる最長硬化時間の 2 倍の 14 日とする。

養生終了後、無補修試験体と同様の方法で試験を行うが、

補修試験体では最大荷重 10kN の試験機を用いて、下地と漆

喰の付着強さを測定する。 

3.2 本補修工法における振動実験の概要（実験 2） 

3.2.1 評価対象建築物及び既存部材の採取 

表 3 に実験項目と内容を、表 4 に使用材料及び部材を、

表 6 に既存部材の評価対象建築物の概要を示す。既存の漆

喰天井部材における検討に際して、岩手銀行旧本店本館

（1911 年、辰野金吾・葛西萬司設計）の復原工事に併せて、

既存の木摺り漆喰天井部材（以下、実構造部材）を約 1m 四

方で実際に切断・採取した。この建築物は昭和初期に吹き

抜け部分への増床や間仕切の増設等の改造が施されていた

ため、今回の復原にあたっては、撤去予定の天井部材の一

部を採取することができ、本実験における実構造部材とし

て活用した。 

表 5 小型模擬試験体の概要 

項目 内容 

形状・寸法 木摺り下地を模擬 仕上面寸法：約 200×200mm 

小幅板 杉荒材 (厚さ 12×幅 40×長さ 200mm) 4 枚/1 基 

受け材(野縁) 杉角材 (幅 30×高さ 40×長さ 200mm） 2 本/1 基 

釘 鉄釘(20mm）小幅板の幅方向に 2 本ずつ 16 本/1 基

目透かし なし（小幅板と漆喰界面の付着強さを評価） 

せき板 漆喰塗り厚に合わせて下地の側面に取付け 

漆喰の調合 

水消石灰比 W/C（質量比）：75%、85%、90% 

すさ含有率 F/V（体積比）：2、4% 

砂含有率 S/V（体積比）：0、20、40% 

漆喰塗り厚 約 10、20、30mm 

作業方向 
上向き（天井施工時の環境を模擬するため、漆喰仕上

面が下向きになるように型枠を吊り下げる） 

養生環境 
気温 20�、湿度 60%、養生期間 24 日 

（実建物の天井施工時と同様、仕上面は下向き） 

 

表 6 既存建物の非構造天井部材の評価例とする 

対象建築物の概要 

名称 岩手銀行旧本店本館（国指定重要文化財） 

設計 辰野金吾 葛西萬司 

竣工 明治 44(1911) 

構造 壁  体：煉瓦造(イギリス積み) 小屋組：木造トラス構造 

調査箇所 木摺り漆喰天井 

備考 
2012 年に銀行用途廃止のち、2016 年まで耐震・修復工事を

実施、以降は資料館・イベントスペースとして活用 
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表 8 実構造部材の仕様 

 M44 S10 

合計質量 (kg/m2) 23.31 37.29 

木摺り下地（杉材）想定質量 (kg/m2) 4.88 5.66 

漆喰層想定質量 (kg/m2) 18.43 31.63 

木摺り本数 (本/m) 18 23 

野縁太さ (mm) 52×52 56×56 

木摺り小幅板（杉材）の幅 (mm) 43～47 35～41 

木摺り小幅板の厚さ (mm) 7.6～9.9 8.3～11 

目透かし幅 (mm) 10～12 3～9 

漆喰層 
の構成 
(mm) 

下塗り 2～3 2～3 

斑直し 6～7 8～10 

中塗り 1～2 6～7 

上塗り 1 2 

合計 10～13 18～22 

 

3.2.2 実構造部材に対する試験施工について（工法①） 

表 7 に実構造部材における試験補修の流れ、表 8 に実構

造部材の仕様を示す。補修対象の部材は建築物ごとに仕様

の差異が大きい傾向のある左官部材であるため、施工前の

健全度評価や仕様の調査が必要である。今回の実構造部材

に対する試験施工でも、最初に仕上面の劣化状態の確認を

行ってから、試験体の仕上面を下に向け、試験体の大きさ

に切断した 20mm 厚のスタイロフォームの上に置いて補修

施工を行った。工法①の場合、表 7 右側の平面図のように、

樹脂は小幅板に沿って広がり、小幅板と漆喰の接触面が平

面的に接着されると考えられるが、床に置いて作業を行う

場合、木摺り下地の自重が樹脂の浸透に影響を及ぼす可能

性があるため、樹脂の注入時には注入部分直下のスタイロ

フォームを抜去し、小幅板と漆喰の界面が圧着されないよ

うにした。また、下地側からの補修作業は仕上面の意匠が

変更されないという利点があるものの、作業中における仕

上面の状況把握が難しいという側面があるので、実際の建

物で施工を行う場合は、仕上面の状況把握を行う手段を策

定しておくことが必要となる。今回の実験でも施工後に仕

上面を確認したが、施工の影響によるひび割れの増加や樹

脂の浸出は認められなかった。 

3.2.3 本補修工法の振動実験による性能評価（実験 2） 

前述の 3.1 項の試験を発展させ、補修効果を含む剥離・剥

落抵抗性を部材単位でも評価するために、3 次元振動台によ

る振動実験を実施した。表 9 に実構造部材への振動実験の

入力波の種類と順番、写真 1 に加振フレーム、写真 2 に実

構造部材の取付け状況を示す。実験を行うにあたり、天井

板の野縁を挟み込むように鋼材の治具を圧接し、振動台上

の加振フレームに吊り下げた。今回の実験では、天井を吊

表 7 実構造部材における試験施工の流れ 

工事仕様 試験施工の流れ 木摺り下地側の平面図と施工位置 

A: 
施工前 

の 
確認 

劣化状態 
の評価 

試験体の仕上面を上に向けて床に置き、小幅板の痩せ、浮き等の健全度を確認する。目視、非破壊

試験、貫入試験など。加えて、小幅板や漆喰の厚さ等、対象部材の仕様を可能な限り把握する。今回

の試験施工では、既存天井を切断した実構造部材を用いたので、切断面の観察による小幅板の厚さ

や、漆喰の塗り厚も確認する。 
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S10 試験体 

○ 穿孔位置（拡大して図示）

 麻縄の配置位置 

 樹脂の浸透イメージ 
 

寸法等の 
仕様の 
確認 

参考値として、実構造部材 2 体のそれぞれの質量と小幅板 1 枚毎の幅、目透かし幅も測定した。各試

験体の全体質量は、複数の電子はかりの上に試験体を載せ、各はかりが表示した質量を合計して算

出する。木摺り下地部分の質量は、測定した寸法情報を基に体積を求め、下地に使用されている杉材

の密度（0.38g/cm3）を乗じて算出し、その値を全体質量から差し引いた結果を漆喰部分の質量とした。

木摺り下地や漆喰層の寸法などはノギスを用いて小数第 2 位まで測定する。小幅板の幅、厚さ、目透

かし幅は測定部分が試験体毎に 20 か所程度あるため、1 箇所につき 2 回ずつ測り、平均値を採用す

る。また、試験体毎に各条件の部材寸法の平均値と変動係数を求める。 

B： 
穿孔 
の 

検討 

位置 

下地側を上に向けて床に置き、樹脂の注入に必要な穴の位置を予め木摺り下地にチョーク等でプロッ

トする。今回は、補修の有無を実験要因にしているので、各実構造部材の半分を補修領域とする。ま

た、2 つの試験体で野縁の位置が異なるため、小幅板方向の間隔は試験体毎に決定することとし、1枚

の小幅板に 2 つ以上の穴を設けないような配置とする。（右図参照） 
深さ 確認した部材の厚さを基に、穿孔深さの目標を検討する。今回は、木摺り+漆喰塗り厚×0.5 とする。 

C： 
穿孔 
作業 

穿孔 

小幅板のめくり上がりや漆喰層の貫通に注意しながら、所定の深さまで穿孔を行う。今回は穴の底部を

平坦にするため、フォスナービットを用いる。ドリルは漆喰層に達すると、穿孔速度が急激に早くなるた

め、ドリルビットに部材厚さの目安をマークしておき、こまめに穴内部の状況を確認する。また、樹脂の

浸透に影響が出るため、穴内外に残存する削りカスをブロワーや掃除機で除去する。 

D： 
補修 
処理 

1 次注入 1 回目の樹脂を注入する。注入量は、穿孔した穴の体積と同量とする。 

2 次注入 
以降 

浸透状態は穴内部の樹脂の光沢を目視で確認し、底部の露出をもって浸透終了とする。終了次第 2
次注入を行うが、1 次注入から 60 分経過後までには浸透状態に関わらず全ての穴へ 2 次注入を行う。

その際も穴体積と同量の樹脂を準備するが、穴から溢れ出る場合はその時点で注入を中断する。樹

脂の浸透が早い場合や、小幅板が揺れ動くような空隙がある部分は、樹脂の浸出に留意しながら 3 次

注入も同様に行う。 

麻紐の 
挿入 

樹脂注入後、速やかに麻紐を差し込む。麻縄は長さ約 10cm に予め切断した物を用意し、野縁と平行

方向の隣接する穴へ縄の両端を挿入する。縄は、穴の埋戻しまで揺れ動くことの無いように、粘着テー

プ等で仮留めする。 

充填材の 
注入 

対象部位の樹脂注入終了から 60 分以上経過したのち、樹脂と既調合漆喰を同質量ずつ混合した充

填材を用いて、麻紐を固定しつつ穴を埋戻す。再度 60 分以上置き、充填剤の硬化を触診により確認

してから、仮留めを除去する。 

作業の 
様子 

   
A：劣化状態の評価 B：穿孔位置、深さの検討 C：穿孔作業 D：樹脂注入、麻紐差込 D：充填剤による穴埋め D：麻紐の仮止め、固定
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り下げる治具及び加振フレームを全て鋼材で作製し、試験

対象の部材以外が十分に剛体であると仮定した上で、入力

波が部材に対して直接作用するようにした。また、試験体

を吊り下げた後に表 7 右図の試験体中心線にそって漆喰層

に切り欠きをいれ、補修の有無による影響を確認するため

の縁切りを行った。入力波は天井板の損傷状況や加振目的

によってその都度決定したが、段階的に入力加速度が大き

くなるようにした。なお最後に加振した M44 はすべて

900gal 以上の加速度を入力したが、これは先に試験した S10

が 900gal 以上でも顕著なダメージが認められなかったこと

を踏まえ、1 回目から大加速度を与えても大きな影響は与え

ないと判断したためである。 

 

表 9 実構造部材への振動実験の入力波の種類と順番 

部材 順番 入力波(gal) 周期(Hz) 時間(s) 加振方向 

 
S10 

1-1 300 

2.5 
120 

Z 軸 
1-2 600 

1-3 890 60 

1-4 

980 

5 
120 1-5 X 軸 

1-6 
2.5 Z 軸 

1-7 600 

M44 

2-1 

980 2.5 

180 

Z 軸 2-2 
300 

2-3 
 

表 10 実構造部材の加振段階ごとの状態 

部材 順番 
入力波 

(gal) 
加振後の部材の状況 

S10 

1-1 300 仕上げ面のひび割れ進展は無く、剥落も発生せず。

木摺り下地と漆喰の界面剥離が若干進行する。 1-2 600 

1-3 890 

仕上げ面のひび割れ進展は無く、剥落も発生せず。

木摺り下地と漆喰の界面剥離がさらに進行し、漆喰層

の浮きが目視で認識できる箇所が増える。補修の有無

による剥離程度に差異が生じ始める。 

1-4 

980 

仕上げ面のひび割れ進展は無く、剥落は発生せず。

無補修側において、小幅板がそり上がって漆喰と剥離

している箇所が認められる。その部分における漆喰の

引掛りは、目透かしから抜ける形態となる。 

1-5 

1-6 

1-7 

M44 

2-1 

980 

 

仕上げ面のひび割れ進展は無く、剥落は発生せず。

木摺り下地と漆喰の界面に剥離は認められず、補修

側、無補修側の顕著な差異は確認されなかった。S10

よりも漆喰層が薄く、自重が軽いことに加えて、目透か

し部分の引掛りによる支持力が大きかったためと考え

られる。 

2-2 

2-3 
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4. 木摺り漆喰天井部材における補修工法の性能評価結果 

4.1 本補修工法の付着強さ試験による性能評価（実験 1） 

4.1.1 無補修の小型試験体における調合ごとの比較 

図 1 に条件ごとの無補修試験体の付着強さ試験結果を示

す。実験の結果、各試験体の最大荷重の全平均は 3.83N で

あり、単位面積あたりの抵抗力（0.0024N/mm2）で評価する

と、外壁タイルの付着強さ基準 0.4N/mm2と比較して約 0.6%

の値となっていた。漆喰調合による強度と木摺り下地の仕

様に関する報告 13)では、すさ含有率が増加すると漆喰の曲

げ、剪断強度共に増加し、目透かし幅と付着強さに相関関

係が認められたが、目透かしを省略した下地においては、

小幅板と漆喰の接触面における付着強さに、調合との相関

関係は確認されなかった。加えて、養生中に漆喰が剥落す

る試験体もあったため、安全側に立脚した場合、小幅板と

漆喰の接触面における付着強さは剥落の抵抗要素として期

待できないことが改めて確認できた。以上のことから、目

透かし部分の引掛りを考慮しない場合、小幅板と漆喰の接

触面における付着強さは調合による影響は大きくなく、脆

弱的な破壊を示す部分であると言える。 

4.1.2 補修を実施した小型試験体の付着強さ 

図 2 に補修を実施した試験体の付着強さを示す。前述の

実験における木摺りと漆喰の界面において、付着強さと調

合との因果関係が認められなかったため、本論文では 4.1.1

における最大荷重の平均値（3.83N）を用いて比較を行った。

実験の結果、最大荷重は無補修の試験体と比較すると少な

くとも 66.5 倍の付着強さの向上が認められた。漆喰と木摺

りの界面で剥離することはなく、漆喰層における破断モー

ドは図 2 c)に示す 3 つに分類できた。各破断モードで最大荷

重にばらつきはあるものの、無補修の試験体と相対的に比

較した場合、漆喰の荷重を負担する箇所として考慮できな

かった木摺りと漆喰の界面に、剥落への抵抗性を高められ

ることが分かった。 

4.2 本補修工法の振動実験による性能評価（実験 2） 

表 10に実構造部材の加振段階ごとの状態を、写真 3に S10、

写真 4 に M44 の最終加振後の無補修・補修側の各断面を示

す。本検討における振動実験では、最終的に両天井板とも

980gal で加振を行ったが、仕上面のひび割れ進展は目視で

は認められず、剥落も発生しなかった。特に M44 は S10 と

比較して漆喰層が薄く自重が軽いことに加え、施工状況が

良好である故、木摺りと漆喰界面の顕著な剥離は認められ

ず、無補修側、補修側共に十分な付着が保たれた。 

一方でS10は、無補修側よりも補修側の剥離幅が小さく、

本補修工法による効果が認識される結果となった。また、

今回は考慮していない木摺り下地の変形が発生した場合、

下地の変形に追従できない漆喰層が剥落する可能性がある

ため、検討の余地がある。しかしながら、本試験では剥落

こそしなかったものの、漆喰の引掛りが目透かしから引き

抜けることにより、鉛直方向の支持力を低下したとみられ

る箇所があり、そのような部分は周辺の漆喰層が曲げや剪

断応力を負担しているので不安定な状態といえる。 

5．まとめ 

本研究で得られた知見を以下に示す。 

1) 文化財建築物の既存の木摺り漆喰天井部材において、下

地側から小幅板と漆喰の界面へ浸透性アクリル樹脂を

注入する補修工法を開発した。この補修により、無補修

の部材と比較して小幅板と漆喰の付着強さが少なくと

も 66.5 倍向上し、漆喰の剥落への抵抗性を高められる

ことを示した。 

2) 目透かし部分の漆喰の引掛りによる支持力を排除した

試験の結果、小幅板と漆喰の接触面の付着強さは、漆喰

の自重を負担する要素として期待できないことが確認

できた。この結果より、抵抗力の不足によって脆性的な

剥落を起こす要因となりうる可能性がある。そのため、

既存の木摺り漆喰天井部材を現状のまま活用する場合

は、木摺り下地と漆喰の接触面における付着強さを高め

る補修を選択肢に含める必要がある。 

3) 実構造部材に補修を施して最大 980gal の振動実験を行

った結果、S10、M44 の両試験体とも、木摺り下地と漆

喰の界面剥離が抑制されると共に、補修部分における漆

喰引掛り部分の切断や目透かしからの脱落が抑制され

た。今後は、天井部材の変形を考慮した試験を重ねて行

い、実構造物により近い条件で引続きデータ収集を行う。 
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超高層ビルの構造・非構造部材における要素材料の補修モデルに関する研究 

～アクティブ赤外線サーモグラフィ装置を用いたコンクリートのひび割れ深さ検出～ 

佐藤勇太*, 田村雅紀**，岡健太郎*** 

 

1.はじめに 

 コンクリートは塩害や中性化、凍害、乾燥収縮などの経

年劣化や施工不良、災害の被害による浮きや剥離、ひび割

れ等の劣化につながるので維持管理が必要である。コンク

リートの浮きや剥離、ひび割れにより美観を損なう、構造

物内へ漏水、構造耐力を損なう、鉄筋の腐食等が原因とな

り、補修工事が行われている。その補修工事を行う際には

建物の劣化を調査し補修箇所を特定する必要がある。 

そこで、補修工事を行う前の検査の方法として、破壊を

伴う検査と非破壊による検査がある。本研究で用いた赤外

線サーモグラフィ装置は非破壊による検査を行うことが

可能である。赤外線サーモグラフィ装置は非破壊検査では

主に建物の大きな面を撮像し健全部と劣化部の温度変化

の違いから劣化箇所を発見するために用いられる。赤外線

サーモグラフィ装置を用いた検査でひび割れの劣化をよ

り詳しく調査できないかと考え研究を行うことにした。 

そこで、本研究では研究 1 でコンクリート構造物の劣化、

特にひび割れによるものについての調査。ひび割れと鉄筋

との関係性について調査を行う。研究 2 でコンクリート構

造物である図 2a）の工学院大学八王子校舎 15 号館のひび

割れ調査、温度変化の調査を行い、コンクリートの模擬ひ

び割れ試験体をひび割れ幅や深さ、明度の違いのあるもの

をつくり劣化を評価し、赤外線サーモグラフィ装置とコン

クリート構造物のひび割れとの関係性を評価する(図 1)。 

 

2.実験概要 

2.1 工学院大学八王子校舎 15 号館現地報告書による調査 

表 2 の文献調査に示すように、既往の工学院大学八王子

校舎 15 号館現地調査報告書をもとに、コンクリート構造

物である工学院大学八王子校舎 15 号館の劣化を確認した。

そこで、図 2a）の写真で確認できるように、内外壁 P コ

ン穴埋めモルタルの剥離、外壁の汚れ、防水の仕上げモル

タルの剥離、コンクリート面のひび割れ等の問題を抱えて

いることが確認できた。今回の調査報告書によるとひび割

れに関しての補修は行われず、P コン穴埋めモルタル、仕

上げのモルタルの補修が行われる。そのため、さらに明確

な補修箇所を特定することができるのではないかと考え、

今回本実験では赤外線サーモグラフィ装置により、コンク

リート面のひび割れと熱的温度変化の関係性について研

究を行う。 

図 1 研究の流れ 

表 1 使用材料 

 項目 材料 種類 
八王子

校舎

15 号

館

普通コン

クリート

セメント 普通 PC 
粗骨材 川砂利又は砕石 
細骨材 川砂又は山砂 
混和材 AE 減水材 

試験体
普通コン

クリート

セメント 普通ＰＣ、ブリージング防止用ジェッ

トセメント混和 
粗骨材 青梅産砂岩砕石、密度 2.59ｇ/ｃｍ3 
細骨材 大井川陸砂、密度 2.64ｇ/ｃｍ3 
混和剤 AE 剤、AE 減水剤 

表 2 実験水準と要因 

 実験要因 水準 

研

究

1

調査

1 
文献調査 

工学院大学八王子校舎15号館

現地調査報告書 
調査

2 
ヒアリング調査 コンクリート構造物の劣化 

要求区分 安全性、耐久性 

研究 2 

八王子校舎 15 号

館調査 

ひび割れ幅(mm)、温度変化

(℃),ひび割れ深さ(mm)、水分

量(%) 

模擬ひび割れ品

質評価 

圧縮強度、割裂引張強度、ひ

び割れ幅(mm)、温度変化(℃)、
ひび割れ深さ(cm)、水分量(%)

測定内容 水分量（％）、温度(℃)、 

 

 

 

 

 

 

a)工学院大学八王子校舎 15 号館    b)劣化箇所写真 

図 2 調査対象建物 

 

2.2コンクリート構造物の劣化に関してのヒアリング調査 

一度工学院大学八王子校舎 15 号館の調査を行っている

大成建設の方にコンクリート構造物の劣化についてヒア

リング調査を行った。コンクリート面にひび割れがあると 

 *工学院大学建築学部建築学科・学部４年 **工学院大学建築学部建築学科・教授 ***大学院建築学専攻・修士 2 年 
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き、その幅や長さについてはクラックアイを用い、ひび割

れの幅を計測し補修を検討する。その補修方法は基本的に

0.2ｍｍ以下の場合シール材を塗る。それ以上のひび割れ

幅の場合は、Ｕカットシール材により補修が行われる。こ

れらの補修方法の区別としては補修材料がひび割れに入

り込むか入り込まないかという基準でわけている。また、

目視でより目立つひび割れに関しては構造的に問題がな

いか構造設計者の確認、調査を行う場合もある。1ｍｍ以

上のひび割れがみられた場合には構造設計者の確認など

深く追求されることが多い。また、柱や外壁など重要度の

高い部位は特別な補修方法を設けているということもな

く基本的にひび割れ幅の大きさをもとに判断し補修が行

われる。しかし、壁の両側に同じようなひび割れが入って

いる場合はひび割れが壁面を貫通して入るため危険なひ

び割れとして判断する。また、補修を考慮するひび割れは

基本的には外部に面する雨水のかかる箇所に発生したひ

び割れで建物内の壁面のひび割れは特別要望がない限り

補修することはない。現在、ひび割れが鉄筋まで到達して

いるかの判断は雨水が鉄筋まで到達し錆びることによっ

て出た錆汁があるかないかで判断することが多いため、コ

ンクリート内の鉄分と雨水が反応し出た錆汁との正確な

判断はできていないことがある。そのため、ひび割れ深さ、

ひび割れが鉄筋まで到達しているか分かることができれ

ばその後の補修や改修に非常に役に立つことが分かった。 

 

3.コンクリートのひび割れの熱的調査 

3.1 工学院大学八王子校舎 15 号館に関する調査 

 表 2 に示すように、実構造物である工学院大学八王子校

舎 15 号館の屋上コンクリートを対象に実験を行った。 

測定方法は、NDIS 3428 の規定にもとづきアクティブ

法での試験を行った。そのため水を吹きかけ意図的な冷却

を行いその後の自然環境の中での温度変化を測定した。実

験の流れはまず、対象物のひび割れに十分に水が入るよう

水をかける。その後赤外線サーモグラフィ装置により温度

変化を測定。色差計により明度と彩度の変化、水分計によ

り水分量の変化のデータをとりこれらとひび割れ幅との

関係性について考える。実験は 2016/7/1 外気温 27℃の環

境下で工学院大学八王子校舎 15 号館の屋上にて行った。

実験環境は図 3 に示す。図 3a)は実験環境のイメージ図で

ある。図 3b)は実際の実験環境である。また、ひび割れ箇

所はひび割れ幅 0.4ｍｍ、0.75ｍｍ、0.5ｍｍの３箇所と健

全部のなかで、目視で色の違いが見られた①～④の４箇所

のデータを比較する。図 4a)の赤外線画像は測定箇所に水

をかけた際の画像である。図 4d)は水をかけてから 100 分

後の画像である。図 5b)は測定した結果をグラフにまとめ

た。図 4a)の画像からひび割れ個所は、健全部に比べ色が

明るいため温度が高いことが分かる。ひび割れ箇所が全体

的に健全部より温度が高いのはコンクリート表面が水で 

 

表 3 実験項目と方法 

 項目 方法 

研

究

1

調査 1 文献調査
工学院大学八王子校舎 15 号館現
地調査報告書 

調査 2 ヒア 
リング 

コンクリート構造物の劣化につ
いての聞き取りひび割れ箇所の
劣化判断方法、ひび割れ箇所の補
修方法についての聞き取り

研

究

2

実構造
物

八王子 15
号館

赤外線サーモグラフィ装置によ
る温度変化の測定 

模擬ひ
び割れ
試験体

試験体作
成 

円柱供試体割裂により半分に割
りひび割れ深さの違いを作る。 
ひび割れ幅、深さ別試験体は銅板
またはステンレス板を差込み計
12 種類のひび割れを作成する。

圧縮試験 アムスラー式圧縮試験機にて圧
縮強度、割裂引張強度を測定

品質調査
圧縮強度、割裂引張強度、ひび割
れ幅(mm)、温度変化(℃)、ひび割
れ深さ(mm)、水分量(%)

 

a)実構造物実験風景イメージ   b)実構造物実験風景 

図 3 実構造物の実験環境 

c)測定開始から 60 分後 d)測定開始から 100 分後 

図 4 実構造物の赤外線画像 
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やされて温度低下したのに比べ、ひび割れ内にある空気が

冷やされるのに時間がかかっている。図 4d)の 100 分後の

赤外線画像より健全部とひび割れ箇所の色が逆になりひ

び割れ箇所が健全部に比べ温度が低くなることが分かる。

100 分後の結果でひび割れ箇所の温度が低くなっている

のはコンクリート表面が太陽光により温められすぐに水

が蒸発し温度が上昇していく温度変化に比べ、ひび割れ箇

所はひび割れ内にある水が多く含まれるために蒸発しき

るのに時間がかかり温度が上昇するのに時間がかかるた

めこのような結果になった。また、健全部の温度上昇が測

定開始 10 分～20 分に比べ、ひび割れ箇所は 20 分～30 分

で健全部がひび割れ箇所の温度を上回った。健全部の中で

も図 6a)、d)に示す L＊値の低い、色の黒い箇所は温度が高

くなることも確認できる。図 5a)に示すように、含水率に

関しては測定開始 10 分後には健全部の値が急激に小さく

なる。温度変化のグラフと比較してみても 10 分～20 分に

温度が上昇していくので含水率との関係性は大きいこと

が分かる。ひび割れ箇所については、健全部ほど急激な変

化はみられず緩やかな右下がりのグラフになっている。 

3.2円柱供試体割裂による模擬ひび割れ試験体による調査 

ひび割れ幅だけでは劣化度を測ることが難しいため、本

研究ではひび割れ深さに違いのある試験体により調査を

行う。試験体をアムスラー式圧縮試験機により一度半分に

割る。割ったものをひび割れ深さの違いができるように、

断面を斜めに二等分し、二等分した片側に接着剤をつけ貼

り付け模擬ひび割れ試験体を作成する。ひび割れ幅は

1mm でひび割れ深さは 0~100mm のひび割れができる。 

測定方法は NDIS 3428 の規定にもとづきアクティブ法

により行う。まず、試験体に水を吹きかけ冷却する。しか

し、今回は赤外線ランプを照射し測定中一定の距離から模

擬ひび割れ試験体に熱を与え続け意図的に、温度変化を生

じさせるアクティブ法により行う。また、今回の実験は日

射の無い場所で行った。実験の流れとしては、まず試験体

に十分に水が染み込むよう水をかける。水を十分に染み込

ませた後、赤外線ランプにより模擬ひび割れ試験体を照射

し加熱させる。加熱され温度が上昇していく様子と水分量

の変化を赤外線サーモグラフィと水分計で測定する。 

結果、実構造物を対象にした実験の結果と同様に温度変

化からひび割れ個所を検出することはできた。図 8 の赤外

線画像を確認すると、健全部とひび割れ箇所は色の違いに

より判断することができる。図 8a)の測定開始時の画像で

は、ひび割れ箇所が明るい色を示し特定することができる。

図8b)の水を吹きかけた際の赤外線画像もまたa)の時と同

様ひび割れ箇所が健全部より明るい色を示しているため

ひび割れを確認できる。図 8c)の測定開始から 60 分後の

赤外線画像は健全部に比べひび割れ箇所の色が暗くなっ

ている。この時に健全部の温度上昇に比べ、ひび割れ箇所

の温度上昇が遅いためこのような結果になった。 

 

 

 

 

 

 

 

a)実構造物の含水率変化   b)実構造物の温度変化 

図 5 実構造物の含水率、温度変化  

 

a)試験風景イメージ    b)試験体実験風景 

図 7  実験方法と温度変化 

 
図 8 円柱供試体による模擬ひび割れ試験体赤外線画像 

図 9 円柱供試体による模擬ひび割れ試験体の試験結果 
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図 8d)の測定開始から図 9a)の含水率の変化を見てみると

ひび割れ深さが 0ｍｍの箇所はひび割れ深さ 50ｍｍ、100

ｍｍの箇所に比べ水吹きかけ時から測定終了まで一番低

い値であったが、100ｍｍの箇所を比べてみると 50ｍｍの

箇所の方が含水率の値は高い。図 9b)の温度変化のグラフ

ではひび割れ深さ 0ｍｍの箇所に比べひび割れ深さ 50ｍ

ｍ、100ｍｍの箇所は水吹きかけ後温度が低い。 

3.3 ひび割れ幅・深さ別模擬ひび割れ試験体による調査 

 図 10a)にあるように角柱試験体に幅 0.1ｍｍ、0.3ｍｍ、

0.5ｍｍ、1ｍｍの銅板をそれぞれ深さ 2ｃｍ、4ｃｍ、6ｃ

ｍの深さの違いをつくり差込み、固まる前に引き抜き模擬

ひび割れ試験体を作成する。試験体を測定方法は図 7a)に

あるように実構造物の調査の際に行った時と同様に NDIS 

3428 の規定にもとづきアクティブ法により行う。まず、

試験体に水を吹きかけ冷却する。また、今回はその後赤外

線ランプを使用し測定中一定の距離から模擬ひび割れ試

験体に照射し熱を与え続け意図的に、温度変化を生じさせ

るアクティブ法により行う。測定結果は図 11、図 12 にあ

るように、ひび割れ幅、深さが大きくなるほど温度上昇は

遅くなることが確認できた。ひび割れ幅 0.1ｃｍの試験体

では健全部との差もあまり見られず、補修の検討の目安と

なる0.3ｃｍ以上の試験体では差がみられるため補修検討

の際の調査に用いることができるのではないかと考えら

れる。図 13 のひび割れ深さと幅の関連図では、ひび割れ

幅を測り調査後、測定開始からの温度差を求める。その二

つの情報からひび割れ深さが分かり、ひび割れ深さと幅、

補修材料費の関係性を図にまとめたものである。 

 

4 まとめ 

 1）赤外線サーモグラフィ装置を用い、ひび割れ幅と深

さの違いを読み取ることができ、ひび割れ補修に関わる外

壁調査による一次診断の技術情報を検討した。 

2）外壁調査によるひび割れ幅と深さの関係から補修材料

コストを求める関連図を作成した。 

 

参考文献 

1）鉄筋コンクリート構造建築物劣化調査報告書 

2）NDIS 3428 赤外線サーモグラフィ法による建築・土木構造物

表層部の変状評価のための試験方法 

3）公表価格 HP http://kohyo.kensetsu-plaza.com/ 

 

図 12 ひび割れ幅・深さ別模擬ひび割れ試験体温度変化 

 

 

図 13 ひび割れ深さと幅の関連図 
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エリア防災拠点をつなぐ自立移動式災害対応支援ユニットの開発 
 

地域防災拠点，災害支援，ゼロエネルギー，情報発信           中島 裕輔＊ 

         

                  

１．はじめに  

災害時、エリアの現地本部や小中学校等の避難所、

一時滞在施設等の地域防災拠点では、情報収集・発

信、地元住民や帰宅困難者の受け入れ、救急救護な

どのため、エネルギーおよび情報通信インフラの確

保は最重要課題である。ところがその整備はなかな

か進んでいないのが現状である。そこで、テーマ 3

では、災害時にこれらの地域防災拠点に駆けつける

ことができ、情報通信面、必要最小限のエネルギー

供給面、救急救護面のサポートを行う、自立移動式

ゼロエネルギーユニット（D-ZEV: Disaster-robust 

Zero Energy Vehicle）の開発をおこなう。 

このユニットは、①自然エネルギーを活用した発

電・蓄電設備、太陽集熱設備、長距離無線 LAN・DTN

／ICN 技術を活用した非常用通信設備、および、応

急救護・災害医療活動を支援する空調換気システム

を搭載した自動車（D-ZEV 本体）、および、②小回り

が利き、エリア情報を収集する通信ユニットを掲載

する二輪自動車の D-ZEV mini、で構成される。 

D-ZEV 自身がエネルギー自立して行動できるとと

もに、防災拠点施設と通信連携可能な情報設備を備

え、搭載するサイネージ等から情報発信を行う。避

難所では仮設の無菌室や医療・救護スペースを開設

し、その運用をサポートする。さらに、小回りの利

く電動二輪の D-ZEV mini と連携し、D-ZEV を拠点と

した近距離圏をカバーしながらお互いに情報連携し、

地域住民や周辺帰宅困難者のスマートフォン等への

情報発信に対応する。 

平常時には、エネルギー自立性向上のための研究

を行いながら、地域の環境・防災情報を収集発信す

るとともに、地域の防災訓練サポートを始めとした

環境・防災啓発活動等をおこなう。 

また本開発ユニットは、研究テーマ１との連携に

よる各年度の防災イベント・地域防災訓練等で使用

し、アンケート・ヒアリング調査を実施し、その有

効性を検証のうえ、最終年度の実証実験を経て、実

施・適用例とともに公開する。 

 

２．今年度の役割分担と成果  

テーマ 3 の各メンバーは、研究の役割分担ごとに、

D-ZEV のハード・ソフト面の仕様検討を行った。図 1

に、災害時の D-ZEV 運用イメージと研究メンバーの

役割分担を示す。  

中島（建築学部教授）は環境防災情報活用担当と

して、平常時・非常時にサイネージで発信すべき情

報コンテンツの検討と、効果的な発信手法の検討を

行った。水野（情報学部教授）は情報通信設備担当

として、D-ZEV と災害対策本部施設との通信、及び

 ＊：工学院大学建築学部まちづくり学科 

図 1 災害時の D-ZEV 運用イメージと研究メンバーの役割分担 

D‐ZEVD‐ZEV mini

情報連携キットを搭載し、
地域・町内で情報を収集・発信

サイネージ・Wi-Fiで
周囲に情報を発信

地震発生

仮設医療・救護スペース

太陽電池・集熱器による
エネルギーの自立・供給

衛星・長距離無線LAN等で
災害対策本部との通信を確保

情報連携
ネットワーク

情報連携

D-ZEV
KOGAKUIN

太陽電池

集熱器

水野 修 （情報学部教授）
・情報通信設備

横山 計三 （建築学部教授）
・太陽エネルギー活用

野呂 康宏 （工学部教授）
・太陽光発電設備

柳 宇 （建築学部教授）
・空気環境制御設備

富樫 英介 （建築学部准教授）
・集熱器設計

中島 裕輔 （建築学部教授）
・環境防災情報活用
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D-ZEV mini どうしの情報のやり取りの手法の仕様検

討を行った。野呂（工学部教授）は太陽光発電設備

担当として、D-ZEV の電力需要検討とそれに対応す

る太陽光発電・蓄電池設備の仕様検討を行った。富

樫（建築学部准教授）は集熱器設計担当として、太

陽集熱器の計算モデルの整備を行った。柳（建築学

部教授）は、空気環境制御設備担当として、D-ZEV

に接続する仮設の医療・救護スペースの構成と内部

の空気環境制御方法に関する検討を行った。横山（建

築学部教授）は太陽エネルギー活用担当として、集

熱器計算モデルの整備とともに、太陽エネルギーの

D-ZEV 及び医療・救護スペースへの供給手法とその

仕様について検討を行った。 

 

３．今年度の環境防災情報活用面の成果  

D-ZEV では、収集した情報の発信のため、デジタ

ルサイネージの装備を想定している。既存のサイネ

ージ調査や防災訓練時参加者へのニーズ調査の結果

をふまえて検討した、デジタルサイネージの情報発

信項目案を表 1 に示す。平常時にも避難場所や一時

滞在施設などの防災情報を発信しながら、天気・環

境情報や鉄道・交通情報などリアルタイムに更新さ

れる有用な情報を随時発信して日頃からこのサイネ

ージの利用度を上げておき、非常時には災害対策本

部とつないで周辺の被害状況や災害情報、避難指示

などを発信することを検討する。これらの情報項目

の大部分については、D-ZEV に附帯するサイネージ

に限らず、都市部に設置されるサイネージでは、同

様の情報発信項目が求められると考えられる。 

また、ある程度大画面のサイネージを装備しても、

避難所等において同時に閲覧できる人数は限られ、

混雑時には混乱を起こす危険性も考えられる。そこ

で、合わせて、情報取得の容易化と二次災害の防止

を目的として、デジタルサイネージ上の画面を近く

にいる人々のスマートフォン画面にミラーリングさ

せるシステムキットの開発検討を行った。このシス

テムは、数秒間隔でキャプチャしたサイネージの画

像を Wi-Fi ルータで周囲に配信し、利用者は所定の

Wi-Fi 電波にアクセスしてブラウザを起動するだけ

でサイネージ画面と同じ画像が見られる仕組みであ

る。利用者にインターネット接続環境を提供するも

のではないため、多数の利用者へ円滑な情報配信が

可能となる。また、一般的なデジタルサイネージで

あれば後からでも容易に設置できるよう、接続され

ている HDMI ケーブルの途中に組み込む方式として

いる。このシステムを D-ZEV 附帯のサイネージに組

み込めば、災害時に停電等でインターネット接続が

できない状況下においても、このサイネージの近く

に行けば手持ちのスマートフォンで情報閲覧が可能

となる。同時アクセス人数を想定してルータ能力を

用意すれば数十メートルの距離まで届くため、避難

所においても有効に活用できると考えられる。 

 

HDMI

コンテンツ
ボックス

ブラウザソフトを使用して
周囲のスマホでサイネージと

同じ画面を閲覧

キャプチャ
ボックス

PC
Wi-Fi
ルータ

USB LAN

サイネージミラーリングシステムキット

分配機、キャプチャックス

PCWi‐Fiルーター

Wi-Fi アクセスポイント機能
（見通し数十mまで可能）

 

図 2 サイネージミラーリングシステムの構成 

 

４．おわりに  

これらの成果をもとに、次年度には実際に D-ZEV、

D-ZEV mini 及びその附帯設備の製作を実施する計画

であり、3 年目以降にはこれらを実運用できるよう

に整備し、デモンストレーションや防災訓練時の運

用実験等をおこなう予定である。 
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表 1 デジタルサイネージの情報発信項目案 

防災系
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一時滞在施設
避難経路(非常時のみ)
物資配給場所(非常時のみ)

平常時

地図情報
周辺情報（商業・飲食・宿泊）
天気・環境情報
鉄道・交通情報
防災啓発情報
ニュース・行政情報
イベント・観光情報

非常時

地図情報
鉄道・交通情報
周辺被害状況
災害情報
避難勧告・指示
NHK情報

交通系

駅
バス停
タクシー乗り場

観光・娯楽系

商業・飲食店
宿泊施設
周辺主要施設
観光スポット
公園
案内所

設備系

トイレ
コインロッカー
ATM
ベビールーム
公衆電話
Wi‐Fiスポット

地図上での表示内容
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自立移動式ゼロエネルギー災害対応支援ユニット(D-ZEV）のための 

通信システムの基本検討 
 

キーワード: 無線 LAN，アドホックネットワーク，DTN，情報指向ネットワーク       水野 修＊ 

  

         

                  

１．はじめに  

 本事業は巨大都市・中心市街地(新宿区等)とその周

辺地域を対象として，震災・水害等による複合災害に

強く，速やかな機能回復を可能とする「逃げる必要の

ない都市」の実現を目的としている．そのうち，テー

マ３では，地域防災拠点であるエリアの現地本部や避

難所等において，災害時に情報通信面，必要最小限の

エネルギー供給面，救急救護面のサポートを行う，自

立移動式ゼロエネルギーユニット (D-ZEV: Disaster- 

robust Zero Energy Vehicle)を開発する 1)．D-ZEV は，

中型自動車をベースとして，防災・減災に必要な機材

を搭載し，電源設備および通信設備を備えている．ま

た，より小回りの利く２輪車ベースの D-ZEVmini も

併せて実現する．  

 本報告では，D-ZEV および D-ZEVmini に搭載する

通信システムの要件および実現案について示す．  

２．D-ZEV の通信システムの要件  

D-ZEV は，エリアの現地本部や避難所等に移動し，

設営される．また，D-ZEVmini は，エリア情報を収集

する．  

これらに対して，図１に示すように通信経路は以下

のものを実現する必要がある．  

(1)D-ZEV～災害対策本部間  

(2)D-ZEV～D-ZEVmini 間  

(3)D-ZEVmini～D-ZEVmini 間  

(4)D-ZEV,D-ZEVmini～一般市民，防災担当者  

ここで，災害対策本部とは，街区の被害状況や鉄道

の運行状況，病院，避難可能な施設等を把握し，一般

市民や防災担当者に指示を行う施設であり，そのため

のサーバシステム 2)を保有している . 

前提として D-ZEV は車両ではあるが移動中には通

信を行わないものとする．一方で，D-ZEVmini は移動

中にも通信を行うこととする．また，いずれの場合で  

も，移動体網など通信インフラは使用できない，あ

図 1 D-ZEV を中心とした通信ネットワーク 

るいは使用制限があることを想定する． 

D-ZEV および D-ZEVmini への通信システムの要件

を以下に示す．  

［要件１］小型であり，省電力であること．  

［要件２］設営や運営が容易であること．  

［要件３］安定した伝送条件でなくとも，持続的に

運用できること．  

［要件１］は，D-ZEV や D-ZEVmini の搭載スペー

スや電源に制約があるためである．  

［要件２］は，D-ZEV で移動できる人員に制限があ

ること，被災者救護など本来の作業に支障をきたさな

いにするためである．また，運用に際し無線従事者資

格が不要であることも含まれる．  

［要件３］について説明する．2010 年度から 2014

年度まで実施された文部科学省・私立大学戦略的研究

基盤形成支援事業（以下，Research Center for Urban 

Disaster Mitigation：UDM）にて，減災情報ネットワー

クに長距離無線 LAN システムの適用を検討した 3）．

その結果，72 時間の連続運用は可能であり，見通しの

ある 2km 程度の距離（工学院大学新宿キャンパス屋

上～早稲田大学西早稲田キャンパスシルマンホール

屋上）であれば，15Mbps 程度のスループットが安定

してとれることが明らかになった．しかし，新宿～八

 ＊ ：工学院大学情報学部情報通信工学科  
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王子の長距離区間（約 30km）や，近距離でも西新宿

の街区内地上においては，見通しがとれる箇所が限定

されるとともに，街路樹や車・人の通行によりスルー

プットが安定しない現象も観測された．  

D-ZEV および D-ZEVmini が活動する範囲は，街区

内の路上であることを考えると，不安定な伝送状況を

前提とした通信システムを構築する必要がある．  

３．D-ZEV の通信システムの実現案  

3.1 D-ZEV～災害対策本部間 

 災害対策本部が工学院大学新宿キャンパスに置か

れ，D-ZEV の移動範囲が新宿界隈である場合は，D-

ZEV～災害対策本部間は，UDM の設備を転換し長距

離無線 LAN を用いることが可能であると考えられる． 

 5.6GHz 帯は免許不要であり，比較的安定して利用で

きると考えられる．D-ZEV は可搬型のアンテナを持

ちて利用の際に組み立てて使用することとする．  

 今後の課題としては，基地局を無指向アンテナで対

応できるか検証し，もし難しければ指向性アンテナを

モータで位置決めするなどの対処を検討する．  

 なお，音声による通信手段は UHF 帯を用いる MCA

無線により実現できるものと考えられる．  

3.2 D-ZEV～D-ZEVmini 間および D-ZEVmini ～D-

ZEVmini 間 

災害時の通信手段としてモバイルホックネットワ

ーク（MANET:Mobile Adhoc NETwork）の利用が提案

されている．これは，複数の端末をネットワークのノ

ードとして結び，相手までの経路（リンク）を構築し

情報を伝達する方式である．これは，経路が作られて

いるので，リアルタイムでの情報伝送が可能であるが，

リンクが不安定であると，切断してしまう． 

ノードに情報を蓄えながら通信を行うのが Stored 

and Forward 型通信である．必要な情報が途中のノー

ドにあれば，単点まで経路を持つ必要がない．この技

術を応用した方式が情報指向型ネットワーク（ ICN : 

Information Centric Network）である．ICN は主に大容

量コンテンツの伝送に用いられるが，ゼンサデータの

収集への応用も検討されている 4)．また，1 対 1 でリ

ンクを形成しながら，情報を蓄積し伝達する，

DTN(Delay Tolerant Network)も提案されている．DTN

は情報伝送時だけ経路を形成するため，品質が不安的

でも適用できるが，情報が目的とする相手まで伝わる

かどうかは保証されない．  

我々は，MANET と DTN を切り替えながら通信を

行う MANET-DTN 統合ネットワークを提案している

5)6)．  ZigBee のモジュールである XBEE を用いて，

MANET-DTN 統合ネットワークのノードを実装し，

MANET→DTN→MANET の切り替えを確認した．図

２に実験概要を示す．サーバは固定されているが，サ

ーバから円で示す直接通信できる範囲では MANET

で通信する．ノードが円から外に移動するとノード間

は DTN で通信する．さらに別の MANET ノードと通

信できる場合は，MANET として通信する．  

 

図２ MANET-DTN 統合ネットワーク 

 MANET お よ び サ ー バ か ら の 電 波 強 度 に よ り

MANET，DTN を切り替えた通信が可能であることが

確認できた．  

 今後は D-ZEV,D-ZEVmin への適用を検討する．  

４．おわりに  

 D-ZEV,D-ZEVmini の通信システムと適用する基盤

技術について検討した．今後は具体的なユースケース

に沿って適用する方式を明らかにする．  
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太陽熱集熱器モデルの整備 
 

太陽熱集熱器、シミュレーションモデル、集熱特性          富樫 英介＊ 横山計二＊＊ 

         

                    

1. はじめに  

本計画では「平時の快適性」と「被災時の活動可能

性」の両者を担保した、自立・車両型建築（D-ZEV: 

Disaster-robust Zero Energy Vehicle-home）を開発する。

自立性能を確保するための主要なエネルギー源は太

陽エネルギーであり、太陽光発電および太陽熱集熱器

が有力な候補である。D-ZEV の仕様を検討するため

にはこれらを導入した場合の性能を精度よく予測す

る必要がある。そこで本年度は既往の研究を調査し、

太陽熱集熱器の計算モデルの整備を行った。  

2. モデルの開発  

 平板型集熱器の理論に関しては Beckman と Duffie

による図書 1)および種村による解説 2)が詳しく、本計

画で開発するモデルもこれらを基礎とする。  

1）集熱器の構造  

図 1 に平板型集熱器の一般的な断面構造を示す。日

射熱を取得するために日射吸収率の高い素材の集熱

板が敷かれ、集熱板の熱を熱媒体に移動させるために、

適当なピッチで集熱媒体流管が設けられる。熱媒体は

通常は水であるが、冬期の凍結を防ぐために不凍液を

循環させる例もある。外部への熱損失を防ぐという目

的のため、集熱板の裏側には断熱材が設置される。一

方、表側は日射透過率の高い素材（透過ガラス）で覆

うことで、日射熱取得を阻害せずに対流による熱損失

を抑制する。  

 

図 1 平板式集熱器の断面構造  

2）集熱量の基礎式  

 太陽熱集熱器のパネル面へ入射する熱は、その全て

が熱媒体へ移動するのではなく、いくらかは外部へ漏

洩する。パネル面が吸収する日射量を Sp [W/m2]とす

ると、熱媒体へ有効に伝達できる熱量 Qu [W]は式(1)

で表現できる。Tp [°C]と Ta [°C]はパネルと外気の温度

である。  

ݑܳ ൌ ܿܣ ቀܵ݌ െ ݌൫ܶܮܷ െ ܶܽ൯ቁ	 (1)

 UL [W/(m2·K)]は外界への熱損失係数であり、その

具体的な導出方法が問題であるが、図 2 に示す熱回路

網として捉えれば、式(2)で計算できる。  

 
図 2 平板式集熱器の熱回路網表現  

ݑܳ ൌ ܴܨܿܣ ൭ܵ݌ ൅ ܵ݃
݃ି݌ܷ

݃ି݌ܷ ൅ ܷ݃ିܽ
െ ݅,൫݂ܶܮܷ െ ܶܽ൯൱ (2)

集熱器熱除去因子 FR は次の 2 つの温度分布の影響

をモデルに表現するための係数である。1）集熱板の

熱伝導の制約により熱媒体の流れと直交する方向に

生じる温度分布（熱媒体流管部分で温度は最低となり、

管から離れるに連れて上昇する）。2）熱取得による熱

媒体が集熱器内で昇温し、流れと並行する方向に生じ

る温度分布（熱媒入口側で温度は最低となり、出口に

向かうに連れて上昇する）。集熱器熱除去因子 FR [-]は

フィン効率を用いて式(3)で計算できる。  

ܴܨ ൌ
݌݂ܿ݉
ܮܷܿܣ

൤1 െ ݁ିቀܨܮܷܿܣ
	ቁ൨݌݂ܿ݉/′ (3)

 F' [-]は円管と平板で構成される集熱器のフィン効

率であり、式(4)で計算する。  

′ܨ ൌ
ܮܷ/1

ܹ൤
1

݋ሾ݀ܮܷ ൅ ሺܹ െ ሿܨሻ݋݀
൅

1
ܤܥ

൅
1

݅,݂݄݅݀ߨ
൨
	 (4)

 di [m], do [m], W [m]はそれぞれ集熱媒体流管の内径、

外径、設置間隔であり、図 3 に示す通りである。CB は

流管とパネルの間の接着剤部分の熱通過率であるが、

流管とパネルが一体化した伝熱性の高い製品に関し

ては本項を無視（1/CB = 0）しても大きな誤差は生ま

れない。hf,i は熱媒体流管の内部の対流熱伝達率であ

る。F [-]は四角フィンのフィン効率であり、式(5)、式

(6)で計算する。ここで k と δ はそれぞれパネルの熱

 透過ガ ラ ス

 断熱材

 集熱媒体流管  集熱板

Tsky

1/hr,g-a

hw (Ta - Tg)

hp-b (Tp - Ta)

Ta

Tg

1/hw

Sg

1/hr,p-g1/hc,p-g

Sp

Tp Tf,m

Qu

1/hp-b

Tb=Ta

Tsky

Ta

hr,g-a (Tsky - Tg)

Tg Sg

Sp

Qu
Tf,m

Tp

Tb=Ta

hc,p-g (Tg - Tp)

hr,p-g (Tg - Ta)

 ＊ ：工学院大学  建築学部 建築学科  ＊ ：工学院大学 建築学部 まちづくり学科  
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伝導率  [W/(m·K)]と厚み  [m]である。  

ܨ ൌ
ሾ݉ሺܹെ݄݊ܽݐ ݀݅ሻ/2ሿ

݉ሺܹ െ ݀݅ሻ/2
	 (5)

݉ ൌ ඥܷߜ݇/ܮ	 (6)

 

図 3 集熱媒体流管と集熱板の構成  

3）係数の算出方法  

 基礎式内の各種の係数の具体的な算出方法を記す。 

・ガラスの外側表面の対流熱伝達率 hw 

 外界に面しているため、外部風速の影響により値が

変わる。木村らによる実験式 3)を式(7)に示す。v は風

速[m/s]である。  

ݓ݄ ൌ 4.7 ൅ 	ݒ7.6 (7)

・ガラスの外側表面の放射熱伝達率 hr,g-a 

 天空を完全黒体（放射定数=1.0）とし、放射温度を

Tsky [K]とすると式 (8)で計算できる。ただしσは黒体

の放射定数で 5.67×10-8 W/(m2·K4)である。また、εg [-]

はガラス面の長波長放射率である。近年の製品は、パ

ネルからの熱損失量を低減することを目的に金属表

面処理により放射率を下げており、0.05~0.2 程度の数

値をとる。  

ܽି݃,ݎ݄ ൌ ݃ߝߪ4 ൬
ݕ݇ݏܶ ൅ ܶ݃

2
൰
3

	 (8)

・パネルとガラスの内側表面の放射熱伝達率 hr,p-g 

式(9)で計算する。ただし、σpg は有効放射定数であ

り、パネルとガラスは平行平板であるとして式(10)で

計算する。また、εp はパネルの長波長放射率[-]である

が、素材にブラックステンレスやブラッククロームな

どの選択吸収面を用いることで 0.1 程度に抑えている

製品がある。  

݃ି݌,ݎ݄ ൌ ݃݌ߪ4 ൬
݌ܶ ൅ ܶ݃

2
൰
3

 (9)

݃݌ߪ ൌ
ߪ

1 ⁄݌ߝ ൅ 1 ⁄݃ߝ െ 1
 (10)

・パネルとガラスの内側表面の対流熱伝達率 hc,p-g 

式(11)で計算する。ただし、λa [W/(m·K)]は空気の熱

伝導率、Lp [m]は空気層の厚みである。Nu はヌセルト

数であるが、CSD により自然対流を抑制し Nu=1.0 と

して運用可能な製品がある。  

݃ି݌,݄ܿ ൌ ൫ܽߣ ⁄݌ܮ ൯ܰ(11) ݑ

・パネルから集熱器背面への熱通過率 hp-b 

 断熱材の厚みを l [m]、熱伝導率を λi [W/(m·K)]とし

て式(12)で計算する。  

ܾି݌݄ ൌ 	݈/݅ߣ (12)

・熱媒体流管の内部の対流熱伝達率 hf,i 

 管内流速と無次元数を用いて導出する。  

・ガラス面日射吸収 Sg とパネル面日射吸収 Sp 

 ガラス面に入射した日射エネルギーは反射と透過

を繰り返して一部は外界に逃げ、一部はガラスに吸収

され、一部はパネル面に吸収される。無限回の反射と

吸収を繰り返した結果、ガラス面に吸収される日射量

とパネル面に吸収される日射量は式 (13)~(16)で計算

できる。ここで αT,g と αT,p は総合吸収率[-]、τg は日射

透過率[-]、αg と αp は日射吸収率[-]、ρg と ρp は日射反

射率[-]である。添字の g と p はそれぞれガラスとパネ

ルを表している。  

ܵ݃ ൌ ܰܦܫ ⋅ ݃,ܶߙ (13)
݌ܵ ൌ ܰܦܫ ⋅ ݌,ܶߙ (14)

݃,ܶߙ ൌ ݃ߙ ൅ ݃ߙ݌ߩ݃߬ ൅ ݌ߩ݃ߩ݃߬
݃ߙ2 ൅ ⋯ ൌ ݃ߙ ቆ1 ൅

݌ߩ݃߬
1 െ ݌ߩ݃ߩ

ቇ (15)

݌,ܶߙ ൌ ݌ߙ݃߬ ൅ ݌ߙ݌ߩ݃ߩ݃߬ ൅ ݃ߩ݃߬
݌ߩ2

݌ߙ2 ൅ ⋯

ൌ
݌ߙ݃߬

1 െ ݌ߩ݃ߩ

(16)

4）解法  

 以上の基礎式を統合し、集熱器の集熱量を計算する

フローを図 4 に示す。パネルおよび硝子の温度を未知

数として収束計算を行う。  

 
図 4 集熱器の計算フロー  

3. おわりに  

太陽熱集熱器のモデルを整備した。次年度は本モデ

ルも活用しつつ、導入する集熱器の仕様を固める。 

参考文献 

1) John A. Duffie, William A. Beckman : Solar Engineering of 
Thermal Processes, 1950 

2) 種村栄  : 平板形太陽熱集熱器の高性能化の理論的背景

と現状 , 空気調和・衛生工学  57(1), 1983, pp.9-17 
3) 伊藤直明 , 佐藤鑑 , 岡樹生  : 自然風下における建築物外

壁面の対流熱伝達について (II), 日本建築学会大会学術講

演梗概集 . 計画系  43, 1968, pp.239-240 

di

do
W

 パネルおよ びガ ラ ス の温度に 依存し ない係数等を 計算

 パネル温度を TP,0 と 仮定： Tp = Tp,0

 パネル温度に 依存する 係数等を 計算

 ガ ラ ス 温度を Tg,0 と 仮定： Tg = Tg,0

|T'g,n-Tg,n| <  許容誤差

 パネルに 関する 熱収支式を 解き 、 パネル温度T'p,m を 計算

|T'p,m-Tp,m| <  許容誤差

 ニ ュ ー ト ン 法：

 　 T''g,n を 計算

Tp,m+1=T'p,m

 出力

Tg,n+1 = T''g,n

 ガ ラ ス 温度に 依存する 係数等を 計算

 入力

 ガ ラ ス に 関する 熱収支式を 解き 、 ガ ラ ス 温度T'g,n を 計算
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自立移動式ゼロエネルギーユニットにおける電源供給システムの研究 
 

キーワード：太陽光発電、蓄電池、自立移動式、電力供給        野呂 康宏＊   

         

                    

１．はじめに  

避難所は地震などの災害時において情報発信や避

難生活の拠点となる重要な施設である。本事業のテ

ーマ 3 では、災害時に避難所等の地域防災拠点に対

し、情報通信面、必要最小限のエネルギー供給面、

医療・救護面のサポートを行う、自立移動式ゼロエ

ネルギーユニット（ D-ZEV : Disaster-robust Zero 

Energy Vehicle）を開発する計画である。本研究は、

D-ZEV において自立的に電力を供給するシステム

に関するものである。 

 

２．研究計画  

2.1 研究の目的  

本研究の目的は、D-ZEV の開発において、移動可

能という制約条件下で自然エネルギーを有効活用し

電力エネルギーを供給するシステムを開発し、防災

イベント・地域防災訓練における有効性の検証を含

めて、成果をまとめて公開することである。 

2.2 対象の構成・運用  

図 1 に、本研究の対象とする電源供給システムの

イメージを示す。大災害時に防災拠点等へ移動して

利用することを想定しており、商用系統は停電して

いて利用できない前提で自立的に電力供給可能なシ

ステムを構築する。過去の大震災時の状況では、停

電から復旧に 1 週間程度要しているケースもあるこ

と、および交通事情等により燃料の供給も期待でき

ないことより、燃料供給の不要な太陽光（PV）パネ

ルによる発電を主なエネルギー源とする。当然なが

ら太陽光発電のみでは夜間や雨天時に発電できない

ため、蓄電池を利用し、発電余力がある時間帯に蓄

電池に充電しておき、発電できない時間帯は蓄電池

から D-ZEV 内の負荷へインバータ経由で電力供給

するものとする。  

また、これらの設備は、D-ZEV 内に積載可能なサ

イズ・重量とし、災害が発生したのちに避難所など

の防災拠点に移動し、PV パネルなどを短時間で設置

できるように考慮する。  

 

 PV パネル 充電器 蓄電池 

監視装置 インバータ 

AC100V

D-ZEV 内負荷設備および D-ZEV mini 

サイネージ 照明 空調 

 

図 1 D-ZEV における電力供給システム 

 

2.3 研究の実施計画  

D-ZEV 本体、D-ZEV mini、仮設の医療・救護スペ

ースに自立的に電力を供給するシステムに関して以

下の検討を行う。  

1) H28 年度 外部からのエネルギー供給に頼らず自

立的に電力エネルギーを供給することが可能な太陽

光発電システムと蓄電池システムに関して、D-ZEV

に搭載して運搬可能であるという制約条件の下、仕

様を検討する。  

2) H29 年度 想定される負荷条件も考慮しながら、

太陽光発電、蓄電池などのシステム仕様を決定する。

さらに D-ZEV に組み込み試作し、PV 発電量や負荷

の消費電力測定を行い、要求性能の検証を行う。並

行して、システムの運用状況を監視し、PV の発電状

況や蓄電池の残量など考慮して、利用可能な電力の

ガイドを表示するシステムの立案を行う。  

3) H30 年度 試作した D-ZEV および D-ZEV mini を

代表的運転モードで稼働させ、電力に関する運転デ

ータを収集分析し、目標レベルの検証を行う。また、

監視システムのプロトタイプを製作し、上記稼働に

あわせて評価を行う。  

4) H31 年度 前年度までの検討で得られた成果・課

題を反映して改良可能な部分は改良し、完成度を高

める。地域防災訓練等にも参画し、現場での活用実

験を行い、データ収集・分析を進める。  

 ＊工学院大学 工学部電気システム工学科  
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5) H32 年度 D-ZEV を完成させ、公開する。その際、

当初の電力供給設備の仕様で過不足があれば、その

条件も明確にする。  

2.4 期待される研究成果  

1) 3 年時の中間成果 自立移動式ゼロエネルギーユ

ニットに太陽光発電や蓄電池などのシステムを組み

込み試作し、代表的運転モードで稼働させ、運転デ

ータを収集分析して性能検証を行う。監視システム

のプロトタイプを製作し評価する。  

2) 5 年時の最終成果 現地での実証実験も経て改良

を行い D-ZEV を完成させ、公開する。  

 

３．今年度の成果  

3.1 実施内容  

報告者らはこれまで、災害時に自立的に電力エネ

ルギーを供給可能なシステムとして下記三つの観点

から検討を進めている。 

①  家庭（オール電化住宅）を対象としたシステム 1) 

②  避難所（小学校などを想定）2) 

③  市単位（23 区外の市部を想定） 

これらは、いずれも大災害により商用系統が停電

した場合を想定しており、PV を活用する点も含めて

本研究とも共通するが、移動式でなく固定の設備で

ある点が、異なっている。以下に結果の概要を示す。 

①家庭向けでは、既にメーカーより家庭用蓄電シ

ステムも販売されているが、これらは、「こういうシ

ステムの仕様なので使い方はその範囲でユーザが決

めてください」という位置付けである。本研究では、

消費電力の大きなオール電化住宅を対象とし、経済

性は考慮しつつも生活の質を極力低下させずに連続

して電力を供給可能なシステム構成と、消費電力の

予測や PV の発電予測、蓄電池の充電残量を考慮し

つつ消費電力の使用量を制限するアルゴリズムを提

案している。 

②避難所では、小中学校を対象に避難スペースと

なる体育館や救護スペースとなる保健室、乳幼児や

お年寄りの避難スペースとして一部の教室を利用す

ることを想定し、消費電力の推定を行い、これに自

立的に電力供給が可能なシステムを検討した。シミ

ュレーション結果より必要な設備容量は PV で

86[kW]、蓄電池で 541[kWh]となった。設置可能な容

量であるが設備コストがかなり高くなることより、

負荷制限などを検討して設備容量を削減する対策に

ついて検討中である。 

③市単位では、直下型地震の確率が高いとされる

国立市を対象に、震災直後に市部全域に自立的に電

力供給可能なシステムを検討した。しかし、必要と

する PV パネルを設置するだけのスペースは十分確

保できず、ガスなどの燃料系の発電装置も必要との

結論となった。さらに、燃料を保管するための設備

のスペース確保も困難と思われる。多くの都市部は

同様の結論になると予想される。 

 一方、自立移動式ゼロエネルギーユニットに関し

ては、負荷設備を概算し、これに自立的に電力供給

可能な設備の仕様を検討中である。負荷設備の詳細、

搭載する車両の条件と相互に調整が必要であるため、

仮であるが、以下に示すとおり二種類検討中である。 

1) 移動型  

 車両が移動中は社内に格納し、避難所など現場で

広場などに PV パネルを仮設して発電する。設置が

容易で軽量、省スペースであることが要件である。  

・PV 発電容量：4～5 kW 

・蓄電池容量：20 kWh 程度  

・インバータ出力：AC 100 V、3 kW 程度  

2) 車両固定型  

 フレキシブルモジュール等を利用して車両の屋根

に搭載し、D-ZEV 内の照明などに利用する。  

・PV 容量：200～600W 

・インバータ出力：AC 100 V、200～500 W 

3.2 導入設備  

本年度は以下の設備を購入した。この設備は次年

度以降に太陽光発電の発電量の計測や負荷の消費電

力の計測に活用する予定である。  

・品名、型式：メモリハイコーダ一式、MR8880 

・メーカー：日置電機  

・費用：250 千円  

 

４．おわりに  

これまでの研究の知見を活用して D-ZEV に自立

的に電力を供給するシステムの仕様の検討を進めた。

来年度は詳細仕様を確定し、D-ZEV 本体とともに試

作を行う計画である。 

 

参考文献 

1) 梅田拓磨、野呂康宏：災害時における独立型 PV の供給
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部門大会、論文番号 P54、2016 

2) 梅田拓磨、野呂康宏：大災害時の避難所における独立

型電力供給システムの検討（その 1）、電気学会 H29 全

国大会、講演番号 6-284、2017 
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各種メディア（新聞・テレビ・ラジオなど）・展示会等で公表 

1. 村上正浩、大学倶楽部・工学院大 災害を想定し、ドローンによるエリア防災技術の開発スタート、

毎日新聞、2017 年 2 月 23 日 

2. 村上正浩、災害時に「逃げる必要のない都市」の実現へ……工学院大学の取り組み、@nifty ニュース、

2017 年 2 月 22 日 

3. 村上正浩、～ 日本初、超高層ビル街でドローンを活用した災害対応実証実験を実施 ～工学院大学が

建築学と情報学を融合し、エリア防災活動支援技術の開発をスタート、sankeiBiz、2017 年 2 月 21 日 

4. 村上正浩、超高層ビル街でのドローンを活用した災害対応実証実験を実施、ドローンタイムズ、2017

年 2 月 13 日 

5. 村上正浩、日本初、高層ビル街でドローン災害訓練、Yahoo!ニュース Japan、2017 年 2 月 13 日 

6. 村上正浩、地震だ、ドローンの出番 新宿区・企業など実験、朝日新聞、朝刊 33 面、2017 年 2 月 12

日 

7. 村上正浩、災害時ドローン 新宿で実証実験、読売新聞、朝刊 37 面、2017 年 2 月 12 日 

8. 村上正浩、ドローンを災害時に活用…移動する利点、俯瞰する利点、レスポンス、2017 年 2 月 12 日 

9. 村上正浩、ドローンの安定飛行実験、搭載スピーカーで誘導も、ビューポイント、2017 年 2 月 12 日 

10. 村上正浩、超高層ビル街でドローン実験＝災害時、状況把握に活用－東京新宿、時事ドットコム、2017

年 2 月 11 日 

11. 村上正浩、損保ジャパン日本興亜など、ドローンを活用した超高層ビル街での災害対応実証実験を実

施、日本経済新聞 web、2017 年 2 月 7日 

12. 村上正浩、ドローンを活用した超高層ビル街での災害対応実証実験、日経テクノロジーオンライン、

2017 年 2 月 7 日 

13. 村上正浩、高層ビル街の避難誘導にドローン活用実験、産経新聞、朝刊 4面、2017 年 2 月 5日 

14. 村上正浩、新宿のビル街でドローン実験 災害時の情報伝達や避難誘導に備え、日本経済新聞、朝刊

31 面 、2017 年 2 月 3日 

15. 村上正浩、ドローンを活用した超高層ビル街での災害対応実証実験、日本経済新聞 web、2017 年 2 月

3日 

ほか、70 件 

 

その他（報告会・シンポジウムの主催・共催など） 

1. 村上正浩、新宿駅周辺防災対策協議会シンポジウム「最新の動向や他地域の事例を知り 防災・まち

づくりに取り組もう!!」、2017 年 2 月 

2.  藤賀雅人、一寺言問を防災の町にする会（一言会）、藤賀研究室ほか「カエルキャラバン in 寺島 2017」、

2017 年 2 月 

3. 村上正浩、藤賀雅人、社会貢献学会第 7 回大会「Design & BOSAI –社会に貢献する人、まちのあり方

-」、2016 年 12 月  

4. 村上正浩、平成 28 年度新宿駅周辺防災対策協議会地震防災訓練、2016 年 11 月 
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テーマ２  山下哲郎・田村雅紀・久田嘉章・西川豊宏（建築学部） 
 

 

査読付き論文 

1. 加藤研一, 久田嘉章, 石田 寛, 渡辺哲史, 鈴木文乃, 小鹿紀英, 東京臨海部を対象とした想定地震に基づく

設計用地震動評価例, 日本建築学会技術報告集, Vol.23, No.53, p. 53-58, 2017.2 
2. 米山嘉貴，西川豊宏、スプリンクラ巻き出し配管の動的加力実験建築の非構造部材・建築設備の耐震補強と改

修に関する研究 その2、日本建築学会技術報告集, pp.189-193, 2017.2 

3. 岡健太郎，田村雅紀，後藤治，材料物性と下地仕様の観点からみた木摺り漆喰天井部材における基本性能と健

全度評価に関する実験的検討，日本建築学会構造系論文集，第82巻，第731号, 2017.1 

4. 久田嘉章, レジリエンスな社会構築のための被害低減策と対応力向上策の現状と事例報告, 土木学会

論文集 F6（安全問題）, Vol.72, No.2, p.Ｉ-1-1-14、2016.11 

 

 

国際学会論文（査読付も含む） 

1. Y.Hisada, K.Kasai, T.Yamashita, D. Du, W. Pu, K. Shirasaki, H. Aoki, M. Nakanishi, Damage 

Prediction And Retrofit Plan Using Dampers For A High-Rise Steel Building In Tokyo Based On Its 

Response Records, 16th World Conference on Earthquake Engineering,2017.1 

2. Y.Masuzawa, T.Kanai, Y.Hisada, T.Yamashita and S.Koizumi, Study on Aseismic Performance of 

Integrated Ceiling System and Anti-fall Measures of Ceiling, 16th World Conference on Earthquake 

Engineering, Santiago Chile, USB Memory, 2017.1 

3. Y.Hisada, J.Kaneda, A.Teramoto, M.Murakami, Y.Masuzawa et.al., Strong Ground Motions And Damage 

Investigation Of Buildings In The Vicinity Of The Surface Faulting Of The 2016 Kumamoto Earthquake 

In Japan, 16th World Conference on Earthquake Engineering,2017.1 
 

学術雑誌、商業誌、研究機関への研究報告、展望、解説、論説など 

1. 田村雅紀，Second International Conference on Concrete Sustainability ( ICCS 16) in Madrid, Spain，

コンクリート工学,Vol.54, No.11, pp1140-1141, 2016.11 

2. 田村雅紀 建材への道のり，第2回 石材編，建材試験情報 Vol.52, pp30-33, 2016.11 

 

招待講演 

1. 久田嘉章, 首都圏で想定される地震被害とレジリエントな対策, 防災・減災セミナー2017, 防災ログ, 

2017.3 

2. 久田嘉章, 新宿駅周辺における地域連携による超高層建築の地震防災の取り組み, 第21回震災対策技

術展, 2017.2 

3. 久田嘉章, 被害地震から学ぶ長周期・長時間地震動と震源近傍の地震動, 第９２回耐震構造研究会, 

2016.12 

4. 久田嘉章, 首都圏で想定される地震被害とレジリエントな対策シンポジウム, 「Design & BOSAI – 社

会に貢献する人、まちのあり方-」, 社会貢献学会第７回大会, 2016.12 

5. 久田嘉章,  断層近傍の強震動計算実習, 「強震動予測—その基礎と応用」第１６回講習会, 日本地震学

会, 2016.12 

6. 久田嘉章, レジリエンスな社会構築のための被害低減策と対応力向上策の現状と事例報告, 土木学会

安全問題討論会’16, 2016.11 

7. 久田嘉章, 病院からの全患者避難：経験から学ぶ「新宿駅周辺地域における大震災時の多数傷病者に関

する地域連携による対応力向上の取組み」, 災害医療フォーラム in Tokyo, 2016.11 

 

口頭発表 

1. 土田健太,田村雅紀，未利用地産資源を改良活用した無機系構造・仕上材料の開発，2016 年度日本建築

学会関東支部研究報告集１，pp.217-220, 2017.3 
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2. 梅本真穂,田村雅紀，地域特性から見た景観構成要素となる地産壁土の色彩分布，2016 年度日本建築学

会関東支部研究報告集１，pp.73-76,2017.3 

3. 梅原優,田村雅紀，窯業系サイディングの資源循環を可能にする再生材の研究，2016 年度日本建築学会

関東支部研究報告集１，pp.225-228, 2017.3 

4. 小野航太郎,田村雅紀，築 27 年経過した超高層ビルから採取したシーリング材の外部環境影響を踏まえ

た劣化度調査，2016 年度日本建築学会関東支部研究報告集１，pp.261-264,2017.3 

5. 村松凌,田村雅紀，天然鉱物含有型仕上塗材の熱的作用による劣化影響と苔植物の定着関係，2016 年度

日本建築学会関東支部研究報告集１，pp.229-232, 2017.3 

6. 中島駿介,田村雅紀，後藤治，５年間の屋外暴露による外部影響を受けた杮葺き屋根の劣化指標提案，

2016 年度日本建築学会関東支部研究報告集１，pp.65-68, 2017.3 

7. 原田香菜,田村雅紀，ガラスと仕上材を合わせた意匠化粧材の開発と視覚的印象評価，2016 年度日本建

築学会関東支部研究報告集１，pp.245-248, 2017.3 

8. 佐藤勇太,田村雅紀，既存コンクリート構造体の赤外線サーモグラフィ装置を用いたひび割れ深さ検出，

2016 年度日本建築学会関東支部研究報告集１，pp.5-8, 2017.3 

9. 岡健太郎，田村雅紀，後藤治，建築物の LCM における維持保全と保存的活用ストラテジー その４ 既

存木摺漆喰天井の補修工法による岩手銀行旧本店本館への試験施工，2016 年度日本建築学会関東支部

研究報告集１，pp.53-56, 2017.3 

 

外部資金の獲得 

1. 久田嘉章、文部科学省・科研費・基盤 B一般／平成 21～23 年度／1,260 千円、設計用入力地震動作成

のための強震動予測手法の適用と検証(研究代表者） 

2. 久田嘉章、科学技術振興機構・SIP、2014～2018 年度、巨大都市・大規模ターミナル駅周辺地域におけ

る複合災害への対応支援アプリケーションの開発、研究代表者、20,678 千円 

 

各種メディア（新聞・テレビ・ラジオなど）・展示会等で公表 

1. 久田嘉章, 防止の専門家が住む家に学ぶ, AERA, 2017.3 

2. 久田嘉章, 糸魚川火災の初期消火について, NHKシブ５時, 2016.12 

3. 久田嘉章, 糸魚川火災の初期消火について, NHKシブ５時, 2016.12 

4. 久田嘉章,  楽しいデザインで防災活動に取り組む, 建設通信新聞, 2016.12 

 

その他（報告会・シンポジウムの主催・共催など） 
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テーマ３  中島裕輔・富樫英介・横山計二（建築学部） 
    水野 修（情報学部）、野呂康宏（工学部） 

 
 

査読付き論文 

1. 改田高大,小池将史,水野 修，“情報指向型ネットワークを適用したセンサネットワークにおけるデー

タキャッシュ方式” 電子情報通信学会論文誌 B，J100-B/ 2, 48-58, 2017.2 

 

口頭発表 

1. 直井伸也、荒井純一、野呂康宏、インバータ電源で電力供給する自立マイクログリッドにおけるインバータ

電源の制御方式、電気学会論文誌B、Vol.137、No.6, 2017（掲載決定） 

2. 松本卓也，水野 修，“MANET-DTN 統合ネットワークの実装評価” 電子情報通信学会技術研究報告 vol. 

116, no. 485, IN2016-138, pp. 245-250, 2017.3 

3. 櫛田雅之，櫻井宏章，水野 修，“複合災害対策システムのためのスケーラブルなサーバ運用”，2017

電子情報通信学会総合大会，A-19-11, 2017.3 

4. 櫻井宏章，櫛田雅之，水野 修，“複合災害対策システムにおける情報提示方式”，2017 電子情報通

信学会総合大会，A-19-12, 2017.3 

5. 望月寛大，小池将史，水野 修，“情報指向型ネットワーク方式を適用したセンサネットワークにお

ける情報取得手法”， 2017 電子情報通信学会総合大会，B-7-71, 2017.3 

6. 梅田拓磨、野呂康宏、大災害時の避難所における独立型電力供給システムの検討（その１）、H29 電気

学会全国大会、6-284、2017.3 

7. 岡安翔、野呂康宏、再生可能エネルギーと蓄電池をベースとする電力システムの検討：需給制御方式

（その１）、H29 電気学会全国大会、6-126、2017 年 3 月 

8. 新井武尊、野呂康宏、再生可能エネルギーと蓄電池による供給可能性の検討、H29 電気学会全国大会、

7-068、2017.3 

9. 苅田知明, 野呂康宏、需給制御を可能とするインバータ制御方式の検討、H29 電気学会全国大会、4-114、

2017.3 

10. 菅沼恒平、三橋徹、中島裕輔、エリア環境防災情報システム構築に向けたデジタルサイネージ活用に

関する研究、日本建築学会関東支部研究報告集、2017.2 

11. 加藤明日佳、宮崎豪、三橋徹、中島裕輔、複合型学校施設のエネルギー消費実態調査と省エネ性・防

災性向上に関する研究、日本建築学会関東支部研究報告集、2017.2 

 

外部資金の獲得 

1. 中島裕輔、芝浦工業大学受託研究／平成 28 年度／1,600 千円、帰宅困難者への情報伝達システムに

係わる基礎技術の開発（研究代表者） 

2. 水野 修、新津善弘，文部科学省・科研費・基盤 C 一般／平成 26～28 年度／3,330 千円、社会的弱

者に適用可能な減災情報提供方式(研究代表者） 

3. 野呂康宏、指定研究費、2件合計 300 千円 

 

その他（報告会・シンポジウムの主催・共催など） 

1. 野呂康宏、電力システム技術東京私学連合ブランチ発表会（電気学会後援の卒論生発表会共催）、2016

年 12 月 
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